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はじめに 

 

 平成 22 年 4 月 1日、筑波大学大学院生命環境科学研究科の環境科学専攻（博士前期課程）

及び持続環境学専攻（博士後期課程）に、土砂災害などの自然災害から被害の防止・軽減を図

る業務・研究に従事する高度な専門性を有する技術者・研究者を養成することを目的に、環境

防災学講座が設置され、同時に履修カリキュラムとして「環境防災学プログラム」が開設され

た。環境防災学講座は、一般財団法人（講座設置時は財団法人）砂防フロンティア整備推進機

構からの奨学寄附金により設置されたものである。平成 23 年 4月からは、この奨学寄附金によ

って建設された環境防災研究棟において、講座の活動を行った。 

 筑波大学大学院生命環境科学研究科では、複雑な自然環境とその変化のメカニズム、自然と

の共生のあり方について、フィールドサイエンスの立場から理学・農学・工学・人文科学・社

会科学・医学などの個別知を集合し学際的な研究・教育を行っており、環境防災学講座では、

このような環境系の専攻科目の基礎の上に、主に社会人大学院生を中心に、多様な内容及び講

師による授業科目を開設した。平成 22 年度から平成 29 年度の 8ヶ年間において、毎年専門科

目として 10～11 の授業科目を開設し、講座専任教員のほか、国土交通省、国土技術政策総合研

究所、（独）土木研究所、（一財）砂防フロンティア整備推進機構をはじめとし、ＮＰＯ法人、

民間会社の技術者・研究員等の外部有識者を非常勤講師として、環境防災に係わる幅広い分野

にわたる講義を行ってきた。さらに、フィールドを重視した教育をめざし、これらの専門科目

のほかに建設現場等における 2週間程度の実践実習、日本各地の直轄砂防と都道府県砂防のフ

ィールドでの調査、計画設計、施工、維持管理の実地教育・研究、さらには市町村行政、地域

防災リーダーとの意見交換などを教員の指導の下で実施した。 

これらのほかに、環境防災セミナーやシンポジウムを開催したほか、海外の大学からの留学

生の受入れなど幅広い活動を行ってきた。 

8 年間において、環境防災学講座に属し課程を修了した学生は、博士前期課程は、社会人 13

人、一般学生 3名、留学生 5名の計 21 名、博士後期課程は 2名である。 

8 ヶ年間の講座活動の総括として平成 29 年 11 月 29 日に、環境防災学講座成果報告会を開催

し、学内外の参加者に講座の活動内容の紹介と、平成 30 年度以降の筑波大学における環境防災

学への取り組みについて紹介した。 

本冊子は、環境防災学講座の平成 22 年度から 29 年度までの 8年間に亘る以上の活動につい

て、取りまとめたものである。 

この 8年間の環境防災学講座の運営にあたり、山田信博前学長、永田恭介学長、清水和彦前

副学長（教育担当）、阿江道良副学長（教育担当）、清水 諭副学長（教育担当）、生命環境科学

研究科長として東 輝雄教授、指田勝男教授、江面 浩教授、沼田 治教授、持続環境学専攻長

及び環境科学専攻長として内山裕夫教授、宮本邦明教授、増田美砂教授、辻村真貴教授、濱 健

夫教授、当講座の准教授を努めていただいた石井靖雄氏、水野秀明氏、秋山一弥氏、寄附元の

一般財団法人砂防フロンティア整備推進機構の亀江幸二理事長、森 俊勇砂防フロンティア研究



所長、田畑茂清顧問、太田憲明事務長、長谷川正晃総務部長をはじめ、多くの皆様にご協力と

温かいご支援いただきましたことにつきまして、深く感謝申し上げます。平成 30 年度以降、筑

波大学大学院における環境防災学に係る教育・研究が、環境科学専攻・持続環境学専攻及び山

岳科学学位プログラム等において益々の充実が図られることを心より祈念いたします。 

 

平成 30 年 3月 

 

筑波大学大学院 生命環境科学研究科 

環境科学専攻・持続環境学専攻 

環境防災学講座担当教授 西本 晴男 
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1. 寄附講座「環境防災学」の概要 

21 世紀は「環境の時代」であるとともに「災害の時代」でもある。特にわが国では気候変

動の影響による短時間降雨量の増加と局所的豪雨の頻発に伴う土砂災害や洪水災害の増加

が懸念されている。また、火山活動や地震による土砂災害も発生している。気候変動や火山

活動、地震による土砂災害や洪水災害への対応は持続可能な社会の構築にとって重要な課

題である。 

気候変動や火山活動は流域環境を大きく変貌させ、長期的な様々な社会的影響（土砂災害

や洪水災害などの災害）の源となる。このような流域環境の変化とそれによる社会的影響へ

の対処に関する学問領域として環境防災学を位置づける。 

環境防災学は環境科学専攻・持続環境学専攻で対象としている環境問題の基幹をなす学

問のひとつである。しかしながら、環境科学専攻・持続環境学専攻は環境防災学についての

実践的な教育・研究システムを独自に有していなかった。そこで、豪雨、火山活動、豪雪な

どによる急激な流域環境の変化、それに伴う土砂災害や洪水災害などの災害、その災害を防

止・軽減するための対策を総合的に扱う高度な専門技術者と研究者の育成を目的として、寄

附講座「環境防災学講座」は平成 22 年 4 月に筑波大学大学院生命環境科学研究科環境科学

専攻（博士前期課程）および持続環境学専攻（博士後期課程）に財団法人砂防フロンティア

整備推進機構（平成 24 年度より一般財団法人砂防フロンティア整備推進機構）の寄附金を

受けて平成 22 から 26 年度までの期間を対象に設置された。その後、平成 25 年の伊豆大島

の土石流災害、平成 26 年の広島市の土砂災害及び御嶽山の噴火災害などにより、大規模土

砂災害の発生時対応や火山噴火災害への機動的な対応などが極めて重要であり、これらの

対応を視野に入れた教育・研究とさらに多くの環境防災のリーダー輩出の重要性が改めて

認識された。こうした背景から、平成 22 年度から平成 26 年度の 5 ヶ年間実施してきたこ

れらの活動について、引き続き社会の要請に対応するため、平成 27 年度以降も高度な専門

技術者と研究者の育成することを目的に、平成 29 年度まで 3 年間講座が延長された。 

 ・講座名：寄附講座「環境防災学」 

 ・設置期間：平成 22 年度～平成 29 年度 

 ・実施経費：寄附金額 579 百万円（内環境防災研究棟整備費約 270 百万円）  

 

 

環境防災学は社会に還元されてはじめて価値をもつ。したがって、環境防災学を深化させ

るためには社会連携活動並びに広報活動は重要である。社会と連携することにより社会的

ニーズを把握し環境防災学的な研究テーマを発掘することができる。また、寄附講座「環境

防災学」および環境防災プログラムの広報活動は社会連携（貢献）と相俟って講座やプログ

ラムへの関心を引き、加えて市民の環境防災意識の啓発に役立つ。 
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以上のことから、寄附講座「環境防災学」は、(1)教育、(2)研究、(3)社会連携（貢献）、

(4)広報を主要な活動とし、それらの拠点として環境防災研究棟を新たに整備した。 

教育活動については、環境系専攻に所属する学生を対象に独自のカリキュラムとして環

境防災プログラムを用意した。環境防災プログラムでは、専門家による調査技術、対策技術

から政策論、法令論まで幅広い範囲にわたり基礎から応用上の課題と解決手法に至るまで

学際的・実践的な科目を開講した。院生は、環境系専攻に所属する学生のうち環境防災に関

する経験を有する社会人を主としながら、一般学生と留学生を寄附講座「環境防災学」に受

け入れ、環境科学演習（ゼミ）、現地調査等により指導を行った。 

研究活動については、学位論文の研究指導にあたって、学位論文の研究課題を設定する際

には、流域環境の変化やそれによる社会的影響への対処を行っている現場で調査を行って、

より現実的で実践的なものとなるように指導した。また、寄附講座「環境防災学」に属する

教員は学生とともに環境系専攻内の教員及び国土交通省や他大学との共同研究を行った。

研究課題は環境防災上喫緊の課題となっている警戒避難に係る高度技術に関する研究とし

た。これらの研究を支えるために、学内の研究者との連携は言うまでもなく、国立研究所と

の共同研究や海外の教育機関との交流協定を締結した。また、第 6回国際土石流災害防止会

議の誘致と実行委員会の運営組織の中心的役割を担い会議に成功に導いた。 

社会連携（貢献）活動としては、環境防災学に関わる諸問題を解説していただくため専門

家や実務家を招聘し、環境防災セミナーを開催した。また、国土交通省、地方公共団体、独

立行政法人、社団法人、財団法人、特定非営利活動法人が開催する研修会・委員会等に教員

を派遣した。さらに、国外の大学等とシンポジウムや交流を行い海外拠点とのネットワーク

構築に努めた。 

広報活動としては、主にホームページを作成し、環境防災セミナーの開催や主要な活動の

成果を掲載した。また、専門誌や機関誌等に主要な活動成果を掲載した。 
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2.寄附講座「環境防災学」の活動の基本方針 

2.1 社会的要請 

 平成 16 年 8 月 17 日に愛媛県新居浜市・西条市で発生した災害、平成 17 年 7 月 8 日に

大分県日田市で発生した災害、平成 21 年 7 月 19 日に山口県防府市で発生した災害等に見

られるように、崩壊・がけ崩れ・土石流・地すべり・流木・洪水といった自然現象が住宅地

等に輻輳し災害を引き起こす事例が発生している。最近では、平成 23 年 9 月 4 日台風 12
号和歌山県那智勝浦町那智川流域や平成 26 年 8 月 20 日広島県広島市安佐南区周辺で発生

した事例のように、観測史上最大の 1 時間雨量によって多数の渓流で土石流が発生し、多

数の方が犠牲となった事例もある。また、平成 12 年の有珠山や近年の桜島の噴火に見られ

るように火山活動による土砂災害も発生している。さらに、平成 16 年(2004 年)新潟県中越

地震、平成 20 年(2008 年)岩手・宮城内陸地震、平成 23 年（2011 年）東北地方太平洋沖地

震での崩壊、がけ崩れ、土石流、地すべりによる土砂災害にみられるように、地震による土

砂災害も発生した。加えて、それらの大地震や豪雨によって天然ダムが形成された事例にみ

られるように、2 次的な土砂災害が発生する可能性が長期間に渡って継続する場合もある。

このような様々な自然現象を原因とする複合災害への対処は持続可能な社会の構築にとっ

て重要な課題である。 
 そのような複合災害に対して近年まで崩壊・がけ崩れ・土石流・地すべり・流木・洪水の

それぞれの自然現象に対して個別の対処がなされてきた。しかし、複合災害への対処は個別

の対処を単に重ねただけでは十分でなく、複数の自然現象が輻輳した際の状況を踏まえた

対処でなければならない。また発生前に講じる対策（ハード対策・ソフト対策）だけでなく、

発生時に被害の拡大を抑えるための対策（危機管理）を含めて対策を講じなければならない。

そのため、個別の地区における複合災害の可能性を推し量り、その被害を低減させる対策

（ハード対策・ソフト対策）を立案できるとともに、その対処に関わる法律・政策及び施策

に精通した人材が必要となる。 
 そこで、寄附講座「環境防災学」では、環境防災プログラムを通して、崩壊・がけ崩れ・

土石流・地すべり・流木・洪水のそれぞれの自然現象、複合災害の発生メカニズム、その被

害の防止と低減に向けた対策（ハード対策・ソフト対策）の調査・計画・設計・施工、それ

への対処に関わる法律・政策及び施策に関する知識に基づいて、現実に生じている問題とそ

の原因及び解決策を科学的に提示できる人材の育成を図った。 

 
2.2 教育（環境防災プログラム） 

2.2.1 教育目標 

 環境防災プログラムでは、自然現象についての基礎知識、複合災害の基礎知識、複合災害

への対処についての専門知識、その対処に関わる法律・政策及び施策についての専門知識の

習得を目標とした。 
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2.2.2 教育基本方針 

2.2.2.1 環境防災プログラム修了証授与方針（サーティフィケートポリシー） 

 寄附講座「環境防災学」運営委員会は開講科目の教員より学生の理解度及び技術の習得度

の報告を受け、学生の理解状況と技術の習得状況を把握するとともに達成度を評価する。寄

附講座「環境防災学」運営委員会は評価結果を環境系専攻教育会議に報告する。環境系専攻

教育会議における審議の結果に基づき、所定の達成度に達したと判断された学生に対して

環境防災プログラム修了証を授与した。 
環境防災プログラムの修了要件は、複合災害を引き起こす各自然災害の基礎知識の習得

を目的とした環境科学専攻専門基礎科目（環境科学概論、環境科学演習、環境科学実習、各

1 単位で計 3 単位）、複合災害の基礎知識の習得を目的とした環境科学専攻専門科目（環境

防災プログラム）の環境防災学とフィールド環境防災学（各 2 単位で計 4 単位）、複合災害

への対処についての専門知識とその対処に関わる法律・政策及び施策についての専門知識

の習得を目的とした、環境防災学とフィールド環境防災学以外の環境科学専攻専門科目（環

境防災プログラム）のうち 4 科目（各 1 単位で計 4 単位）、現実に生じている問題と原因及

び解決策を実地で習得することを目的とした環境科学実践実習Ⅲ（4 単位）をそれぞれ履修

することに加えて、複合災害に対する社会的要請に沿った学位論文の審査及び最終試験に

合格すること（環境科学セミナー1S･1F･2S･2F の各 1.5 単位、環境科学研究 1F･2S･2F の

各 3 単位で計 15 単位）を全て満たすことである。複合災害を引き起こす自然災害について

の基礎知識を習得するために上記に加えて環境科学専攻専門科目で該当する科目を履修し、

合計 40 単位以上を履修することを推奨した。 
2.2.2.2 教育課程編成方針（カリキュラムポリシー） 

 教育課程は①環境防災学の概念の習得、②崩壊・土石流・地滑り・流木などの土砂移動現

象に関わる理論、③ハザードマップなどの土砂移動現象の生じる範囲を推定する数値計算

技術、④土砂移動を制御するための砂防設備の計画・設計・施工に関する技術、⑤災害対策

基本法や砂防法、土砂災害防止法などの法律・政策・施策といった行政に関わる事項、⑥流

域環境の変化を監視する技術、⑦国際的な防災行政の 7 つの視点から、授業科目を体系的

に編成した。さらに、①と②の授業科目は複合災害の基礎知識の習得を目的とし、常勤教員

により開講した。③、④、⑥は複合災害への対処についての専門知識の習得を目的とし、砂

防堰堤などの建設プロジェクトに携わっている技術者や研究者、国土交通省や独立行政法

人、一般財団法人、民間会社より非常勤講師を招聘して開講した。⑤と⑦に関する授業科目

は複合災害への対処に関わる法律・政策及び施策についての専門知識の習得と目標とし、国

土交通省や地方公共団体の職員を⑤の非常勤講師として招聘し、実際に国外でプロジェク

トを行っている技術者もしくは過去に携わった経験のある技術者を⑦の非常勤講師として

招聘して開講した。環境科学実践実習Ⅲとして、主に土砂災害対策の調査・計画・設計・施

工を現場で実際に行っている行政機関又は民間会社に学生を派遣し、現実に生じている問

題とその原因及びその解決策を実地で習得させた。なお、上記の授業科目名を示した、表 2.1
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では、平成 26 年度大学院便覧で使用されている名称を用いた。 
2.2.2.3 プログラム登録方針（レジストレーションポリシー） 

 環境防災プログラムは生命環境科学研究科環境科学専攻又は持続環境学専攻に所属する

学生を受け入れた。なお、学生は必ずしも寄附講座「環境防災学」に所属する必要はなく、 
寄附講座「環境防災学」に環境防災プログラムの登録を申請し、寄附講座運営委員会及び環

境系専攻教育会議での審議を経た後、同プログラムに登録されることとした。 
2.2.3 カリキュラムと到達目標 

 表 2.1 は教育課程編成方針に基づいて編成したカリキュラム（授業科目）の一覧とその到

達目標及び教員を示したものである。環境科学実践実習Ⅲについては、派遣前に派遣先で生

じている問題・原因及び解決策を文献等により調査するとともに現地において活動を行っ

て習得し、収集したデータから問題・原因・解決策との関係を科学的に分析して、報告書と

して取りまとめを行った。 
2.2.4 受け入れ方針（アクセプトポリシー） 

 寄附講座「環境防災学」は環境防災に関する経験を有する社会人及び一般学生（学生、留

学生）を主に前・後期ともに若干数の学生を受け入れることとした。また、「日本国筑波大

学とインドネシア国ガジャマダ大学との間の学術交流及び協力に関する研究に基づきガジ

ャマダ大学大学院の学生を特別聴講学生・特別研究学生として受け入れた。 
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表 2.1 カリキュラム・到達目標 

授業科目 到達目標 教員 
教育課程

編成方針

環境防災学 環境防災学の概念の習得 常勤教員 ① 
フィールド

環境防災学 
現場における調査結果を通じた土砂移動現象に

関わる理論の習得 
常勤教員 
非常勤教員 

② 

環境防災危

機管理論 
危機管理に必要な法律体系、ハザードマップな

どの土砂移動現象の生じる範囲を推定する数値

計算技術の習得 

常勤教員 
非常勤教員 

③ 
 

環境防災施

設論Ｉ 
自然環境・生活環境との調和・地球温暖化防止に

寄与する環境防災施設の計画設計技術の習得 
非常勤教員 ④ 

環境防災施

設論 II 
災害発生のメカニズムと災害復旧の手だてのみ

ならず災害予防からも社会経済的側面を含めて

明らかにし、環境防災施設のプランニング・マネ

ージメントの体系化と指導者の育成をめざす。

非常勤教員 ④ 

環境防災計

画論Ｉ 
土砂移動を制御するための砂防設備の計画設計

に関する技術（技術指針、ガイドライン等）の習

得 

非常勤教員 ④ 

環境防災計

画論 II 
土砂移動を制御するための砂防設備の計画設計

に関する技術（計画設計手法）の習得 
非常勤教員 ④ 

地域環境防

災基本論 
環境防災に関するソフト対策に関わる事項（過

疎化、高齢化、都市化、市町村合併など社会環境

変化による課題。防災情報、防災教育、ＮＰＯ活

動、地域防災力向上施策）の習得 

非常勤教員 ⑤ 

地域環境防

災実践論 
土砂災害防止法の具体的方策に関わる事項（土

砂災害防止法の概要と土砂災害（特別）警戒区域

の意義、大雨時の警戒避難、安全な土地利用の考

え方）の習得 

非常勤教員 ⑤ 

環境防災政

策論 
環境防災に関する法律・政策・施策といった行政

に関わる事項（行政システム、予算制度、施策、

災害対応）の習得 

非常勤教員 ⑤ 

環境防災高

度技術論 
流域環境の変化を監視する技術の習得 非常勤教員 ⑥ 

国際環境防

災論 
国際的な防災行政（開発途上国の社会情勢にあ

った防災技術移転のあり方、継続的な人材育成

のあり方）の習得 

非常勤教員 ⑦ 
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2.3 研究指導 

2.3.1 研究目標 

 複合災害への対処においては、複合災害を引き起こす複数の自然現象を推量し、それらの

自然現象が輻輳する状況を幾つか想定して、それぞれの状況で有効な対策を講じることが

肝要である。そこで、寄附講座「環境防災学」では、複数の自然現象が輻輳する状況を推定

する技術と複合災害による被害の防止・低減を図る技術を開発するために必要な基礎研究

を行うとともに、それらの技術を現実の社会へ適用するための政策及び施策について研究

を行う。 
2.3.2 研究基本方針 

 研究指導は①土砂災害対策を行っている現地（フィールド）の調査、②土砂災害対策を行

う上で実際に問題となっている事象から研究課題の設定、③研究課題に関係する既往研究

文献のレビュー、④研究課題に対するデータの収集と定量的な分析、⑤学位（修士・博士）

論文の執筆の各段階において、各学生の研究課題に応じて適切に行った。さらに、寄附講座

「環境防災学」内で定期的に実施するゼミにおける研究課題の発表と討議を通じて、学生の

プレゼン・コミュニケーション能力を養った。 
2.3.3 到達目標 

学位（修士）論文、学位（博士）論文の執筆を通じて、環境防災に関する法律・政策及び

施策を効率的に実施するために解決すべき現実の問題を発見する能力、その問題と原因の

関係（仮説）を仮定する能力、問題と原因の関係（仮説）を収集したデータに基づいて科学

的かつ定量的に分析する能力、分析した結果をもとに効果のある解決策を提示する能力、そ

れらを論文として取りまとめる能力、プレゼン・コミュニケーション能力と国際的適用性の

習得を目指した。 
2.4 社会連携（貢献） 

社会連携（貢献）活動の基本方針は環境防災学に関する知識や最新の研究成果を社会に還

元することである。そこで、寄附講座「環境防災学」が環境防災学に関わる諸問題を解説し

ていただくため専門家や実務家を招聘し、環境防災セミナーを開催する。この環境防災セミ

ナーを学生だけでなく一般の方にも公開することで、環境防災学に関する知識や最新の研

究成果を社会に還元することを目指した。さらに、国土交通省、地方公共団体、独立行政法

人、社団法人、財団法人、特定非営利活動法人が開催する研修会・委員会等に教員を派遣す

ることで、幅広い方々に環境防災学に関する知識や最新の研究成果を社会に還元すること

を目指した。また、国外の大学等とシンポジウムや交流を行い海外拠点とのネットワークを

構築し、環境防災学に関する知識や最新の研究成果を国外にも還元することを目指した。特

に、平成 27 年 4 月には、第 6 回世界土石流会議のつくば市へ誘致し、その実施に当たって

は実行委員会の中心的立場で会議の運営を行った。 
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2.5 広報 

広報活動の基本方針は寄附講座「環境防災学」の教育活動、研究活動、社会連携（貢献）

活動をホームページを通じて広く知らせることと、環境防災に関わる専門誌や機関誌、一般

の新聞や政府広報（インターネットテレビ）などの媒体を通じて環境防災学に関する知識を

一般の方に広く広報活動を行った。 
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3. 平成 22 年度から平成 29 年度までの成果 

3.1 教育 

  3.1.1  授業科目 

 図 3.1 は教育課程編成方針に基づいて編成したカリキュラム（授業科目）の変遷を示した

ものである。環境防災学の概要を「環境防災学」、調査技術を「フィールド環境防災学」、「環

境防災特別講義」（平成 22・23 年度）、「環境防災マネジメント論」（平成 24 年度より「環境

防災高度技術論」に改編）、対策技術を「環境防災計画論」（平成 26 年度より「環境防災計

画論Ⅰ」、「環境防災計画論Ⅱ」に改編）、「環境防災施設論」（平成 25 年度より「環境防災施

設論Ⅰ」、「環境防災施設論Ⅱ」に改編）、「環境防災危機管理論」、「国際環境防災論」、政策

を「環境防災政策論Ⅰ」（平成 24 年度に「地域環境防災論Ⅰ」、平成 25 年度より「地域環境

防災基本論」に改編）、「環境防災政策論Ⅱ」（平成 25 年度より「環境防災政策論」に改編）、

「環境防災施工論」（平成 27 年度より新設）、法令を「環境防災法令論」（平成 24 年度「地

域環境防災論Ⅱ」、平成 25 年度より「地域環境防災実践論」に改編）の各科目で開講した。

常勤教員が「環境防災学」、「フィールド環境防災学」（平成 24 年度まで）、「環境防災危機管

理論」（平成 24 年度より）を担当し、非常勤講師が残りの科目を担当した。このように各年

10～11 科目の講義を開講した。 

 表 3.１は環境防災プログラムで開講した科目を履修登録者数と単位取得者数の推移を示

したものである。履修登録者数は計 965 人で平均して 1 科目当たり 12.9 人の学生が履修を

登録した。また、単位取得者は計 846 人で平均して 1 科目当たり 11.3 人の学生が単位を取

得した。環境防災プログラムに登録した学生以外の学生も履修を行ったことが分かった。環

境防災プログラムで開講した個別の科目に興味のある学生が多くいたと推察できる。 
  3.1.2  環境防災プログラム 

 表 3.2 は環境防災プログラムの登録者数と修了者数の推移である。登録者数は博士前期

課程の計 27 人、博士後期課程の計 3 人であった。修了証を授与された人数は博士前期課程

が 22 人（内環境防災学講座所属学生は 20 名）で、博士後期課程が 2 名である。これら修

了者に対して、専攻長と講座担当教授連名による「環境防災プログラム修了証」を授与した。 
   3.1.3  実践実習 

 表 3.3は寄附講座「環境防災学」の学生が履修した実践実習の一覧で、実績数及び実習先

を示したものである。寄付講座「環境防災学」の教員は学生に対して財団法人や建設会社等

を実習先として斡旋するとともに、実習計画の作成指導、実習先での面接、実習報告書の作

成指導といった支援を学生に行った。土砂災害対策という社会的要請の高い問題とその解

決方法を習得し、現場で通用する実務能力を磨けるようにするため、平成 24 年度からコン

サルタント技術者が体験する機会がほとんどない建設現場での実習を積極的に取り入れ、

教育の質を向上させるよう努めた。なお、平成 25 年度からは博士前期課程 2 年生のうち社

会人学生には２度目の実習を履修させた。 
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 3.1.4  環境防災学講座の学生数 

表 3.4 は寄附講座「環境防災学」で受け入れた学生数の推移である。なお、特別聴講学生

と特別研究学生は表中の目標数に含めない。また、特別聴講学生と特別研究学生は「日本国

筑波大学とインドネシア国ガジャマダ大学との間の学術交流及び協力に関する協定」に基

づき、「筑波大学グローバル・プログラム（筑波大学の国際化のためのネットワーク形成事

業短期留学プログラム）後期」等の財政的な支援を受けて、ガジャマダ大学大学院の学生を

特別聴講学生・特別研究学生として受け入れた。 
社会人は 13 人の博士前期課程学生と 2 人の博士後期課程学生が課程の修了並びに博士の

学位を取得した。また、一般及び留学生は 8 人の博士前期課程学生を受け入れた。平成 25
年度以降、4 人の特別聴講学生と１人の特別研究学生をインドネシア国ガジャマダ大学大学

院より受け入れた。これらの学生は平成 29 年度までに 21 人が博士前期課程を修了し、2
人の博士後期課程学生は博士（環境学）の学位を取得した。 
3.1.5  現地調査 

  表 3.5は寄附講座「環境防災学」で受け入れた学生を対象に行った、土砂災害対策を実

際に講じている現場への調査の箇所数と場所を示したものである。学生は寄附講座「環境防

災学」の教員と共に現場に赴き、環境防災プログラムの開講科目で得た知識と調査先での教

員による解説を踏まえ、実際に行われている土砂災害対策の計画・調査・設計を取りまとめ

て活動レポートを作成した。また、現地調査は学生が学位論文を執筆する上で必要な情報を

現地で収集するためにも行った。このように、現地調査は実際の土砂災害対策について学生

の知識を更に深化させるだけでなく、活動レポートを作成することで論文の執筆方法を習

得・改善させることに繋がったと考えられる。 
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図 3.1 環境防災学講座開講の授業科目の推移 

 

 

  

時間割科目 ８科目 時間割科目 ８科目 時間割科目 ７科目 時間割科目 ７科目 時間割科目 ７科目 時間割科目 ７科目 時間割科目 ７科目 時間割科目 4科目

集中講義科目 ３科目 集中講義科目 ３科目 集中講義科目 ３科目 集中講義科目 ３科目 集中講義科目 ３科目 集中講義科目 4科目 集中講義科目 4科目 集中講義科目 0科目

科目名 単位 学期 時限 科目名 単位 学期 時限 科目名 単位 学期 時限 科目名 単位 学期 時限 科目名 単位 学期 時限 科目名 単位 学期 時限 科目名 単位 学期 時限 科目名 単位 学期 時限

環境防災

学
2 1

火

３，

４

環境防災

学
2 1

火

３，

４

環境防災

学
2 1

火

３，

４

環境防災

学
2 春

火

３，

４

環境防災

学
2 春

火

３，

４

環境防災

学
2 春 火３，

環境防災

学
2 春

火

３，

４

環境防災

学
2 春

火

３，

４
フィールド

環境防災
学

2 2
水

１，
２

フィールド

環境防災
学

2 2
金

１，
２

フィールド

環境防災
学

2 2
金

１，
２

フィールド

環境防災
学

2 秋
金

1、
２

フィールド

環境防災
学

2 秋
金

1、
２

フィールド

環境防災
学

2 秋 金1、２
フィールド

環境防災
学

2 秋
金

1、
２

フィールド

環境防災
学

2

環境防災

危機管理

論
1 春 金５

環境防災

危機管理

論
1 春 金５

環境防災

危機管理

論
1 春 金５

環境防災

危機管理

論
1 春 金2

環境防災

危機管理

論
1 春 月2

環境防災

危機管理

論
1 1 月４

環境防災

危機管理

論
1 2 金３

環境防災

危機管理

論
1 1 金５

環境防災

計画論Ⅰ
1

環境防災

計画論Ⅰ
1 春 月３

環境防災

計画論Ⅰ
1

環境防災

計画論Ⅰ
1 春 月３

環境防災

計画論
1 1 月５

環境防災

計画論
1 1 月３

環境防災

計画論
1 1 月３

環境防災

計画論
1 春 月４

環境防災

計画論Ⅱ
1 春 月３

環境防災

計画論Ⅱ
1

環境防災

計画論Ⅱ
1 春 月３

環境防災

計画論Ⅱ
1

環境防災
施設論

1 1 金５
環境防災
施設論

1 1 月４
環境防災
施設論

1 1 月４
環境防災
施設論Ⅰ

1
環境防災
施設論Ⅰ

1 春 月４
環境防災
施設論Ⅰ

1
環境防災
施設論Ⅰ

1 春 月４
環境防災
施設論Ⅰ

1

環境防災

特別講義
1 2 水３

環境防災

特別講義
1 1 木５

環境防災

施設論Ⅱ
1 春 月３

環境防災

施設論Ⅱ
1

環境防災

施設論Ⅱ
1 春 月４

環境防災

施設論Ⅱ
1

環境防災

施設論Ⅱ
1 春 月４

環境防災

政策論Ⅰ
1 2 集中

環境防災

政策論Ⅰ
1 2 金４

地域環境

防災論Ⅰ
1 2 金３

地域環境

防災基本
論

1 秋 金３
地域環境

防災基本
論

1 秋 金３
地域環境

防災基本
論

1 秋 金３
地域環境

防災基本
論

1 秋 金３
地域環境

防災基本
論

1

環境防災

政策論Ⅱ
1 2 水４

環境防災

法令論
1 2 金５

地域環境

防災論Ⅱ
1 2 金４

地域環境

防災実践

論
1 秋 金４

地域環境

防災実践

論
1 秋 金４

地域環境

防災実践

論
1 秋 金４

地域環境

防災実践

論
1 秋 金４

地域環境

防災実践

論
1

環境防災

法令論
1 1 水５

環境防災

政策論Ⅱ
1 2 集中

環境防災

政策論
1 2 集中

環境防災

政策論
1 秋 集中

環境防災

政策論
1 春 集中

環境防災

政策論
1 春 集中

環境防災

政策論
1 春 集中

環境防災

政策論
1

国際環境

防災論
1 2 集中

国際環境

防災論
1 1 集中

国際環境

防災論
1 1 集中

国際環境

防災論
1 春 集中

国際環境

防災論
1 春 集中

国際環境

防災論
1 春 集中

国際環境

防災論
1 春 集中

国際環境

防災論
1

環境防災

マネジメン

ト論
1 1 金４

環境防災

高度技術

論
1 2 集中

環境防災

高度技術

論
1 2 集中

環境防災

高度技術

論
1 春 集中

環境防災

高度技術

論
1 春 集中

環境防災

高度技術

論
1 春 集中

環境防災

高度技術

論
1 春 集中

環境防災

高度技術

論
1

環境防災

施工論
1 秋 集中

環境防災

施工論
1 秋 集中

環境防災

施工論
1 開講せず

開講せず

開講せず

開講せず

開講せず

開講せず

開講せず

H 29
５単位

0単位

必

修

選

択

必

修

開講せず

開講せず

H 28
９単位

4単位

必

修

選

択

必

修

開講せず

開講せず

3単位 ３単位

10単位

開講せず

開講せず

H 25
９単位

３単位

必

修

H 22

必

修

９単位

必

修

選

択

必

修

H 23 H 24

必

修

選

択

必

修

10単位

選

択

必

修

必

修

３単位

選

択

必

修

開講せず

開講せず

開講せず

９単位

4単位

必

修

H 27

選

択

必

修

3単位

９単位

H 26

選

択

必

修

 （注）平成２９年度は、講座の最終年度にあたり、環境防災学講座所属の２年次学生が不在の

ため、環境防災学プログラムの選択必修科目で１年次に開講しなかった 「環境防災計画論Ⅰ」

と「環境防災施設論Ⅱ」、並びに講座専任教員による「環境防災学」と「環境防災危機管理論」

の４科目のみを開講した。 
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表 3.1 開講科目数と履修者数・単位取得者数の推移 

年度 開講科目数 単位取得者数 
環境科学専攻 
入学者数 

平成 22 年度 11 科目 
96 人 

（113 人） 
79 人 

平成 23 年度 11 科目 
182 人 

（224 人） 
85 人 

平成 24 年度 10 科目 
108 人 

（133 人） 
60 人 

平成 25 年度 10 科目 
116 人 

（138 人） 
54 人 

平成 26 年度 10 科目 
99 人 

（103 人） 
55 人 

平成 27 年度 10 科目 
104 人 

（107 人） 
61 人 

平成 28 年度 9 科目 
88 人 

（92 人） 
66 人 

平成 29 年度 4 科目 
53 人 

（55 人） 
80 人 

 
注)（ ）内は履修者数 
注)環境科学専攻入学者数は各年度 4 月時点の数値である。 
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表 3.2 環境防災プログラム登録者及び修了者数 
課程 入学年 登録者数 修了証授与数 

博士前期課程 平成 22 年度 2 人 2 人 
平成 23 年度 7 人 3 人 
平成 24 年度 7 人 3 人 
平成 25 年度 6 人 5 人 
平成 26 年度 5 人 5 人 
平成 27 年度 4 人 2 人 
平成 28 年度 2 人 2 人 
平成 29 年度 ― ― 

博士後期課程 平成 22 年度 1 人 ― 
平成 23 年度 1 人 1 人 
平成 24 年度 1 人 1 人 
平成 25 年度 ― ― 
平成 26 年度 ― ― 
平成 27 年度 ― ― 
平成 28 年度 ― ― 
平成 29 年度 ― ― 
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表 3.3 実践実習の実績数・実習先 

年度 
実績

数 
実習先 目的 

H22 3 箇所 
（財）砂防フロンティア整備推進機構（2人） 

（株）神戸製鋼所 
調査技術の習得 

ﾊｰﾄﾞ対策施工技術の習得 

H23 5 箇所 

（財）砂防フロンティア整備推進機構 

（株）神戸製鋼所 

（株）北陸ジオテック 

ダイチ（株） 

(株)東亜グラウト 

調査技術の習得 

ﾊｰﾄﾞ対策施工技術の習得 

ﾊｰﾄﾞ対策施工技術の習得 

ﾊｰﾄﾞ対策施工技術の習得 

ﾊｰﾄﾞ対策施工技術の習得 

H24 3 箇所 
ダイチ（株） 

鹿島建設(株) 

（独）土木研究所 

ﾊｰﾄﾞ対策施工技術の習得 

ﾊｰﾄﾞ対策施工技術の習得 

調査研究技術の習得 

H25 6 箇所 

㈱守谷商会 

ダイチ㈱ 

㈱神戸製鋼所 

㈱野添組 

鹿島建設㈱ 

㈱北陸ジオテック 

ﾊｰﾄﾞ対策施工技術の習得 

ﾊｰﾄﾞ対策施工技術の習得 

ﾊｰﾄﾞ対策施工技術の習得 

ﾊｰﾄﾞ対策施工技術の習得 

ﾊｰﾄﾞ対策施工技術の習得 

ﾊｰﾄﾞ対策施工技術の習得 

H26 6 箇所 

ダイチ㈱ 

㈱北陸ジオテック 

㈱鹿島建設 

大日本土木㈱ 

㈱神戸製鋼 

国土交通省大規模土砂災害対策技術センター 

ﾊｰﾄﾞ対策施工技術の習得 

ﾊｰﾄﾞ対策施工技術の習得 

ﾊｰﾄﾞ対策施工技術の習得 

ﾊｰﾄﾞ対策施工技術の習得 

ﾊｰﾄﾞ対策施工技術の習得 

調査研究技術の習得 

H27 5 箇所 

ダイチ㈱ 

㈱加藤組 

㈱鹿島建設 

大日本土木㈱ 

㈱神戸製鋼 

ﾊｰﾄﾞ対策施工技術の習得 

ﾊｰﾄﾞ対策施工技術の習得 

ﾊｰﾄﾞ対策施工技術の習得 

ﾊｰﾄﾞ対策施工技術の習得 

ﾊｰﾄﾞ対策施工技術の習得 

H28 3 箇所 
㈱北陸ジオテック 

㈱北陸ジオテック 

㈱鹿島建設 

ﾊｰﾄﾞ対策施工技術の習得 

ﾊｰﾄﾞ対策施工技術の習得 

ﾊｰﾄﾞ対策施工技術の習得 

H29 1 箇所 

 

㈱鹿島建設 

 

 

ﾊｰﾄﾞ対策施工技術の習得 
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表 3.4 環境防災学講座へ入学した学生数の推移 

課程 

実績 

社
会
人 

一
般 

留
学
生 

小
計 

特
別
聴
講
学
生 

特
別
研
究
学
生 

小
計 

合
計 

博
士
前
期
課
程 

H22 1 人 1 人 0 人 2 人 0 人 0 人 0 人 2 人 
H23 1 人 0 人 2 人 3 人 0 人 0 人 0 人 3 人 
H24 2 人 0 人 0 人 2 人 0 人 0 人 0 人 2 人 
H25 3 人 0 人 1 人 4 人 3 人 0 人 3 人 7 人 
H26 3 人 1 人 1 人 5 人 1 人 1 人 2 人 7 人 
H27 1 人 0 人 1 人 2 人 0 人 0 人 0 人 2 人 
H28 2 人 1 人 0 人 3 人 0 人 0 人 0 人 3 人 
H29 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 
小計 13 人 3 人 5 人 21 人 4 人 1 人 5 人 26 人 

博
士
後
期
課
程 

H22 1 人 0 人 0 人 1 人 0 人 0 人 0 人 1 人 
H23 1 人 0 人 0 人 1 人 0 人 0 人 0 人 1 人 
H24 1 人 0 人 0 人 1 人 0 人 0 人 0 人 1 人 
H25 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 
H26 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 
H27 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 
H28 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 
H29 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 
小計 3 人 0 人 0 人 3 人 0 人 0 人 0 人 3 人 

合計 16 人 3 人 5 人 24 人 4 人 1 人 5 人 29 人 

 
（注）H29 は講座終了が H30.3 のため入学者なし。 
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表 3.5 調査箇所数及び調査先 
年度 調査箇所数 調査先 
H22 4 箇所 筑波山、山口県、広島県、台湾 

H23 16 箇所 
福井県、新潟県、熊本県、北海道、兵庫県、京都府、三重

県、鹿児島県、富士川砂防、松本砂防、湯沢砂防、桜島砂

防、樽前山砂防、十勝岳砂防、日光砂防、雲仙砂防 

H24 18 箇所 

神奈川県、長崎県、徳島県、高知県、福井県、兵庫県、広

島県、北海道、三重県、富山県、四国山地砂防、立山砂防、

樽前山砂防、十勝岳砂防、富士砂防、天竜川上流砂防、東

大北海道演習林、台湾 

H25 28 箇所 

新潟県、静岡県、兵庫県、山口県、福井県、北海道、長野

県、千葉県、鹿児島県、熊本県、長崎県、広島県、和歌山

県、東京都、岩手県、六甲砂防、富士川砂防、樽前山砂防、

十勝岳砂防、立山砂防、日光砂防、渡良瀬川砂防、桜島砂

防、雲仙砂防、亀の瀬地すべり、東大北海道演習林、東大

愛知演習林、インドネシア 

H26 19 箇所 

熊本県、山梨県、福井県、北海道、長野県、広島県、神奈

川県、東京都、鹿児島県、沖縄県、岐阜県、高知県、樽前

山砂防、十勝岳砂防、広島西部山系砂防、雲仙砂防、桜島

砂防、東大北海道演習林、台湾 

H27 25 箇所 

栃木県、山形県、大阪府、兵庫県、福井県、新潟県、奈良

県、長野県、富山県、北海道、三重県、広島県、岩手県、

山梨県、神奈川県、静岡県、東京都、富士山砂防、湯沢砂

防、十勝岳砂防、樽前砂防、札内川砂防、広島西部山系砂

防、東大演習林、インドネシア 

H28 20 箇所 

富山県、静岡県、岡山県、福井県、岐阜県、新潟県、奈良

県、北海道、東京都、長崎県、熊本県、鹿児島県、広島県、

天竜川上流砂防富士川砂防、立山砂防、広島西部山系砂

防、雲仙砂防、桜島砂防、札内川砂防 

H29 14 箇所 
宮城県、岩手県、兵庫県、神奈川県、和歌山県、北海道

十勝岳砂防、樽前山砂防、湯沢砂防、栃木県、渡良瀬川砂

防、日光砂防、三宅島、立山砂防 
  
（注）本表の調査箇所数は、調査先（都道府県、国交省直轄事務所）単位のものであり、

   各調査先では複数の箇所を調査している場合がある。 
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3.2 研究 

3.2.1 学位論文研究指導  

 表 3.6 は寄附講座「環境防災学」で受け入れた学生のうち平成 29 年度末時点で修了もし

くは修了予定の学生の学位論文とその内容を公表した学会・雑誌を示したものである。平成

29 年度末時点で 21 人が修士（環境科学）学位論文を執筆した。課程を修了したほとんど

の学生が修士（環境科学）学位論文で取りまとめた内容を国内での学会で発表し、平成 23
年度砂防学会研究発表会においては寄附講座「環境防災学」の学生（亀澤奈央氏）が若手優

秀発表を受賞した。さらに、一部の学生は第 3 回及び第 4 回 International Workshop on 

Multimodal Sediment Disaster での国際学会において研究成果を発表した。子のように寄

附講座「環境防災学」の学生に国際学会等へ積極的に派遣し、プレゼン・コミュニケーショ

ン能力と国際的適用性の習得に努めた。 
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表 3.6 受け入れた学生の修士（環境科学）学位論文とその内容を公表した学会・雑誌 

修了 
年度 

氏
名 

修士（環境科学）

学位論文 
タイトル 

公表した学会・雑誌 

H23 

亀
澤
奈
央 

砂防堰堤の形状、

材料及び越流水処

理工法の変遷の分

析 

「明治期における砂防研究・技術の展開」 
（平成 23 年度砂防学会研究発表会概要集） 

「砂防堰堤の越流部構造の変化過程に関する一考察」

（平成 24 年度砂防学会研究発表会概要集） 
「20 世紀前半の砂防堰堤の構造について」 

（平成 25 年度砂防学会研究発表会概要集 A） 

千
葉
伸
一 

人的被害を軽減す

るための土砂災害

警戒避難の実態と

土砂災害警戒情報

の効果分析 

「土砂災害警戒避難の実態と土砂災害警戒情報の効果

分析」（平成 24 年度砂防学会研究発表会概要集）

「土砂災害警戒情報を補足する情報について －和歌山

県那智勝浦町を事例に－」 
（平成 24 年度砂防学会研究発表会概要集） 

「土砂災害警戒避難に関するデータ解析共同研究」 
（国土技術政策総合研究所資料,第 682 号） 

「長野県・新潟県県境付近の地震により発生した土砂災

害と初動対応」 
（平成 24 年度砂防学会研究発表会概要集） 

H24 

朱
培
紅 

土砂災害の危機管

理の視点からみた

災害対策に係わる

法体制の中日比較

「平成 23 年発生の土砂災害に係る報道表現に関する考

察」（平成 24 年度砂防学会研究発表会概要集） 
「自然災害発生後の応急対策と復旧対策についての中

日比較」（第 31 回日本自然災害学会学術講演会）

黄
麗 

大規模地震発生後

の避難所整備に関

する中国と日本の

比較 

「平成 23 年発生の土砂災害に係る報道表現に関する考

察」（平成 24 年度砂防学会研究発表会概要集） 
「中国における大規模土砂災害発生後の避難所整備の

実態と課題」 
（平成 25 年度砂防学会研究発表会概要 A） 

H25 
田
中
義
成 

学校における土砂

災害に対する防災

教育の実践方法の

研究～小学校にお

ける取り組み事例

～ 

「目撃情報による土石流の流下氾濫状況の考察」 
（平成 24 年度砂防学会研究発表会概要集） 

「小学校における土砂災害に関する防災教育上の問題

について」（平成 25 年度砂防学会研究発表会概要

集 B） 
「小学校における土砂災害の防災教育実践方法」 

（平成 26 年度砂防学会研究発表会概要集 B） 
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安
海
高
明 

土石流導流工によ

る土石流・流木の

制御効果に関する

研究 

“Study on Surge Triggered By Debris Flow Plunging 
Into River”, The 4th International Workshop On 
MULTIMODAL SEDIMENT DISASTER 

「流下痕跡に基づく土石流水理量の推定」 
（平成 25 年度砂防学会研究発表会概要集 B） 

「連続した湾曲部における流れの再現計算」 
（平成 26 年度砂防学会研究発表会概要集 A） 

「流路内で発生した巨礫の停止過程に関する考察」 
（平成 26 年度砂防学会研究発表会概要集 A） 

「水の急激な流入による湛水池の水位変化の再現計算」

（平成 26 年砂防学会研究発表会概要集 A） 
“Numerical Analysis of Blockage in A Channel Works 

by Stony Debris Flows”, The 5th International 
Workshop On MULTIMODAL SEDIMENT 
DISASTER 

大
村
さ
つ
き 

地域特性を考慮し

たアンケート式自

己学習プログラム

による住民の土砂

災害に対する防災

意識向上手法 

「土砂災害警戒区域指定の説明会における住民の参加

状況と地域特性」 
（平成 25 年度砂防学会研究発表会概要集 B） 

「地域特性を考慮したアンケート式自己学習プログラ

ムによる住民の土砂災害に対する防災意識向上手

法」（平成 26 年度砂防学会発表会概要集 B） 

H26 
 

中
根
和
彦 

砂防堰堤の下流法

勾配及び石積形状

に着目した近代日

本砂防技術確立期

における欧州アル

プス砂防の影響 

「近代日本砂防確立期における欧州アルプスと日本の

砂防交流史」 
(平成 27 年砂防学会研究発表会概要集 A) 

関
根
敬 

崩壊土砂の突入に

伴う段波の形成・

遡上過程の解明 

「連続した湾曲部における流れの再現計算」 
（平成 26 年度砂防学会研究発表会概要集 A） 

「流路内で発生した巨礫の停止過程に関する考察」 
（平成 26 年度砂防学会研究発表会概要集 A） 

「水の急激な流入による湛水池の水位変化の再現計算」

（平成 26 年砂防学会研究発表会概要集 A） 
“Numerical Analysis of Blockage in A Channel Works 

by Stony Debris Flows”, The 5th International 
Workshop On MULTIMODAL SEDIMENT 
DISASTER 

「崩壊土砂の突入に伴う段波の形成・遡上過程の解明」

(平成 27 年度砂防学会研究発表会概要集 A) 
西
村
直
記

降雨や濁水が避難

行動に係わる目標

物の視認に与える

影響 

「避難行動に係わる降雨および濁水と見通し距離との

関係」(平成 27 年度砂防学会研究発表会概要集 A)

王
褘 

中国における土砂

災害対策としての

群測群防体系の方

策 
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H27 
 

神
保
啓 

土砂災害特別警戒

区域における住宅

の移転および構造

の規制に関する課

題と促進策 
江
藤
稚
佳
子 

有限体積法による

水の動きの再現に

変数の設定方法が

及ぼす影響の解明

「流路工合流点における水の流れの再現計算」 
（平成 27 年度砂防学会研究発表会概要集 A） 

「有限体積法による湾曲部及び合流点における水面形の再現」

（平成 28 年度砂防学会研究発表会概要集 B） 

阿
部
拓
実

地名が示唆する土

砂災害の種類と危

険性に関する研究

「写真比較による多摩川上流部における荒廃状況の変遷」 
（平成 28 年度砂防学会研究発表会概要集 B） 

大
賀
知
将

渓流水に含まれる

電解質の伝播過程

の観測と移流・拡

散係数の推定 

「表層崩壊発生流域での水質特性に関する研究」 
（平成 27 年度砂防学会研究発表会概要集 B） 

劉
詩
雨 

日本と中国の教科

書における防災学

習内容の比較分析

「日本と中国の教科書における砂防に関する学習内容の比較」

  （平成 28 年度砂防学会研究発表会概要集 B） 
「日本と中国の土砂災害に関する防災学習内容の比較」 

（第 54 回日本地すべり学会研究発表会講演集） 

H28 
 

吉
田
喜
高

丹沢西部流域にお

ける土砂流出抑制

対策の効果 

「丹沢流域における歴史的砂防工事と現況」 
（平成 28 年度砂防学会研究発表会概要集 B） 

孫
敏 

自然災害に対する

被災地支援手法の

日中比較 

H29 
 

塚
原
直
幸

荒廃渓流における

出水時の獨度と土

砂移動現象との関

係 

「砂防設備の下流における流砂水文観測について 」 
（平成 30 年度砂防学会研究発表会で発表予定） 

後
藤
（
木

村
）
美
香 

昭和 5（1930）年

に発生した北伊豆

地震の特性と土砂

災害発生機構との

関係 

「昭和 5 年発生の北伊豆地震による土砂災害」 
（平成 30 年度砂防学会研究発表会で発表予定） 

笠
原
友
樹 

多視点撮影画像に

よる歴史的砂防施

設の三次元モデル

構築 

「画像解析による石積み堰堤の調査」 
（平成 29 年度砂防学会研究発表会概要集） 
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3.2.2 寄附講座「環境防災学」の研究活動 

 環境防災学講座では環境防災プログラムの研究教育の充実のため、近年の巨大化し複合

化する災害に対して柔軟で効果的な対策が求められているという、環境防災に関する今日

的課題にについて研究を実施した。 

 表 3.7 は学術誌や学会等において公表した論文数の推移である。原著論文は計 21 編（う

ち 14 編が環境防災学講座からの発表）、著書は計 3編、国際学会発表は計 15 編（うち 9編

が環境防災学講座からの発表）、国内学会発表は計 96 編（うち 82 編が環境防災学講座から

の発表）であった。以下、文献の著者の下線は寄附講座「環境防災学」の受入れた学生及び

所属する教員を示す。 

 寄附講座「環境防災学」の教員（水野秀明准教授）が平成 26 年度砂防学会技術賞（論文

名「音圧データをハイドロフォンによる掃流砂計測手法の開発」、鈴木拓郎氏、水野秀明氏、

小山内信智氏、平澤良輔氏、長谷川祐治氏の 5氏の共同受賞）を受賞した。 
 また、亀澤奈央（前期課程 2 年）が、平成 23 年度砂防学会研究発表会において、「明治

期における砂防研究と技術の展開」と題して発表を行い、平成 23 年度砂防学会研究発表会

若手優秀発表賞を受賞した。 
 

研究成果： 

【土砂災害にかかわる警戒情報と警戒避難行動に関する研究】 

西本晴男(2010)：火山地域における火山泥流，泥流，土石流の表現方法に関する考察, 砂防

学会誌、Vol.63、No.2、p.26-37 

西本晴男(2011)：土石流のはなし、全国治水砂防協会、246pp 
千葉伸一、西本晴男、石井靖雄、岡本敦、冨田陽子、水野正樹（2012）：土砂災害警戒避難

の実態と土砂災害警戒情報の効果分析、平成 24 年度砂防学会研究発表会概要集、p.158-

159 

岡本敦、冨田陽子、松田昌之、高山陶子、秋山怜子、千葉伸一、西本晴男、石井靖雄(2012)

砂災害警戒情報を補足する情報について－和歌山県那智勝浦町を事例に－、平成 24 年度

砂防学会研究発表会概要集、p.374-375 

岡本敦、冨田陽子、秋山怜子、高山陶子、松田昌之、佐口治(2012)：都道府県から提供する

土砂災害警戒情報を補足する情報の運用状況関する考察、平成 24 年度砂防学会研究発表

会概要集、p.664-665 

田中義成、西本晴男、判野充昌(2012)：目撃情報による土石流の流下氾濫状況の考察、平成

24 年度砂防学会研究発表会概要集、p.88-89 

黄麗、朱培紅、西本晴男(2012)：平成 23 年発生の土砂災害に係る報道表現に関する考察、

平成 24 年度砂防学会研究発表会概要集、p.170-171 

岡本敦、冨田陽子、水野正樹、林真一郎、西本晴男、石井靖雄、千葉伸一(2012)：土砂災害

警戒避難に関するデータ解析共同研究、国土技術政策総合研究所資料第 682 号、75p 
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水野秀明、梶昭仁、石塚忠範(2012)：大規模な崩壊による急速な河道断面の減少と水位上昇

に関する考察、平成 24 年度砂防学会研究発表会概要集、p.590-591 

朱培紅、西本晴男(2012)：自然災害発生後の応急対策と復旧対策についての中日比較、第 31

回日本自然災害学会学術講演会 

Shin-ichiro Hayashi,Hideaki Mizuno,Atsushi Okamoto,Masaru Yamashita,Hideto Ochi, 

Hisashi Hoshino,Satoshi Yamamoto,Masaki Hiruma,Reiji Kondo(2012)：Report of the 

project on hazard mapping for sediment-related disasters, ESCAP/WMO Typhoon 

Committee,TC/TD-No.006,32pp. 

田中隆文、石尾浩市、今村隆正、逢坂興宏、亀江幸二、 後藤宏二、 鈴木清敬、 西本晴男、 

尾頭誠、深見幹朗、町田尚久、松浦純生、松本美善(2012)：公募研究会「砂防学におけ

る『知の野生化』研究会」中間報告－研究の背景とその分析、今後の研究方向－、平成

24 年度砂防学会研究発表会概要集、p.726-727 

田中隆文、石尾浩市、今村隆正、逢坂興宏、亀江幸二、 後藤宏二、 鈴木清敬、 西本晴男、 

尾頭誠、深見幹朗、町田尚久、松浦純生、松本美善(2013)：「硬い科学観」とは一線を画

した柔軟な情報発信・受容と土砂災害－「砂防学における『知の野生化』研究会」H24 年

度中間報告－ 平成 25 年度砂防学会研究発表会概要集 A、p.A-88～A-89 

田中隆文、石尾浩市、今村隆正、逢坂興宏、亀江幸二、後藤宏二、鈴木清敬、西本晴男、尾

頭誠、深見幹朗、町田尚久、松浦純生、松本美善(2013)：東日本大震災を契機とする災害

情報に関する多様な取り組み事例と問題点の検討、砂防学会誌、Vol.65、No.5、p.69-78 

水野秀明(2013)土砂の流れ－固体と液体の特徴を合わせ持つ土石流－、日本機会学会誌、

Vol.116、No.1136、p.474-477 

Hideaki MIZUNO,Takaaki ANKAI(2013):Surge Triggered By Debris Flow Plunging Into 

River,he 4th International Workshop On MULTIMODAL SEDIMENT DISASTER,p.51-56 

Norifumi Hotta,Takahiro Kaneko,Tomoyuki Iwata,Haruo Nishimoto(2013):Influence of 

fine sediment on the fluidity of debris flows,Journal of Mountain Science,Vol.10, 

p.233-238 
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表 3.7 発表論文 
年度 原著論文 著書 国際学会発表 国内学会発表等

H22 
2 編 

（2 編） 
 

5 編 
（3 編） 

18 編 
（18 編） 

H23 
3 編 

（2 編） 
1 編 

（1 編） 
1 編 

4 編 
（3 編） 

H24 
2 編 

（1 編） 
 

4 編 
(1 編) 

15 編 
（13 編） 

H25 
4 編 

（3 編） 
 

2 編 
(2 編) 

10 編 
（10 編） 

H26  
1 編 

(1 編) 
2 編 

（2 編） 
10 編 

（10 編） 

H27 
1 編 

（0 編） 
2 編 

(2 編) 
1 編 

(1 編) 
18 編 

（14 編） 

H28 
3 編 

(1 編) 
  

14 編 
（9 編） 

H29 
4 編 

（3 編） 
  

7 編 
（5 編） 

計 
19 編 

(12 編) 
5 編 

(5 編) 
15 編 
(9 編) 

96 編 
（82 編） 

注）括弧書きは、寄附講座からの発表数 
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3.2.3 国立研究所との共同研究 

 表 3.8 は国土通省国土技術政策総合研究所と筑波大学との間で取り交わした共同研究を

示したものである。この共同研究は平成 25 年度まで実施した。その研究結果は前述のとお

りである。 
3.2.4 海外の教育機関との交流協定 

 表 3.9 はインドネシア国で環境防災に関する教育・研究を実施しているガジャマダ大学

との間に平成 22 年 2 月に締結した協定を示したものである。この協定に基づき、前述のと

おりガジャマダ大学大学院学生を特別聴講学生及び特別研究学生として受け入れた。 

 
 

表 3.8 共同研究の内容 
 内容 

共同研究の名称 
土砂災害防止のための情報提供のあり方及び基本情報共有に関

する研究 

協定締結機関 
国土交通省国土技術政策総合研究所 
危機管理技術研究センター砂防研究室 

協定期間 平成 22 年 1 月 26 日～平成 25 年 3 月 31 日 
 

表 3.9 交流協定の内容 
 内容 

交流協定の名称 
日本国筑波大学とインドネシア国ガジャマダ大学との間の学術交流

及び協力に関する協定 
協定締結機関 インドネシア国ガジャマダ大学 
交流分野 火山・土砂災害ならびに対策を中心とする環境防災学分野 
協定締結日 平成 23 年 2 月 21 日 
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 3.2.5 国際学会の開催 

 平成 27 年 6 月 22 日～25 日に日本国茨城県つくば市にある筑波国際会議場において第 6
回国際土石流災害防止会議（DFHM6）が開催される。この会議を開催するにあたり、西

本晴男教授が第 6 回国際土石流災害防止会議実行委員長に就任し、環境防災学として講座

在籍者及び修了生の協力を得て全力で会議の運営に取り組み、大きな成果を挙げた。開会

式では筑波大学大学院生命環境科学研究科長・江面 浩教授から共催者としての挨拶をい 
ただいた。表 3.10 のとおり、海外から 65 名、国内から 100 名の参加を得て、口頭発表 35

件、ポスター発表 55 件の発表があった。 

会議修了後には、発表論文の論文審査委員会が設置され、西本晴男教授が編集委員長に就

任し、査読済論文が砂防学会英文誌(IJECE(International Journal of Erosion Control 
Engineering) （ https://www.jstage.jst.go.jp/browse/ijece ） に ,The 6th DFHM Special Issue of 
IJECE(International Journal of Erosion Control Engineering の Vol. 9, No. 3, No. 4, 及
び Vol. 10, No. 1 に掲載された。 
  

表 3.10 第 6 回交際土石流災害防止会議参加者 
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3.3 社会連携（貢献） 

社会連携活動は、研究成果等の社会的還元を図り、環境防災に関する知識の普及を図るた

め、また研究の社会的ニーズを把握するために行った。具体的には、環境防災に関わる諸問

題についてセミナーを開催するとともに、国土交通省や財団が主催する研修会や技術委員

会に対して教員の派遣を行った。また、国立研究所と共同研究協定を締結し、現場での課題

解決のための研究を進めている。さらに、海外の教育機関と交流協定を締結し、国内に留ま

らず幅広い地域への適用を視野に入れた研究の推進と、環境防災に係わる知識・研究成果の

普及に努めた。 

3.3.1 環境防災セミナーの開催 

 表 3.11は環境防災セミナーの開催数と参加者数の推移である。８年間での開催数は計 46
回で、参加者数は計 972 人であった。環境防災セミナーは学生だけでなく、国、財団法人、

他大学、民間会社、一般市民の参加を得た。 
3.3.2 国土交通省等との連携 

表 3.12は国土交通省、地方公共団体、財団法人、社団法人が開催した研修や技術委員会

に、環境防災学講座の教員を派遣した実績である。件数は 50 件であった。国土交通省国土

交通大学校、富山県土木部、鹿児島県市町村社会基盤整備推進協議会、(財)全国建設研修セ

ンター、(独)国際協力機構、NPO 法人防災情報研究所、防災を考える会広島、茨城県、富山

県斜面防災技術協会、神奈川県自然環境保全センター、（一社）日本応用地質学会北陸支部

に対しては研修講師を派遣した。国土交通省関東地方整備局、中部地方整備局、(財)建設技

術研究所、(財)砂防地すべり技術センター、(公社)日本技術士会北陸支部に対しては技術的

な課題を検討する委員会の委員を派遣した。このように環境防災に関するコンサルティン

グ機能を果たしていると考えられる。また、(公社)砂防学会には国際部会の部員や平成 24

年 10 月 16 日に発生した伊豆大島での土砂災害に対する伊豆大島土砂災害緊急調査団とし

て教員の参加させており、学会活動に貢献した。 

 平成 27 年度は茨城県指定事業「県民大学」の環境・健康コース「地形災害を予測する」

（全 10 回、1 回 2 時間）に教員を派遣し、環境防災の知識を一般市民（主に茨城県）に啓

発した（表 3.13） 

3.3.3 国際拠点とのネットワーク構築 

表 3.14は国際ワークショップの開催状況を示したものである。また、この他、台湾の環

境防災に関する研究を精力的に進めている成功大学防災研究センターと共同で、台湾で生

じた巨大災害の調査などを行った。 

3.3.4 (独)国際協力機構研修生受入れ 

 以下に示す研修生を受け入れた。 
 氏名：MOHAMEDO RADZI BIN ABUL TALIB 氏 （2012.6.3～2012.11.12） 
 研修タイトル：”Early Warning System for Sediment Disaster Using Rainfall Index –
in case of Cameron Highlands in Malaysia”  
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表 3.11 環境防災セミナーの開催数と参加者の推移 
年度 開催数 参加者数 
H22 9 回 194 人 
H23 9 回 248 人 
H24 4 回 97 人 
H25 5 回 66 人 
H26 6 回 59 人 
H27 6 回 170 人 
H28 7 回 138 人 
H29 ― ― 

 
 

表 3.12 研修会・技術委員会等への派遣先 

 
 

 月日 氏名 依頼元 依頼内容 
H22 H21.7.1 ～

H22.6.30 
石井靖雄 人事院 試験専門委員 

H22.5.18 石井靖雄 （財）全国建設研修セン
ター 

平成 22 年度地すべり防止
技術研修講師 

H22.6.11 西本晴男 国土交通省関東地方整
備局 

実践研修「TEC-FORCE 隊
員」講師 

H22.7.23 ～
H24.5.31 

西本晴男 （社）砂防学会 継続教育実施体制検討委員
会 

H22.7.23 ～
H24.5.31 

西本晴男 （社）砂防学会 論文賞選考委員会委員 

H22.5.7 ～
H23.3.31 

西本晴男 （財）建設技術研究所 砂防水理模型実験検討委員
会委員 

H23.1.26 石井靖雄 (財)砂防・地すべり技術
センター 

姫川流域大規模斜面対策委
員 

H23 H22.7.23 ～
H24.5.31 

西本晴男 （社）砂防学会 継続教育実施体制検討委員
会 

H22.7.23 ～
H24.5.31 

西本晴男 （社）砂防学会 論文賞選考委員会委員 

H23.5.18 石井靖雄 （財）全国建設研修セン
ター 

平成 23 年度地すべり防止技
術研修講師 

H23.5.20 ～
H24.3.31 

西本晴男 （財）建設技術研究所 砂防水理模型実験検討委員
会委員 

H23.2.3 ～ 石井靖雄 （社）日本地すべり学会 選挙管理委員会委員長 
H24.3.7 西本晴男 （社）全国治水砂防協

会，NPO法人 防災情報
研究所 

第２回防災カルチャースク
ール 講師， 
演題：「土砂災害とは何か―
その意味と対策―」 

H24.3.9 西本晴男 レディオ湘南ＦＭ83.1 防災ウィーク～第２回防災
カルチャースクール～  
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 月日 氏名 依頼元 依頼内容 

H24 H22.7.23 ～
H24.5.31 

西本晴男 （社）砂防学会 継続教育実施体制検討委員
会 

H22.7.23 ～
H24.5.31 

西本晴男 （社）砂防学会 論文賞選考委員会委員 

H24.5.15 石井靖雄 （財）全国建設研修セン
ター 

平成 23 年度地すべり防止技
術研修講師 

H24.8.6 水野秀明 (独)国際協力機構 平成24年度(課題別研修)「火
山学・総合土砂災害対策コー
ス」講師 

H24.6.26 ～
H25.3.31 

水野秀明 国土交通省関東地方整
備局利根川水系砂防事
務所 

利根川水系土砂災害に対す
る流域監視ワーキンググル
ープ 

H24.8.16 ～
H25.3.31 

水野秀明 (財)砂防・地すべり技術
センター 

平成 24 年度鶴島土地改良区
砂防ソイルセメント工法検
討委員会 

H24.7.24～ 水野秀明 (社)砂防学会 砂防学会「国際部・部会員」
H25.1.18 西本晴男 (公社)日本技術士会北陸

支部 
防災講演会、特別講演 

H25.1.16～ 石井靖雄 (公社)日本地すべり学会 選挙管理委員 
H25.2.25 西本晴男 国土交通省天竜川上流

河川事務所 
伊那谷の地域防災力を考え
る座談会 

H25 H25.1.15 ～
H27.6.30  

西本晴男 第 6回国際土石流災害防
止会議準備委員会 

第 6 回国際土石流災害防止
会議実行委員 

H25.4.1～ 水野秀明 (社)砂防学会 砂防学会「国際部・部会員」

H26.2.18～ 西本晴男 富山県土木部 立山砂防の世界的評価に関
する有識者会議委員 

H26 H23.8.12～ 西本晴男 特定非営利活動法人防
災情報研究所 

理事

H25.1.15 ～
H27.6.30  

西本晴男 第 6回国際土石流災害防
止会議準備委員会 

第 6 回国際土石流災害防止
会議実行委員長 

H25.4.1～ 水野秀明 (公社)砂防学会 砂防学会「国際部・部会員」

H26.2.18～ 西本晴男 富山県土木部 立山砂防の世界的評価に関
する有識者会議委員 

H26.5.29～ 西本晴男 (公社)砂防学会 監事
H26.4.23 西本晴男 鹿児島県市町村社会基

盤整備推進協議会 
｢土石流災害防止の集い
2014｣における講演 （土石
流に関する表現方法(呼称）
の変遷) 

H26.12.23 西本晴男 防災を考える会広島 定例会議において講演（近年
の土砂災害の特徴と課題） 
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表 3.13 県民大学講座の日程 

 

① 6/2 地形災害の概論/土砂災害・水害

② 6/9 山地源流域における侵食・崩壊プロセス
（八反地先生）

③ 6/16 土石流の発生と対策

④ 6/23 地すべりの発生と対策

⑤ 6/30 がけ崩れの発生と対策

⑥ 7/7 土砂災害・洪水災害の対策（行政と法律）

⑦ 7/14 大規模土砂災害

⑧ 7/21 ソフト対策（１）/気象・土砂災害警戒情報

⑨ 7/28 ソフト対策（２）/ハザードマップ

⑩ 8/4    地形災害から身を守るために

講座日程

県民大学講座 地形災害を予測する

月日 氏名 依頼元 依頼内容 

H27 H23.8.12～ 西本晴男 特定非営利活動法人防
災情報研究所 

理事

H25.1.15 ～
H27.6.30  

西本晴男 第 6回国際土石流災害防
止会議準備委員会 

第 6 回国際土石流災害防止
会議実行委員長 

H26.2.18～ 西本晴男 富山県土木部 立山砂防の世界的評価に関
する有識者会議委員 

H26.5.29～ 西本晴男 (公社)砂防学会 監事

H27.4.1～ 秋山一弥 (公社)日本地すべり学会 監事

H27.6.2 ～
8.4 

秋山一弥 茨城県 県民大学講座「地形災害を予
測する」の講座で講演（９回）

H28.2.12 西本晴男 富山県斜面防災技術協
会 

「立山砂防と欧州砂防事情」
と題した講演 

H28 H23.8.12～ 西本晴男 特定非営利活動法人防
災情報研究所 

理事

H26.5.29～ 西本晴男 (公社)砂防学会 監事

H26.7.1～ 秋山一弥 (公社)日本地すべり学会 監事

H27.11～ 西本晴男 第 6 回国際土石流災害
防止会議実行委員会 

第 6 回国際土石流災害防止
会議論文編集委員長 

H29 H23.8.12～ 西本晴男 特定非営利活動法人防
災情報研究所 

理事

H26.5.29～ 西本晴男 (公社)砂防学会 監事

H26.7.1～ 秋山一弥 (公社)日本地すべり学会 監事

H27.11～ 西本晴男 第 6 回国際土石流災害
防止会議実行委員会 

第 6 回国際土石流災害防止
会議論文編集委員長 
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表 3.14 国際ワークショップの開催状況 
年度 開催数 開催地 

H22 5 回 
日本(2)、インドネシア(2)、
ネパール(1) 

H23 3 回 日本(2)、ルーマニア(1) 

H24 4 回 
日本(2)、オーストリア(1)、
ルーマニア(1) 

H25 1 回 台湾(1) 
H26 2 回 オーストリア(1)、台湾(1) 
H27 3 回 日本(1)、インドネシア(1)、

スイス(1) 
H28 1 回 クロアチア(1) 
H29 3 回 オーストリア(1)、チェコ(1)、

フランス(1) 
 

 

 

 

 

3.3.5 SSH 指定高校の研修受け入れ 

 文部科学省によるスーパーサイエンスハイスクール（SSH）指定高校の兵庫県立龍野高校

のサイエンス校外研修を平成 25 年度、平成 26 年度～平成２９年に受け入れた。プラズマ

研究センター、計算科学センター、大学中央図書館などの見学と合わせ、模擬授業・実験を

実施するなどにより最先端の研究に触れる機会を提供した。 
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3.4 広報 

寄附講座「環境防災学」の教育・研究内容を内外に広く情報発信することにより環境防災

に関する知識の普及を図るとともに入学者のリクルートのため広報活動を行った。具体的

には、キックオフフォーラムやセミナーの開催、講座の教育・研究内容、各種研究会やセミ

ナーの開催案内のホームページでの紹介やメールにより内外に情報発信した。 

3.4.1 キックオフフォーラム・研究棟披露式の開催 

 寄附講座「環境防災学」が開設された平成 22 年 5 月には学内外からの参加者を得てキッ

クオフフォーラムを開催したほか、7月にはコンサルタント会社幹部等の参加を得て環境防

災学講演会を開催した。平成 23 年度には、環境防災研究棟披露式とあわせてセミナーを開

催するなど、講演会を開催し、講座の目的や活動内容の紹介を行い、参加団体や技術者等の

大きな関心を呼んだ。式の様子はいずれも業界紙などに掲載された。 
3.4.2 シンポジウムの開催 

 下記のシンポジウムを開催した。 
平成 26 年 4 月 22 日 環境防災研究棟 2階講義室において「砂防学と地形学の連携に関

するシンポジウム」開催 

平成 27 年 3 月 11 日 環境防災研究棟 2階講義室において「環境防災学ワークショップ 

          -環境防災の課題と今後を考える-」開催 

平成 29 年 11 月 29 日 環境防災研究棟 2階講義室において「環境防災学講座成果報告

会」開催 

3.4.3 ホームページによる情報発信 

 寄附講座「環境防災学」開設直後にホームページを立ち上げ、環境科学専攻及び持続環境

学専攻ホームページにリンクを貼った。ホームページでは、環境防災セミナーの開催案内な

ど、1月に 1回を上回るペースで更新を行い情報発信した。平成 25 年 7月 18 日には、技術

者や研究者だけでなく、一般の方が環境防災学講座の教育・研究活動を理解しやすいように、

ホームページのレイアウトやコンテンツを改善した。特に、環境防災学講座で行った現地調

査のレポートを掲載した「活動レポート」、ゼミの討論をまとめた「ゼミ」、学術誌等に投稿

した論文のリストを示す「研究成果」のコンテンツを追加した。 
3.4.4 業界紙・専門紙等を通じた情報発信 

 寄附講座「環境防災学」の教育・研究活動、社会連携は環境防災に関わるトピックを専門

誌や砂防関係の機関誌に寄稿したほか、それらの活動者トピックが新聞紙上でも取り上げ

られた。 
①専門誌 
平成 22 年 5 月 31 日 建設通信新聞、 5 面、 筑波大に「環境防災プログラム」開設. 
平成 22 年 9 月 30 日 建設通信新聞、 5 面、 起工式 筑波大環境防災学研究棟. 
平成 23 年 5 月 31 日 建設通信新聞、 6 面、 ２年目を迎えた環境防災プログラム. 
平成 23 年 7 月 8 日 建設通信新聞、 5 面、 砂防学の殿堂 環境防災研究棟が竣工. 
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平成 29 年 9 月 27 日    建設通信新聞、 11 面、 140 年目の初和訳「渓流および山腹工事」 
平成 29 年 12 月 4 日 建設通信新聞、 2 面、 8 年間の砂防研究振り返る「筑波大境防

 災学講座」が終了 
 

➁機関誌等 
平成 22 年 6 月 30 日筑波大学環境防災プログラムキックオフ・フォーラム、 砂防と治水、 

Vol.43、 No.2、 pp65-67. 
平成 22 年 7 月「環境防災プログラム」キックオフフォーラム開催、  Tsukuba 

Communication、 vol.8、 p.24. 
平成 23 年 10 月筑波大学環境防災研究棟披露式、砂防と治水、  Vol.43、  No.2、         

pp65-67. 
平成 24 年 3 月 15 日 防災講座が開講（第２回防災カルチャースクール、 西本晴男教授、 

「土砂災害とは何か―その意味と対策―」）、地方行政、 第 10297 号、 p.6. 
平成 27 年 8 月 筑波大学における社会人を対象とした砂防人材育成の取り組みについて、 

砂防と治水、Vol.48、No.3 
 
③ラジオ 
平成 24 年 3 月 9 日 レディオ湘南ＦＭ83.1、 Colorful Palette 2012.03.09 防災ウィーク

～第２回防災カルチャースクール～ 
 
④一般紙等 
平成 25 年 11 月 16 日  朝日新聞朝刊「磯田道史の備える歴史学」に西本晴男教授の研 究

成果の引用記載 
平成 26 年 8 月 23 日  朝日新聞朝刊 33 面 「土砂災害.日頃の心得は」水野秀明准教授 
平成 26 年 11 月 4 日  筑波大学新聞 筑波時評｢自分の命は自分で守る｣、西本晴男教授 
平成 26 年 11 月 25 日  中公新書「天災から日本史を読みなおす」に西本晴男教授の研究

究成果の一部が引用された。 
平成 28 年 2 月 13 日 北日本新聞 「土砂災害予防に理解 –斜面防災対策技術講演会」、 
 西本晴男教授 
 
⑤政府広報(インターネットテレビ) 
 平成 26 年 6 月 12 日 政府インターネットテレビ「徳光・木佐の知りたいニッポン！～

増えているぞ！土砂災害 日頃の備えと早めの避難」水野秀明准教授 
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3.5 教育・研究環境の整備 

表 3.15は環境防災プログラムの主要な活動を実施する拠点施設として、整備した環境防

災研究棟の概要を示したものである。図 3.2から図 3.4は各階の平面図である。平成 25 年

度より 3 階の 302 サーバー室と 303 共同研究室は文部科学省「気候変動リスク情報創成プ

ログラム」研究テーマと「気候変動リスク情報の基盤技術開発」を担当する研究グル―プが

使用している。また、3階解析室には砂防に関わる図書を蔵書するスペースを設置し、学生

等が利用できるようにした。 
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表 3.15 環境防災研究棟の概要 
位  置 農林工学系Ｆ棟北側 

構  造 鉄筋コンクリート 3階建 

建築面積 約 400m2（延床面積：約 1、198m2） 

部 屋 数 
10 室 （教授室 1、准教授室 2、事務室 1、院生室 1、講師

控室 1、講義室 1、解析室 1、サーバー室 1、共同研究室 1）

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 3.2 1 階平面図 
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図 3.3 2 階平面図 

 

 

図 3.4 3 階平面図 

  

─ 41 ─



42 
 

3.6 寄附講座「環境防災学」の運営 

寄附講座「環境防災学」は、環境科学専攻・持続環境学専攻を中心に、全学的な協力・支

援体制のもとに運営された。具体的には、カリキュラムの構成や、実践実習の派遣先、内部

規定の検討、予算・決算など講座の運営に関する事項については、専攻内に設置された寄附

講座運営委員会にて審議された後、専攻教育会議に諮られる体制とした。また、講演会やセ

ミナーの開催にあたっては、副学長（教育担当ほか）、研究科長の出席・支援を得て、全学

的な支援のもとで実施された。 

3.6.1 組織 

表 3.16は寄附講座「環境防災学」の教員及び事務補佐員の推移を示したものである。寄

附講座「環境防災学」は、主として土砂災害現象とその対策手法について、実践力を重視し

た人材育成を目指した教育・研究を行うべく、平成 22 年度に教授 1人（環境防災学担当）、

准教授１人（フィールド環境防災学担当）で開設された。その後、大規模土砂災害の頻発傾

向をふまえ、深層崩壊、火砕流、土石流などの大規模土砂災害に対する危機管理に関する高

度技術者・研究者の育成が社会的に急務となったことから環境科学専攻、持続環境学専攻で

は、大規模土砂災害の危機管理方策・技術について研究・教育を担当する教員の配置を要望

し平成 24 年度より教授 1人、准教授 2人の体制となった。 

平成 24 年度末にフィールド環境防災学担当の准教授が自己都合により異動になったが、

それまでの 3 年間でフィールド環境防災学に係る研究は一定の成果を得たことから平成 25

年度からは、フィールド環境防災学の教育については非常勤講師により行うこととし、教授

1人（環境防災学担当）、准教授 1人（危機管理論担当）の実施体制で主要な活動を行った。 

3.6.2 経費 

表 3.17は収支を示したものである。収入は（一財）砂防フロンティア整備推進機構から

の寄附金をもとに運用した。当初の予算計画は、平成 22 年度までに 460 百万円の寄附行為

を受け、これをもとに支出計画をたて、教員数の増減、学生数の増減当の状況の変化に応じ

て随時変更をした。支出計画は、常勤教員の人件費、環境防災学講座とプログラムの運営経

費、新設する研究棟建設整備費から構成され、このうち研究棟建設整備費については研究棟

建設費が約 96%を占めた。 

予算の執行に当たっては、常勤教員の人件費、非常勤講師、事務職員の人件費、学生の実

践実習経費等の義務的経費以外に関しては、学生の現地調査については在学中の 2 年間に

主たる現地を体験できるように計画実施したほか、セミナー・シンポジウムをの効率的に実

施するなど適正かつ効果的な運用を図った。  
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表 3.16 寄附講座「環境防災学」人員 
年度 教員 事務 
H22 教授(1)、准教授(1) 事務補佐員(1) 

H23 教授(1)、准教授(1) 事務補佐員(1) 

H24 教授(1)、准教授(2) 事務補佐員(1) 

H25 教授(1)、准教授(1) 事務補佐員(1) 

H26 教授(1)、准教授(1) 事務補佐員(1) 

H27 教授(1)、准教授(1) 事務補佐員(2) 

H28 教授(1)、准教授(1) 事務補佐員(2) 

H26 教授(1)、准教授(1) 事務補佐員(1) 

（ ）内は人数、H27、H28 の事務補佐員の内 1名は国際土石流会議担当 

 
表 3.17 寄附講座「環境防災学」予算 

  

収入 

（単位：百万円） 

H22 H23 H26 H27 H28 H29 計 備考 

寄付金 460.0 14.0 40.0 40.0 10.0 15.0 579.0 22 年度には、21 年 10

月寄附分を含む 

支出 

（単位：百万円） 

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 計 備考 

運営経費 27.3 33.8 45.1 40.2 44.1 42.5 35.8 38.8 307.6  

研究棟建設 

整備費 

259.5 6.9 0.5 3.1 0.8 0.0 0.1 0.5 271.4  

合計 286.8 40.7 45.6 43.3 44.9 42.5 35.9 39.3 579.0  
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4. 総括 

教育活動については、環境防災プログラムの教育目標及び教育課程編成方針のもと、常勤

教員だけでなく国土交通省・独立行政法人・一般財団法人・民間会社より非常勤講師を招聘

し、実社会で生じている問題と解決策を現場の視点を含めて幅広い科目を開講した。その数

は各年度 10～11 科目で、延べ 52 科目となった。また、実践実習科目群として計 23 箇所の

実習先を環境防災学講座に所属する学生へ斡旋した。環境防災プログラム登録者数は平成

29 年度までに 24 名（博士前期課程 22 名、博士後期課程 2名）の学生に修了証を授与した。

寄附講座「環境防災学」が受け入れた学生のほか環境系専攻に所属する学生が環境防災プロ

グラムで開講した科目を履修した。その総数は計 965 人で、そのうち 846 人の学生が単位

を取得した。このように環境防災プログラムで開講した科目のそれぞれは環境系専攻に所

属する学生にも興味をもたれた。 

桜島・立山・富士川をはじめとする国内の砂防事業を実施している現場、インドネシア、

台湾等,国内外で土砂災害対策を実施している現場等の計 141 箇所の現場を教員と共に調査

した。この調査を通じて、学生は土砂災害対策で生じている実際の問題や原因、解決策等を

取りまとめ活動レポートを執筆することによって、教育活動を通じて得られた知識を深化

させた。研究活動として、寄附講座「環境防災学」は 21 人の博士前期課程学生（社会人 13

人、一般 3 人、留学生 5 人）、2 人の博士後期課程学生（社会人 2 人）が課程を修了または

博士の学位を取得した。このほか、留学生として 4人の特別聴講学生、1人の特別研究学生

を受け入れた。上記の現地調査は、学位論文に関する課題の設定、研究の進捗、データの収

集・整理、論文執筆方法の指導を目的としている。その結果、平成 29 年度末には 21 人の博

士前期課程学生が修士（環境科学）学位論文を執筆した。修了した学生のほとんどが自身の

研究成果を学会において公表するとともに会場で討論しており、プレゼン・コミュニケーシ

ョン能力を習得したと言える。特に、インドネシアと台湾への現地調査時にはワークショッ

プで研究成果や直近に日本で発生した土砂災害の概要を発表したほか、一部の学生は第 3回

及 び 第 4 回 International Workshop on Multimodal Sediment Disaster 、 2014 

International Debris Flow Workshop での国際学会において研究成果を発表しディスカッ

ションを行い、上記能力とあわせて国際的視野の醸成を図った。さらに、博士後期課程学生

（社会人 2 人）が平成 28 年度に学位論文を提出し、平成 29 年 3 月に博士の学位を取得し

た。 

また、寄附講座「環境防災学」は第 6 回世界土石流災害防止会議の開催をつくばに誘致

し、実行委員会を立ち上げその中心となり、海外からの参加者約 70 名を含む 160 名の参加

者が集い学術会議を成功させた。この活動は、学生がプレゼン･コミュニケーション能力と

国際的適用性を習得することに繋がった。 

社会連携活動については、学外からの参加者を多数得て環境防災セミナーを開催したほ

か、国土交通省や財団が主催する研修会や技術委員会等に対して教員を派遣するなど、積極
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的に取り組んだ。さらに、茨城県主催の平成 27 年度指定事業「県民大学」の環境・健康コ

ース「地形災害について：地形による災害の危険性、予測と対策など」において 10 回の講

義を行い、これにより環境防災に関する知識を茨城県民に広く知らせることができた。また、

海外の教育機関と交流協定の締結、国際シンポジウムの開催、独立行政法人国際協力機構

（JICA）の講義への教員の派遣など、国内に留まらず国外の幅広い地域との連携を進め、国

外拠点等とのネットワーク構築を図った。さらに、独立行政法人国際協力機構（JICA）よ

り”Disaster Risk Management Technology on Volcanic Eruption、 Debris Flow and 

Landslide”コースの研修生（1人）を受け入れた。 

広報活動については、学内外を会場としてフォーラムやシンポジウムを開催したほか、ホ

ームページ等を活用して、環境防災学講座の教育・研究内容を情報発信した。その際、ホー

ムページは、技術者や研究者だけでなく一般の方が環境防災学講座の教育・研究活動を理解

しやすいように随時改良した。これらの取り組みにより、国や都道府県、コンサルタント会

社、建設会社の認知度も次第に高まり、学生（社会人）の受け入れに貢献したと考えられる。

そして、教員が一般紙（朝日新聞等）や政府インターネットテレビを通じて土砂災害をはじ

めとする災害を解説し、一般の方への環境防災の知識の普及も行った。また、日本国政府と

イタリア共和国政府による日伊科学技術協力協定の下で実施されている日伊土砂災害防止

技術会議（2014 年 5 月、イタリア共和国ベネチア市）に教員を派遣し、寄附講座「環境防

災学」における研究成果を日本国政府職員及びイタリア共和国政府職員（州政府職員を含む）

に紹介することで国内・国外の行政組織へ環境防災学講座の活動を知らせた。 

前述の社会連携活動と広報活動を通じて、環境防災学の研究成果や知識を社会に還元す

るだけでなく、国内及び国外の行政組織やコンサルタント等に寄附講座「環境防災学」の主

要な活動を周知し認知度を高めることで環境防災に関するコンサルテーション機能を構築

のための第一歩を進められたと考える。 

教育・研究環境の整備については、予定通り初年度に環境防災研究棟を新築した。環境防

災研究棟は 2年目からは環境防災研究棟で順調に教育活動・研究活動・社会連携活動・広報

活動等の拠点としての役割を果たした。 

環境防災学講座の運営については、環境科学専攻・持続環境学専攻内に運営委員会を設置

し、講座及びプログラムの運営に関する事項を審議する体制を構築した。環境防災学講座、

環境防災プログラムの運営、専攻・学内との連携の効率化と透明化を満足する体制のもと、

教育・研究活動は、学内との連携を図りつつ、順調に実施することができた。 
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5. 筑波大学における環境防災学の今後 

環境防災学講座の教育・研究活動は順調に推移してきているが、地球規模での気候変動に

伴う災害の多発化が懸念され、現実の問題となりつつあるなか、筑波大学においても環境防

災学の教育研究が引き続き実施されることが望まれる。 

筑波大学大学院においては 3大学との連携のもと、山岳地域を取り巻く環境問題の解

決、山岳生態系の持続的管理などに対応できる知識と技術を備えた人材育成を目指した山

岳科学学位プログラムが平成 29 年度からスタートしている。この中で山岳地域の防災が

重要な柱として位置づけられており、今後環境防災学の充実が図られる予定である。 

この一環として、環境防災学講座運営のための奨学寄附金の寄附元である一般財団法人

砂防フロンティア整備推進機構では、筑波大学が平成 30 年度に環境防災学関係の 2科目

を開講するための支援をしていただくこととなっている。 

このような動きは、寄附講座「環境防災学」が行ってきた活動の延長線上にあるもので

あり、筑波大学院における環境防災に係る教育・研究活動が充実したものとなり、寄附講

座運営のために寄附金で建設された「環境防災研究棟」が筑波大学における防災関係の教

育・研究の拠点として活用され、環境防災を担う人材育成が鋭意図られること切に願うも

のである。 
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Ⅱ.平成２２年度～２９年度環境防災学講座活動について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



平成22年度～29年度
環境防災学講座の活動について

平成30年3月

環境防災学講座 教授 西本晴男

筑波大学大学院生命環境科学研究科
環境科学専攻/持続環境学専攻

筑波大学大学院・環境防災学講座

中央構造線
糸魚川・静岡構造線

特殊土壌地帯

活火山

プレート境界

フィリピン海プレート

太平洋プレート

ユーラシアプレート

北アメリカ
プレート

寄附者：
一般財団法人砂防フロンティア
整備推進機構

土石流、がけ崩れ、深層崩壊、火山泥流等への
対策・研究を充実させるのため、高度な技術者・
研究者育成の重要性高まる

目的等：

 国内外のフィールドにおける実践
的な教育研究活動を通して、主に
社会人を対象に環境防災に関する
高度な専門技術者と研究者を養成
するため（社会的要請）に平成22
年4月に設置。

 環境科学専攻・持続環境学専攻に
おいて、環境防災プログラムのカリ
キュラムを実施。

 寄附金により、教育・研究に資する
ための「環境防災研究棟」を建設し、
平成23年度より供用。

講座設置期間：
当初：平成22年4月から

平成27年3月（５年間）
延長：平成30年3月まで

（通算８年間）

地震、火山噴火、台風、集中豪雨等による災害が
多発し、都市化、過疎化等により自然・社会環境
が変化

寄附講座・「環境防災学」の設置
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・専任教員・産学官の多彩な講師による
授業を開講（１０～１１科目）＋ゼミ

・建設現場での施工方法の実践実習
・全国各地・海外のフィールド調査で
実地指導（延べ約１50箇所）

教育
研究

環境防災学
講座

気候
変動

土砂災害の
多様化・激甚化

国際
展開社会

連携

環境防災学講座の運営

広報

高齢化、過疎化、財政，
生態系 等の課題

環境変化、国際
化を見据えた、実
践的な教育・研究

研究指導

学会発表

セミナー・
フォーラム

フィールド重視の
実践的指導

・国際会議
第６回世界土石流会議
（H27.6，つくば市） を共催
・海外現地調査
・留学生受入れ

ＨＰに
よる
情報発信

環境防災に関する知識・ 技
術を、体系的に考える姿勢
（「砂防的総合知」）を育成

実践的な課題解決能力
を習得

主として、
社会人の
技術力向
上、キャリ
アアップ

体系的・実践的なカリキュラム

論文発表

大学院
生命環境科学研究科

環境科学専攻/持続環境学専攻

キックオフフォーラム
日 時

平成22年5月17日（月）13:15～16:30
会 場

筑波大学総合研究棟A 110公開講義室
祝 辞

筑波大学 副学長 清水一彦
国土交通省河川局砂防部長 牧野裕至
(財)砂防フロンティア整備推進機構

理事長 森俊勇
基調講演

「新潟県中越地震からの復興と教訓」
長島忠美 衆議院議員

（元山古志村村長）
パネル討論

「環境防災学の明日を探る」
パネリスト

岡本正男(社)全国治水砂防協会理事長
牧野裕至国土交通省砂防部長
山崎 登ＮＨＫ解説副委員長

座長
西本晴男 筑波大学大学院

環境防災学講座教授
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環境防災研究棟（Ｈ２３．４より供用開始）

<研究棟竣功の直前に東日本大震災>

理科系棟Ｂ
の教員居室

12 .22

10.22

3.91.13

11 .17

3.11

3.11

石井准教授と事務職員の居室

地震発生直後、完成直前の
環境防災研究棟

9.29
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研究棟披露式（平成23年7月8日）

山田学長挨拶

森理事長挨拶

学
長
揮
毫
に
よ
る
研
究
棟
看
板

白井生命環境系長、清水副学長、山田学長、森理事長、南砂防部長

環境防災研究棟の概要

位 置 農林⼯学系Ｆ棟北側

構 造 鉄筋コンクリート3階建

建築⾯積 約400m2（延床⾯積：約1、198m2）

部 屋 数
10室 （教授室1、准教授室2、事務室1、
院⽣室1、講師控室1、講義室1、解析室1、
サーバー室1、共同研究室1）
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教育
社会
連携

社会
連携

広報
国際
展開

研究

修了学生数 （Ｈ30年3月修了予定3名を含む）

課程

実績

社
会
⼈

⼀
般

留
学
⽣

計

特
別
聴
講
学
⽣

特
別
研
究
学
⽣

計 合
計

博
⼠
前
期
課
程

H22年⼊学 1⼈ 1⼈ 0⼈ 2⼈ 0⼈ 0⼈ 0⼈ 2⼈

H23年⼊学 1⼈ 0⼈ 2⼈ 3⼈ 0⼈ 0⼈ 0⼈ 3⼈

H24年⼊学 2⼈ 0⼈ 0⼈ 2⼈ 0⼈ 0⼈ 0⼈ 2⼈
H25年⼊学 3⼈ 0⼈ 1⼈ 4⼈ 3⼈ 0⼈ 3⼈ 7⼈
H26年⼊学 3⼈ 1⼈ 1⼈ 5⼈ 1⼈ 1⼈ 2⼈ 7⼈
H27年⼊学 1⼈ 0⼈ 1⼈ 2⼈ 0⼈ 0⼈ 0⼈ 2⼈
H28年⼊学 2⼈ 1⼈ 0⼈ 3⼈ 0⼈ 0⼈ 0⼈ 3⼈
H29年⼊学 0⼈ 0⼈ 0⼈ 0⼈ 0⼈ 0⼈ 0⼈ 0⼈
⼩計 13⼈ 3⼈ 5⼈ 21⼈ 4⼈ 1⼈ 5⼈ 26⼈

博⼠後期課程 2⼈ 0⼈ 0⼈ 2⼈ 0⼈ 0⼈ 0⼈ 2⼈
合計 15⼈ 3⼈ 5⼈ 23⼈ 4⼈ 1⼈ 5⼈ 28⼈

※Ｈ29年は、在学期間の関係から、新入生無し。

─ 51 ─



年度 H22 Ｈ23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

博
⼠
前
期
課
程

社会⼈

応⽤地質 応⽤地質
キタック キタック キタック

朝⽇航洋 朝⽇航洋
応⽤地質 応⽤地質

⽟野総合 ⽟野総合
アジア航測 アジア航測
東京建設
コンサルタント

東京建設
コンサルタント
キタック キタック
朝⽇航洋 朝⽇航洋
応⽤地質 応⽤地質

東京建設
コンサルタント

東京建設
コンサルタント

応⽤地質 応⽤地質
⽇本海

コンサルタント
⽇本海

コンサルタント

⼀般学⽣ 東邦⼤・理卒 東邦⼤・理卒 宮崎⼤・砂防
卒

宮崎⼤・砂防
卒

東邦⼤・理卒 東邦⼤・理卒

留学⽣

中国 中国
中国 中国 中国 中国

中国 中国
中国 中国

後
期 社会⼈

パスコ 【博⼠(環境学）取得】

アジア航測 【博⼠（環境学）取得】

環境防災学講座 修了学生の所属会社名等

※Ｈ29年度は予
定

H24.3 H26.3

H27.3

講座メンバー

H25.3
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H28.3

講座メンバー

H30.1

H29.3

H29.3

研究棟北側の
ライラックの花

環境科学専攻必修科目
（環境学概論・演習・実習）

環境科学専攻の専門科目

実践実習

・建設会社
・環境防災構造物・
資機材関連会社

・(独)土木研究所
・砂防関係財団法人

等

環境防災プログラムのカリキュラム

他専攻・他研究科の専門科目

環
境
防
災
学
講
座
教
員
・非
常
勤
講
師

建設現場等に
おける実習
（２週間程度）

・環境防災学 ・環境防災危機管理論
講座専任
教員

10単位
履修可能

修士論文

14

講座で10～11科目を開講
・実践実習

・フィールド環境防災学 ・環境防災計画論
・環境防災施設論 ・環境防災政策論
・環境防災高度技術論 ・国際環境防災論
・地域環境防災基本論 ・地域環境防災実践論
・環境防災施工論

産学官の

多彩な講師

修士学位記＋
プログラム
修了証書授与

30単位以上
必須
（40単位以上
を推奨）
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環境防災学講座の開講科目（平成28年度）と到達目標
授業科目 到達目標

環境防災学※ 環境防災学の基本的理論の習得

フィールド環境防災学 実際の現場における土砂移動現象及び対策に関わる技術の習得

環境防災危機管理論※ 大規模土砂災害の発生直後の危機管理（緊急調査、情報、機関連携、警戒避難
体制、応急対策）及び防災訓練の考え方の習得

環境防災施設論※
（ⅠとⅡを隔年で開講）

自然環境・生活環境との調和・地球温暖化防止に寄与する環境防災施設の計
画設計施工管理技術の習得

環境防災計画論※
（ⅠとⅡを隔年で開講）

土砂移動を制御するための砂防設備の計画設計に関する技術（技術指針・ガイ
ドラインの考え方、計画設計手法等）の習得

地域環境防災基本論 環境防災のソフト対策に関わる事項（過疎化、高齢化、都市化など社会環境変
化、防災教育、ＮＰＯ活動、地域防災力向上施策）の習得

地域環境防災実践論 土砂災害防止法の具体的方策に関わる事項（土砂災害警戒区域等の意義、警
戒避難、安全な土地利用の考え方等）の習得

環境防災政策論 環境防災に関する法律・政策・施策などの行政に関わる事項（行政システム、予
算制度、施策、災害対応）の習得

環境防災高度技術論 流域環境の変化を監視するためのリモートセンシング・航測による技術の習得

国際環境防災論 国際的な防災行政（開発途上国の社会情勢にあった防災技術移転のあり方、継
続的な人材育成のあり方）の習得

環境防災施工論 建設現場の施工管理、現場条件と施工法、仮施工の留意点、施設設計と建設
現場、環境防災と施工法の習得

※平成29年度開講科目（平成29年度は講座終了年度により、講座への新入生なしのため）

多彩な講師陣による「政策」から「施工・管理」の講義

各科目で夫々
の専門家によ
る講義を実施
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科目構成
案作成

「とりまとめ講
師」による、
内容提案

前年度
授業

受講生
意見

名称、内容、
講師決定

授業
実施

【授業科目・内容の検討・決定の流れ】

所属先 ⼈数
国⼠館⼤（教育学）教授 7
群⾺⼤（⼟⽊⼯学）教授 2
京都⼤（地震⼯学）助教 1
東京農⼯⼤ 教授 1
横浜国⽴⼤学 2
東京⼤学 教授 1
政策研究⼤学院⼤学 教授 1
衆議院議員 2
国⼟交通省（砂防部⻑ほか） 23
元環境省⾃然保護局⻑ 2
⽂化庁 1
関東地⽅整備局 5
北陸地⽅整備局 3
利根川⽔系砂防事務所 1
⾼知県（砂防課⻑） 3
⻑野県建設部 7
新潟県⼟⽊部 2
富⼭県（⼟⽊部⻑） 2
愛媛県新居浜市 3
静岡県菊川市 1
⻑野県岡⾕市 1
⻑野県⻘⽊村 2
⻑野県⻑和町 2

所属先 ⼈数
広島市⾃主防災会会⻑ 7
国際砂防協会 3
JICA 4
⼭⼝県砂防ボランティア協会 2
ISM⼯法研究会 1
⽂化財⽯垣保存協議会 2
柔構造物⼯法研究会 14
砂防施⼯管理研究会 7
ボンテラン⼯法研究会 2
砂防鋼製構造物研究会 1
砂防フロンティア整備推進機構 33
砂防・地すべり技術センター 13
国⼟技術政策総合研究所 26
⼟⽊研究所 36
JAXA 7
⾼速道路総合技術研究所 1

所属先 ⼈数
神⼾製鋼所 4
東亜グラウト⼯業 1
⽇本無線 1
間組 2
丸新志鷹（ネパール⽀店） 4
応⽤地質 2
アジア航測 7
ニュージェック 2
⽇本⼯営 2
⼋千代エンジニアリング 7
セコム 5
アイエステー 2
砂防エンジニアリング 1
プレック研究所 1

多彩な専門分野の非常勤講師
（H22-29の年度毎の延べ⼈数）

延べ 275⼈

行政

学識者

団体

研究機関

建設会社

コンサルタ
ント会社
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講義の様子

国土交通省砂防部長との懇談

H26.4.11

H28.7.5

H27.4.10
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建設現場などでの「実践実習」（H22年度～H29年度）

年度 実習先 実習期間 実習内容

22
(財）砂防フロンティア
整備推進機構

9⽉16⽇〜
10⽉14⽇ 土砂災害(特別)警戒区域設定

(株)神⼾製鋼所 8⽉16⽇〜
8⽉27⽇ 施設の製造・施工・効果

23

(株)北陸ジオテック 7⽉25⽇〜
8⽉12⽇ 環境リサイクル

(株）神⼾製鋼所 8⽉29⽇〜
9⽉9⽇

施設の製造・施工・効果

ダイチ(株） 7⽉25⽇〜
8⽉12⽇ 法面対策工事

24
ダイチ(株） 7⽉25⽇〜

8⽉12⽇ 法面対策工事

⿅島建設(株） 7⽉9⽇〜
7⽉20⽇ 河道閉塞緊急工事

25

ダイチ(株） 7⽉16⽇〜
8⽉9⽇ 法面対策工事

⿅島建設(株） 7⽉16⽇〜
8⽉9⽇ 河道閉塞抜本対策工事

(株)野添組 7⽉22⽇〜
8⽉23⽇ 土石流対策工事

(株）神⼾製鋼所 7⽉22⽇〜
8⽉23⽇ 施設の製造・施工・効果

(株)北陸ジオテック 7⽉16⽇〜
8⽉9⽇ 環境リサイクル

(株）守⾕商会 7⽉16⽇〜
8⽉9⽇ 山腹工事

年度 実習先 実習期間 実習内容

26

(株)北陸ジオテック 7⽉22⽇〜
8⽉1⽇ 環境リサイクル

⿅島建設(株） 7⽉22⽇〜
8⽉1⽇ 河道閉塞抜本対策工事

⼤⽇本⼟⽊(株） 7⽉28⽇〜
8⽉8⽇ 堰堤工事、法面対策工事

(株）神⼾製鋼所 7⽉28⽇〜
8⽉8⽇ 施設の製造・施工・効果

ダイチ(株） 8⽉4⽇〜
8⽉8⽇ 山腹工事

⼤規模⼟砂災害対
策技術センター

1⽉21⽇〜
1⽉31⽇ 大規模土砂災害対策

27

(株）加藤組 7⽉27⽇〜
8⽉7⽇ 砂防ソイルセメント工事

(株）神⼾製鋼所 7⽉27⽇〜
8⽉7⽇ 施設の製造・施工・効果

⼤⽇本⼟⽊(株） 7⽉27⽇〜
8⽉7⽇ 堰堤工事、法面対策工事

⿅島建設(株） 7⽉27⽇〜
8⽉7⽇ 河道閉塞抜本対策工事

ダイチ(株） 7⽉27⽇〜
8⽉7⽇ 法面対策工事

28

（株）吉川⼯務店 7⽉25⽇〜
8⽉5⽇ 堰堤工事

(株)北陸ジオテック 7⽉25⽇〜
8⽉5⽇ 環境リサイクル

⿅島建設（株） 7⽉25⽇〜
8⽉5⽇ 河道閉塞抜本対策工事

29 ⿅島建設（株） 7⽉24⽇〜
8⽉4⽇ 河道閉塞抜本対策工事

※ 建設会社 資材等関係会社 研究機関等

出来高測量
コンクリート打設

ソイルセメント含水比試験の
篩い分け作業

リングネット設置

実践実習状況

改良土ＣＢＲ試験

鋼矢板打設
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実践力を培う、災害現場・砂防現地の調査
年度 調査箇所数 調査先

H22 4箇所 筑波⼭、⼭⼝県、広島県、台湾

H23 16箇所
福井県、新潟県、熊本県、北海道、兵庫県、京都府、三重県、⿅児
島県、富⼠川砂防、松本砂防、湯沢砂防、桜島砂防、樽前⼭砂防、
⼗勝岳砂防、⽇光砂防、雲仙砂防

H24 18箇所
神奈川県、⻑崎県、徳島県、⾼知県、福井県、兵庫県、広島県、北
海道、三重県、富⼭県、四国⼭地砂防、⽴⼭砂防、樽前⼭砂防、⼗
勝岳砂防、富⼠砂防、天⻯川上流砂防、東⼤北海道演習林、台湾

H25 28箇所

新潟県、静岡県、兵庫県、⼭⼝県、福井県、北海道、⻑野県、千葉
県、⿅児島県、熊本県、⻑崎県、広島県、和歌⼭県、東京都、岩⼿
県、六甲砂防、富⼠⼭砂防、樽前⼭砂防、⼗勝岳砂防、⽴⼭砂防、
⽇光砂防、渡良瀬川砂防、桜島砂防、雲仙砂防、⻲の瀬地すべり、
東⼤北海道演習林、東⼤愛知演習林、インドネシア

H26 19箇所

熊本県、⼭梨県、福井県、北海道、⻑野県、広島県、神奈川県、東
京都、⿅児島県、沖縄県、岐⾩県、⾼知県、樽前⼭砂防、⼗勝岳砂
防、広島⻄部⼭系砂防、雲仙砂防、桜島砂防、東⼤北海道演習林、
台湾

実践力を培う、災害現場・砂防現地の調査
年度 調査箇所数 調査先

H27 25箇所

栃⽊県、⼭形県、⼤阪府、兵庫県、福井県、新潟県、奈良県、⻑野
県、富⼭県、北海道、三重県、広島県、岩⼿県、⼭梨県、神奈川県、
静岡県、東京都、富⼠⼭砂防、湯沢砂防、⼗勝岳砂防、樽前砂防、
札内川砂防、広島⻄部⼭系砂防、東⼤演習林、インドネシア

H28 20箇所

富⼭県、静岡県、岡⼭県、福井県、岐⾩県、新潟県、奈良県、北海
道、東京都、⻑崎県、熊本県、⿅児島県、広島県、天⻯川上流砂防
富⼠川砂防、⽴⼭砂防、広島⻄部⼭系砂防、雲仙砂防、桜島砂防、
札内川砂防

H29 14箇所
岩⼿県、宮城県、兵庫県、奈良県、愛知県、神奈川県、和歌⼭県、
北海道、東京都、六甲砂防、⼗勝岳砂防、樽前⼭砂防、湯沢砂防、
渡良瀬川砂防

赤字：国交省事務所
黒字：都道府県
緑字：海外

─ 58 ─



南木曽土石流災害

伊豆大島土砂災害

広島市土石流災害

災害調査

つくば市竜巻災害
（平成24年5月6日）

東日本大震災・津波災害

防府市土石流災害

奈半利川深層崩壊（高知県）

施設計画

日光砂防・稲荷川

足尾砂防・松木山腹工
（財）建設技術研究所・

水理模型実験

六甲砂防・グリーンベルト

立山砂防・カルデラ内工事

松本砂防・浦川
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桜島・野尻川

施設効果

三重県・小滝川

富士川砂防・春木川

旧山古志村復興状況

東竹沢 木籠地区

鹿児島県・磯脇川

大和川・亀の瀬すべり

民宿

広島県・がけ崩れ対策

施設設計

湯沢砂防
（アーチ堰堤、複断面水通し）

北海道（鋼製堰堤）

札内川砂防（スリット堰堤）

福井県（流木対策）

山口県（ダブルウォール）

湯沢砂防（ブロック堰堤）

広島西部山系砂防
（砂防ソイルセメント）
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施設施工
雲仙砂防（無人化施工）

湯沢砂防（魚道）

天竜川上流
（コンクリート打設）

広島西部山系
（砂防ソイルセメント）伊豆大島（山腹工）

鹿児島県（施工場所が
狭隘地での施工）

環境

湯沢砂防（七ッ釜堰堤・景観） 北海道（富良野川・鋼材）

広島県（宮島・庭園砂防）
新潟県（山古志地区・
発生土活用）

松本砂防（平川・全断面魚道）

立山砂防（妙寿堰堤・総合
土砂管理）
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雲仙岳

火山砂防

桜島

富士山

樽前山

有珠山 十勝岳

三宅島

歴史的施設・長寿命化・森林環境

堂々川（広島県） 大源太堰堤（湯沢砂防）

東大北海道演習林 簡易流木止工（兵庫県）
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海外現地調査・ワークワーショップ

台湾

インドネシア・メラピ火山

台湾・小林村

インドネシア・メラピ火山台湾・台北市

台湾・屏東県

町役場で「町長さん」の生の声を聞く

兵庫県佐用町長と町づくり・地域防災について意見交換（H24.8 ）
※佐用町は、平成16年に風倒木災害、平成21年に豪雨災害で20名の犠牲者を出した。
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学会発表会・講習会・イベントへの参加

穂高砂防観測所でのワークショップ

砂防学会研究発表会

土砂災害防止月間全国大会

砂防ボランティ全国の集い
火山砂防フーラム 砂防および地すべり防止講習会

教育
社会
連携

社会
連携

広報
国際
展開

研究
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修士論文
修了
年度

氏名
(赤字：社会人学生)

修士（環境科学）学位論文タイトル

H23
亀澤奈央 砂防堰堤の形状、材料及び越流水処理工法の変遷の分析

千葉伸一
人的被害を軽減するための土砂災害警戒避難の実態と土砂災害警
戒情報の効果分析

H24
朱培紅

土砂災害の危機管理の視点からみた災害対策に係わる法体制の中
日比較

黄麗 大規模地震発生後の避難所整備に関する中国と日本の比較

H25

田中義成
学校における土砂災害に対する防災教育の実践方法の研究～小学
校における取り組み事例～

安海高明 土石流導流工による土石流・流木の制御効果に関する研究

大村さつき
地域特性を考慮したアンケート式自己学習プログラムによる住民の
土砂災害に対する防災意識向上手法

H26

中根和彦
砂防堰堤の下流法勾配及び石積形状に着目した近代日本砂防技術
確立期における欧州アルプス砂防の影響

関根敬 崩壊土砂の突入に伴う段波の形成・遡上過程の解明

西村直記 降雨や濁水が避難行動に係わる目標物の視認に与える影響

王褘 中国における土砂災害対策としての群測群防体系の方策

修了生の修士論文
修了
年度

氏名
(赤字：社会人学生)

修士（環境科学）学位論文タイトル

H27

神保 啓
土砂災害特別警戒区域における住宅の移転および構造の規制に関
する課題と促進策

江藤 稚佳子
有限体積法による水の動きの再現に変数の設定方法が及ぼす影響
の解明

阿部 拓実 地名が示唆する土砂災害発生の種類と危険性に関する研究

大賀 知将
渓流水に含まれる電解質の伝播課程の観測と移流・拡散係数の推
定

劉 詩雨 日本と中国の教科書における防災学習内容の比較分析

H28
𠮷𠮷田 喜高 丹沢西部流域における土砂流出抑制対策の効果

孫 敏 自然災害に対する被災地支援手法の日中比較

H29
(予定）

塚原 直幸 荒廃渓流における出水時の濁度と土砂移動現象との関係

後藤 美香
昭和5(1930)年に発生した北伊豆地震の特性と土砂災害発生機構と
の関係

笠原 友樹 多視点撮影画像による歴史的砂防施設の三次元モデル構築
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修士論文作成のための調査

濁水観測（塚原）

水理実験
（江藤）

地元住民から聞き取り
（阿部）

防災教育の実践（田中） アンケート調査（大村）

砂防施設調査（吉田）

住民聞取り調査（朱）

修士論文・博士論文
(砂防図書館へ寄贈)

研究成果発表・共同研究

砂防学会研究発表会

年度
原著
論文

著書
国際学会

発表
国内学会
発表等

H22 2編 3編 18編

H23 2編 1編（単著） 3編

H24 1編 1編 13編

H25 3編 2編 10編

H26 1編（共著） 2編 10編

H27
2編（共著）

1編 14編

H28 1編 9編

H29 3編 1編（監訳）
5編

計 12編 5編 9編 82編

内容

共同研究
の名称

土砂災害防止のための情
報提供のあり方及び基本
情報共有に関する研究

協定締結
機関

国土交通省国土技術政策
総合研究所

危機管理技術研究セン
ター砂防研究室

協定期間
平成22年1月26日～平成
25年3月31日
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デモンゼー著書（1878刊）の翻訳版
「渓流および山腹工事」（ＣＤ版」）

・1912年に日本人
初の砂防担当教授

・我が国最初の本格的砂防専
門書「理水及砂防工学本論」
等を著述（1915-1921年）

・日本各地・欧州の、当時の
写真を多く残している

諸戸北郎博士の業績

砂防と治山の真髄が
語られている名著。

ハードカ
バー版は

筑波大学
図書館に
寄贈

教育
社会
連携

社会
連携

広報
国際
展開

研究
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研修会・技術委員会等での活動・講演
年度 派遣数 派遣先

H22 7件 人事院、 （財）全国建設研修センター、 国土交通省関東地方整備局、 （社）砂防学会、 （財）建設技
術研究所、 (財)砂防・地すべり技術センター、 (独)国際協力機構

H23 6件 (社)砂防学会、（財）全国建設研修センター、 （財）建設技術研究所、 （社）日本地すべり学会、 （社）
全国治水砂防協会、 NPO法人防災情報研究所

H24 8件
（社）砂防学会、 （財）全国建設研修センター、 (独)国際協力機構、 国土交通省関東地方整備局
利根川水系砂防事務所、 (財)砂防地すべり技術センター、(公社)日本技術士会北陸支部、（公社）
日本地すべり学会、国土交通省中部地方整備局天竜川川上流河川事務所

H25 4件 第6回国際土石流災害防止会議実行委員会、（公社）砂防学会、富山県土木部、国土交通大学校、
長野県

H26 8件
第6回国際土石流災害防止会議実行委員会、（公社）砂防学会、富山県土木部、鹿児島県市町村

社会基盤整備推進協議会、国土交通省大学校、国土交通省関東地方整備局利根川水系砂防事
務所、（独）国際協力機構、防災を考える会広島

H27 6件
第6回国際土石流災害防止会議実行委員会、（公社）砂防学会、富山県土木部、（公社）日本地す

べり学会、富山県斜面防災技術協会、県民大学講座

H28 5件
第6回国際土石流災害防止会議実行委員会、（公社）砂防学会、（公社）日本地すべり学会、

神奈川県自然環境保全センター、（一社）日本応用地質学会北陸支部

H29 4件
（公社）砂防学会、（公社）日本地すべり学会、国土交通省砂防部、田倉川と暮らしの会・高倉谷川
砂防えん堤の会

伊豆大島土石流災害
砂防学会調査団（２０１３）

常陸砂防研究会
（砂防ボランティア）

長野県麻績村防災シンポジウム
（2013）

教育
社会
連携

社会
連携

広報
国際
展開

研究
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環境防災講演会
日 時：

平成22年7月13日（火）14:30～17:00
会 場：

砂防会館 別館３Ｆ会議室「六甲」
（東京都千代田区平河町2-7-5）

開会挨拶：
筑波大学環境科学専攻長、

持続環境学専攻長 内山裕夫
特別講演：

「筑波大学における教育研究と社会連携」
筑波大学 副学長 清水 一彦

「砂防は何を目指しているのか」
国土交通省河川局砂防部
砂防計画課 課長 南 哲行

講 演：
「砂防分野の技術者育成」

（財）砂防フロンティア整備推進機構
理事長 森 俊勇

「環境防災学について」
筑波大学大学院
生命環境科学研究科 教授 西本 晴男

環境防災ワークショップ
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平成26年4月

砂防学と地形学の連携に関するシンポジウム

講座ホームページ

http://edip-tsukuba.org/
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教育
社会
連携

社会
連携

広報
国際
展開

研究

交流協定の内容
内容

交流協定
の名称

日本国筑波大学とインドネシア国ガ
ジャマダ大学との間の学術交流及
び協力に関する協定

協定締結
機関

インドネシア国
ガジャマダ大学

交流分野
火山・土砂災害ならびに対策を中心
とする環境防災学分野

協定
締結日

平成23年2月21日

協定書調印式
（東 生命環境科学研究科長（右）とTumiran工学部長（左））
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RTM（仏国森林保全庁）での意見交換（2017.10）

台北市役所でのワークショップ（2013.3） ベルン大学での講演（西本）（2015.9）

国際会議・ワークショップ

ガジャマダ大学でのワークショップ（2016.3）

52

第6回国際土石流災害防止会議に講座が主体的に係る

日程：平成27年6月22日（月）～27日（土）
会場：つくば国際会議場
主催：国際土石流災害防止会議委員会

第６回国際土石流災害防止会議
実行委員会（委員長：西本晴男教授）

共催：（公社）砂防学会、筑波大学
後援：国土交通省 他

参加者：
海外 17ケ国 65名
国内 109名

発表：
口頭 ３５、基調講演６
ポスター６１

ＩＪＥＣＥの土石流会議特別号
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環境防災学講座で学んだ勉学・研究の成果（修了生）

１）知識

・砂防関係の知識・技術について、歴史や背景をふまえて幅広く、かつ深く学ぶことができたことで、防災施設の検討、

計画に関し、 マニュアル一辺倒ではなく多様な視点から分析・考察できるようになった。

・法律や事業の流れを踏まえた仕事の仕方が出来るようになり、法律や事業の趣旨を基に個人で課題解決を考える

力が身についた。

・コンサルタント業務を、様々な視点から考えることが出来るようになった。

・社内外の他者が作成した資料を客観的な視点で見られるようになった。

・2回の実践実習で建設現場の経験をし、施工現場において設計成果と現場条件の不一致に対する対応（施工段階で

の提案・調整）を知ることが出来た。

２）対外的な技術力

・行政から求められる資料の作成にあたって、行政の視点で資料作成し提供できるようになった。

・発注者や業務上で住民と話す際に事例紹介（メリット・デメリット、苦労話のネタ等を含めて）が出来るようになった。

・実際の災害・対策事例についての知識が増えたことにより、条件に応じた事例紹介や、資料の提供、提案が出来る

ようになった。

・水系砂防事業における地すべり災害の事業計画策定において、砂防事業全体を見据えた技術提案が出来るように

なった。

・土砂法の基礎調査で、法施行の背景や経緯等を詳しく学べたことで、自信をもって発注者との打合せ・対応が出来る

ようになった。

３）人的資産等

・講座で学んだことで、様々な先生方、行政幹部、土研、砂防フロンティア等の砂防関係機関の方と面識が出来、学会

などの機会で話をできるようになった。

・苦楽を共にした他社の同級生や先輩、後輩との出会いは大きな財産になった。

• 社会人として実務を経験した後、学生として学びの機会を得られたことで、大きく本人を成長させた。

• 専門科目に加えて人文・社会科学系の知見を得たことは、防災の意義について考える機会を与えてもら
い、非常に有益なものになった。

• コンサルタントでは、計画や設計が中心で工事に関わる機会は少ないため、災害と対策工事の現場で
実践的に学べたことは、警戒避難や工事の課題について気づかされることがあり、貴重な経験になった。

• 講義、現地調査、修論研究等を通して、発注者側の考え方を理解できたことによって、砂防事業全体を
見据えた技術提案も出来るようになり、今後の実務に非常に有益な経験になった。

• 法施行の背景や経緯、災害後の対応、ソフト対策、砂防施設の配置計画など、学んだ幅広い知識と考え
方をもとに、多角的に顧客との打ち合わせが行えるようになった。

• 修論研究の成果として、工夫したプレゼンテーションが出来るようになった。

• 大学でご指導を受けた先生、講師の方と面識が出来たことで、人脈という成果を得たことは大きな財産
である。

• 2年間の学生生活で、技術者としての実務に直結すると期待するものではないが、 体系的な基礎知識
と砂防実務に携わる責任者から「業務に対する判断のポイント」を学び、さらに論文作成による専門的な
知識、技術の習得を目指したことで、業務遂行にかかる判断能力が高まり、業務を安心して任せること
が出来るようになった。

• 現在は、主たる担当技術者として業務に従事しているが、管理技術者として独り立ちすることが見通せ
るようになってきている。砂防分野の中核として育つことを期待している。

環境防災学講座で学んだ勉学・研究の成果（派遣会社）
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講座のスタッフ

教授 准教授 事務

西本晴男
（H22.4-H30.3）

石井靖雄
（H22.4-H25.3）
【国研土木研究所上席研究員】

水野秀明
（H24.4-H27.3）
【九州大学大学院准教授】

秋山一弥
（H27.4-H30.3）

倉持紀子
（H22.4-H26.9）

小笠原初美
（H26.4-H28.3）

黒澤円香
（H27.4-H29.3）

赤尾美佐
（H28.4-H30.3）

※

※国際土石流会議担当

※所属は平成30年3月現在

環境防災研究棟の四季

H29.11

H29.8

H30.1

H29.4

大学中央バス停

大学中央バス停

春

大学中央バス停

夏

秋 冬
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○山岳地域を取り巻く環境問題の解決、山岳生態系の持続的管理などに対応できる知識と
技術を備えた人材育成を目指して、筑波大学、信州大学、静岡大学、山梨大学の4大学
が連携する大学院 （博士前期課程）として、平成29年4月より開設。

○教育の3本柱⇒①山岳環境（生態）の保全 ②林業活性化 ③中山間地の防災

山岳科学学位プログラム

○山岳域の諸課題に係る、国家・地方公務員、国関係研究機関の研究員となる人材を育成
○国、研究機関等にインターンシップを受け入れてもらい、院生が実践的な専門知識と技術
を習得

ー

〇概要
◇環境科学専攻で専門科目として、環境防災学に関する２科目を開設予定。

/講義は、非常勤講師として国交省砂防部の行政官、国総研・土研の研究者に行って
いただく予定。

/平成29年度に開設された「山岳科学学位プログラム」における重要科目に位置付けさ
れる。

◇奨学寄附金で整備した「環境防災研究棟」は、筑波大学における防災関係の教育・研究
の拠点として活用予定。

〇開設科目の名称・内容・講師

平成30年度以降について

科目名 内容 講師

環境防災計画論
（1単位、時間割講義）

豪雨や火山噴火、地震、地球温暖化の影響などに
よる環境の劇的な変化とそれに伴う土砂災害にか
かわる現象とその対策について考究する。

国総研、土研
等の研究者

環境防災政策論
（1単位、集中講義）

土砂災害対策を中心とする環境防災にかかわる、
施策、行政システム、予算制度、災害対応方策等に
ついて講述する。

国交省本省の
行政官
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ま と め

• 業務多忙の中、講義を担当していただいた非常勤講師の先生方、並びに実
践実習・現地調査先の会社・機関と担当者の方々のお陰をもちまして講座の
運営を行いうことが出来ました。心から御礼を申し上げます。

• 社会人学生諸氏は、所属会社に感謝しつつ、勉学に励みました。

• 修了生は、学んだ知識・自己の資質向上を生かし、立派に業務に従事してお
り、技術力の向上と社会人としてのキャリアップを実現しています。

• 寄付講座「環境防災学」の運営に、ご指導・ご協力いただいた大学当局と先
生方並びに一般財団法人砂防フロンティア整備推進機構に感謝いたします。

• 講座終了後は、関係機関のご協力のもと、環境防災学関係の2科目が開講
され、筑波大学大学院における環境防災の教育が継続される予定です。
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5 月 17 日に、筑波大学総合研究棟Ａ公開講義室 110 において「環境防災学プログラム」 

キックオフフォーラムを開催した。このフォーラムは、生命環境科学研究科に「環境防災 

プログラム」が開設されたことをふまえ、環境防災学の課題と本プログラムの意義・使命 

について検討し、筑波大学としての本プログラム遂行への決意を新たにすることを目的と 

した。 

フォーラムは、元山古志村村長の長島忠美衆議院議員より「新潟県中越地震からの復興 

と教訓」と題し、基調講演をいただいた。長島先生からは、住民と一緒になって新潟県中 

越地震による激甚災害からの復興を目指した当時の熱い思いをご講演いただいた。また、 

パネル討論では、3 名のパネリストの立場から見た環境防災学上の課題について話題提供が 

なされ、会場からの意見も交えながら、環境防災学の今後に向けて活発な議論が交わされ 

た。キックオフフォーラムは、学内外より 101 名の参加を得た。 

 

日 時：平成 22 年 5 月 17 日（月）13:15～16:30 
会 場：筑波大学 総合研究棟 A 110 公開講義室 

祝 辞：筑波大学 副学長 清水一彦 

国土交通省河川局砂防部長 牧野裕至 

(財)砂防フロンティア整備推進機構 理事長 森俊勇 

基調講演：新潟県中越地震からの復興と教訓 

長島忠美 元山古志村村長（衆議院議員） パネル討論：環境防

災学の明日を探る 

パネリスト 岡本正男 (社)全国治水砂防協会理事長 

牧野裕至 国土交通省砂防部長 

山崎 登 ＮＨＫ解説副委員長 

座長 西本晴男 筑波大学大学院生命環境科学研究科 教授 

 

   

清水副学長の祝辞 基調講演を行う長島議員 ＮＨＫ山崎解説副委員長ら 

によるパネル討論の様子 

キックオフフォーラム（平成 22 年 5 月 17 日） 
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平成 22 年 5 月 31 日 建設通信新聞 5 面 

平成 22 年 6 月 30 日 砂防と治水 Vol.43, No.2, pp65-67 
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4 
 

 

 

 

 

※長島忠美先生は平成 29 年 8 月 16 日に逝去されました。ここに謹んでご冥福をお祈り 

 いたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 22 年 7 月 Tsukuba Communication vo.8 p.24
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7 月 13 日、砂防会館（東京都千代田区）において「環境防災学プログラム」環境防災学 

講演会を開催した。この講演会は、環境防災についての議論を深めるとともに、平成 22 年 

度から筑波大学大学院に設置した寄附講座「環境防災学」と筑波大学における社会人入学 

制度等について、学外に広く案内することを目的として開催した。 

講演会は、清水一彦筑波大学副学長の「筑波大学における教育研究と社会連携」と題す る

特別講演、南哲行国土交通省砂防部砂防計画課長による「砂防は何を目指しているのか」 と

題する特別講演を行って頂いた。その後、財団法人砂防フロンティア整備推進機構の森 俊

勇理事長に「砂防分野の技術者育成」と題する講演を頂き、西本晴男教授（筑波大学生 命

環境科学研究科、環境科学専攻・持続環境学専攻）が「環境防災学について」と題する 講

演を行った。 

会場には、建設コンサルタント会社の技術者をはじめ、産官学から 100 人を超える方々 

が参加した。 

 

日 時：平成 22 年 7 月 13 日（火）14:30～17:00 
会 場：砂防会館 別館３Ｆ会議室「六甲」 

開会挨拶：筑波大学環境科学専攻長、持続環境学専攻長 内山裕夫 

特別講演：「筑波大学における教育研究と社会連携」 

筑波大学 副学長 清水 一彦 

「砂防は何を目指しているのか」  

国土交通省河川局砂防部砂防計画課 課長 南 哲行 

２．講 演 

「砂防分野の技術者育成」 

（財）砂防フロンティア整備推進機構 理事長 森 俊勇 

「環境防災学について」 

筑波大学大学院生命環境科学研究科 教授 西本 晴男 

 

   

特別講演をする清水副学長 南砂防計画課長の特別講演 講演する森理事長 

環境防災学講演会（平成 22 年 7 月 13 日） 
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環境防災学研究棟の建築工事着工にあたり、9 月 29 日に、施工者の主催により安全祈願 

祭が行われた。 

 

日 時：平成 22 年 9 月 29 日（水）午前 9:00～9:40 

場 所：筑波大学構内 環境防災学研究棟建設予定地 

（生物・農林学系 F 棟北側） 

出席者：筑波大学 山田学長、清水副学長、森本副学長、鈴木副学長ほか 

（財）砂防フロンティア整備推進機構 理事長（代理 大田総務部長） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境防災学研究棟安全祈願祭（平成 22 年 9 月 29 日）
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平成 22 年 9 月 30 日 建設通信新聞 5 面 
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平成 23 年 5 月 31 日 建設通信新聞 6 面 
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平成 23 年 7 月 8 日 建設通信新聞 5 面 
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環境防災学研究棟の建築工事着工にあたり、７月６日に、新たに完成した筑波大学環境防災

研究棟の披露式を開催しました。また、披露式に引き続き、第２回環境防災セミナーが開催さ

れ、元筑波大学教授の天田高白先生より「環境科学と防災」と題するご講演をいただきました。 
 
日 時：平成 23 年 7 月 6 日（水）13:30～ 
場 所：環境防災研究棟正面玄関前 
出席者：筑波大学 山田学長、清水副学長、白岩生命環境科学研究科長 
    （財）砂防フロンティア整備推進機構 理事長 

国土交通省水管理・国土保全局砂防部 南部長ほか 85 名 
次 第 開式の辞  司会 持続環境学専攻教授  西本晴男 

学長挨拶                山田信博 
来賓祝辞  砂防フロンティア整備推進機構理事長 森俊勇 
感謝状贈呈 
テープカット 
閉式の辞  司会 持続環境学専攻教授  西本晴男 

 
 
 

 
山田信博学長の挨拶 

 

 

─ 87 ─



11 
 

 

 

テープカット：右から、南哲行 国土交通省砂防部長、森俊勇 砂防フロンティア整備推進機構

理事長、山田信博 学長、清水一彦 副学長、白岩善博 生命環境科学研究科長 
 

 

 
山田学長の揮毫による環境防災研究棟の看板 
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筑波大学大学院環境防災学講座は、土砂災害対策に関する高度な専門技術者と研究者を養成す

る必要性が高まってきていることをふまえ、一般財団法人砂防フロンティア整備推進機構から

の寄附金により平成 22 年 4 月に設置され、平成 30 年 3 月をもって 8 年間の活動を終了する

こととなった。８年間の講座の活動について学内外に報告することを目的として，環境防災学

講座成果報告会を平成 29 年 11 月 29 日に環境防災研究棟で行い，当日は約 80 名が出席した。 
 報告会のプログラムは以下のとおりである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

環境防災学成果報告会（平成29年 11月 29日）
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建設通信新聞記事 2 面（平成 29 年 12 月 4 日） 
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平成 21 年 5 月 25 日に、一般財団法人砂防フロンティア整備推進機構より筑波大学学長宛

に「寄附講座設置申請書」により寄附講座の設置の申請がなされた。 
これを受け、学内の審議を経て平成 21 年 9 月 24 日付で学長より平成 22 年 4 月 1 日～平成

27 年 3 月 31 日までの寄附講座の設置が承認された。 
また、平成 26 年 3 月 24 日に、一般財団法人砂防フロンティア整備推進機構より筑波大学

学長宛に「寄附講座設置期間延長申請書」により寄附講座の設置期間の延長の申請がなされた。 
これを受け、学内の審議を経て平成 26 年 7 月 25 日付で学長より平成 27 年 4 月 1 日～平成

30 年 3 月 31 日までの寄附講座の期間延長が承認された。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

寄附講座（環境防災学）の設置と期間延長

寄付講座の設置について（通知） 

─ 93 ─
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寄附講座申請書 

─ 94 ─
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 寄附講座延長申請書 

寄付講座の設置について（通知） 

─ 95 ─
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２.教育 

 

 

 平成 22-29 年度実施学期・曜時限・単位取得者数一覧 

 平成 22-29 年度授業関連セミナー実施状況一覧 

 平成 22-29 年度セミナー実施状況一覧 

 平成 22-29 年度講師一覧 

 平成 22-29 年度講義内容一覧 

 平成 22-29 年度現地調査箇所一覧 

 年度毎授業科目一覧 

年度毎時間割 

年度毎学年暦 

修了生・在学生一覧 

博士論文・修士論文一覧 

実践実習実績一覧 
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　　　　筑波大学大学院環境防災学講座　平成22-29年度講師一覧

平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年
環境防災学（H22-29年度） ⻄本 晴男(10) ⻄本 晴男(10) ⻄本 晴男(10) ⻄本 晴男(10) ⻄本 晴男(10) ⻄本 晴男(10) ⻄本 晴男(10) ⻄本 晴男(10)
フィールド環境防災学 ⽯井 靖雄(10) ⽯井 靖雄(10) ⽯井 靖雄(10) ⽯井 靖雄（6） ⽯井 靖雄（6） ⽯井 靖雄（4） ⽯井 靖雄（4）
（H22-28年度） ⼩⼭内 信智（2） ⼩⼭内 信智（1） 藤沢 和範（1） 藤沢 和範（1）

⽔野 秀明（1） 井上 公夫（1） 井上 公夫（1） 井上 公夫（1）
⽯塚 忠範（1） ⽯⽥ 公司（1） ⽯⽥ 公司（1）
秋⼭ ⼀弥（1） 桜井 亘 （1） 桜井 亘 （1）

國友 優 （1） 野呂 智之（1）
⽔野 秀明（1） ⽔野 秀明（1）

環境防災危機管理論 坂⼝ 哲夫（2） 坂⼝ 哲夫（2） ⽔野 秀明（6） ⽔野 秀明（9） ⽔野 秀明（9） 秋⼭ ⼀弥（7） 秋⼭ ⼀弥（10） 秋⼭ ⼀弥（10）
（H22-29年度） 井上 公夫（4） 森  俊勇（1） 井上 公夫（2） 井上 公夫（1） ⼩⼭内 信智（1） ⽔野 秀明（3）

内⽥ 太郎（1） 後藤 宏⼆（1） 森  俊勇（1）
⻑島 忠美（1） 井上 公夫（1） 坂⼝ 哲夫（1）
本⾅ 茂 （1） 本⾅ 茂 （1）
⾦沢 真⼀（1） 前⽥ 昭浩（1）

⻑島 忠美（1）
環境防災計画論 ⼩⼭内 信智（3） ⼩⼭内 信智（3） ⼩⼭内 信智（3） ⼩⼭内 信智（2） ⼩⼭内 信智（1） 内⽥ 太郎（2） 桜井 亘 （2） 桜井 亘 （2）
（H22-29年度） 冨⽥ 陽⼦（2） 冨⽥ 陽⼦（2） 岡本 敦 （1） 内⽥ 太郎（2） 蒲原 潤⼀（2） 藤沢 和範（3） 藤沢 和範（1） 藤沢 和範（3）
※H26・28年度は環境防災計画論Ⅱ 林 真⼀郎（1） ⽔野 秀明（1） 内⽥ 太郎（2） 蒲原 潤⼀（1） 内⽥ 太郎（3） 桜井 亘 （2） 内⽥ 太郎（3） 内⽥ 太郎（2）
 H27・29年度は環境防災計画論Ⅰ 安⽥ 勇次（1） 林 真⼀郎（1） ⽔野 正樹（1） ⽔野 正樹（1） 藤村 直樹（1） 藤村 直樹（2） 藤村 直樹（2） 藤村 直樹（2）

池⽥ 暁彦（1） 池⽥ 暁彦（1） 林 真⼀郎（1） 林 真⼀郎（1） ⽊下 篤彦（2） ⽔野 秀明（1） ⽊下 篤彦（2） ⽔野 秀明（1）
菊井 稔宏（1） 安⽥ 勇次（1） 野村 康裕（1） 野村 康裕（2）

菊井 稔宏（1） 野呂 智之（1） 秋⼭ ⼀弥（1）
環境防災施設論 ⽥畑 茂清（2） ⽥畑 茂清（8） ⽥畑 茂清（2） ⽥畑 茂清（10） 牧野 裕⾄（2） 牧野 裕⾄（6） 牧野 裕⾄（2） 牧野 裕⾄（7）
（H22-29年度） 松井 宗廣（1） 栗⽥ 純司（1） ⼤⽮ 幸司（1） 林  数⼀（1） ⽥村 公平（1） 林  数⼀（1） 林  数⼀（1）
※H25・H27・29年度は環境防災施設論Ⅱ 濱崎 義弘（1） 渡部 ⽂⼈（1） ⽊村 佳嗣（2） ⽊村 佳嗣（2） 綿貫 明（1） ⽊村 佳嗣（2） 綿貫 明（1）
 H26・28年度は環境防災施設論Ⅰ 守⼭ 浩史（1） 岡⽥ 勝 （1） 守⼭ 浩史（2） 安⿑ 徳夫（1） 安⿑ 徳夫（1） 安⿑ 徳夫（1）

沼⽥ 克（1） 守⼭ 浩史（1） 萩原 弘 （1） 萩原 弘 （1） 守⼭ 浩史（2）
下條 和史（1） 佐伯 拓也（1） 森  雅⼈（1） 森  雅⼈（1）
佐藤 ⽂雄（1） 松井 宗廣（1） 綿貫 明（1） 綿貫 明（1）
⻑屋 勝博（1） 嶋  ⼤尚（1）
⽮⽥ 弘（1）

地域環境防災基本論 栗原 淳⼀（1） 森  俊勇（2） 森  俊勇（5） 森  俊勇（5） 森  俊勇（5） 森  俊勇（6） 森  俊勇（6）
（H22-28年度） 佐藤 保之（1） 牧  剛尓（1） ⼯藤 順 （1） 三島 和⼦（2） 三島 和⼦（2） ⽵⽥ 宣⼈（2） ⽵⽥ 宣⼈（2）
※H22・23年度は環境防災政策論Ⅰ 南  哲⾏（1） ⼯藤 順 （1） 北  俊夫（2） 北  俊夫（2） 北  俊夫（2） 北  俊夫（2） 北  俊夫（2）
 H24年度は地域環境防災論Ⅰ 後藤 宏⼆（1） ⽚⽥ 敏孝（1） 三島 和⼦（2）

⼭⼝ 真司（1） 三島 和⼦（1）
判野 充昌（1）
渡部 ⽂⼈（1）
北  俊夫（2）

地域環境防災実践論 三⽊ 洋⼀（4） 三⽊ 洋⼀（4） 三⽊ 洋⼀（3） 三⽊ 洋⼀（3） 三⽊ 洋⼀（3） 三⽊ 洋⼀（3） 三⽊ 洋⼀（3）
（H22-28年度） 牧野 裕⾄（1） 稲葉 秀作（1） 中村 浩之（2） 中村 浩之（2） 中村 浩之（2） 中村 浩之（2） 中村 浩之（2）
※H22・23年度は環境防災法令論 内⼭ 均志（1） 内⼭ 均志（1） 内⼭ 均志（1） 内⼭ 均志（1） 内⼭ 均志（1） 内⼭ 均志（1） 内⼭ 均志（1）
 H24年度は地域環境防災論Ⅱ 嵯峨⼭ 航（1） ⻑⾕川 ⽂伸（1） 藤平 ⼤ （1） 藤平 ⼤ （1） 藤平 ⼤ （1） 藤平 ⼤ （1） 藤平 ⼤ （1）

藤本 済 （1） 細川 容宏（1） 原⽥ 照美（1） 原⽥ 照美（1） 原⽥ 照美（1） 原⽥ 照美（1） 原⽥ 照美（1）
原⽥ 照美（1） 原⽥ 照美（1） 上原 博信（1） 上原 博信（1） 細川 容宏（1） 坪⽥ 浩昭（1） 坪⽥ 浩昭（1）
浅⽻ 淳 （1） 細川 容宏（1） 細川 容宏（1） 掛野 ⼤輔（1） 掛野 ⼤輔（1） 古川 幸男（1）

環境防災政策論【集中講義】 森  俊勇（2） 栗原 淳⼀（1） 今井 ⼀之（1） 酒⾕ 幸彦（8） 酒⾕ 幸彦（8） 酒⾕ 幸彦（8） ⻑井 義樹（8）
（H22-28年度） ⼭下 勝 （1） 森⼭ 裕⼆（1） ⼤野 宏之（1） ［⼤野 宏之］ ［⼤野 宏之］ ［⼤野 宏之］ ［⻄⼭ 幸治］
※H22・23年度は環境防災政策論Ⅱ 牧  剛尓（1） 浦  真 （1） 浦  真 （1）

⼯藤 順 （1） 三上 幸三（1） ⼭⼝ 真司（1）
⽚⽥ 敏孝（1） ⼭⼝ 真司（1） ⻄ 真左⼈（1）
北  俊夫（2） 中⾕ 洋明（1）
三島 和⼦（1）
判野 充昌（1）

国際環境防災論【集中講義】 ⼤井 英⾂（1） 下⽥ 義⽂（1） 下⽥ 義⽂（1） 下⽥ 義⽂（1） 下⽥ 義⽂（1） 下⽥ 義⽂（1） 下⽥ 義⽂（1）
（H22-28年度） 下⽥ 義⽂（1） ⼤井 英⾂（1） ⼤井 英⾂（1） ⼤井 英⾂（1） ⼤井 英⾂（1） ⼤井 英⾂（1） ⼤井 英⾂（1）

井上 美公（1） 井上 美公（1） 志鷹 新樹（1） ⽯⿊ 久 （1） ⽯⿊ 久 （1） ⽯⿊ 久 （1） ⽯⿊ 久 （1）
⽯塚 忠範（1）
猪狩 哲夫（1）

環境防災⾼度技術論【集中講義】 森  俊勇（1） ⽔野 秀明 ⽔野 秀明 ⼩川 紀⼀朗（1） ⼩川 紀⼀朗（1） ⼩川 紀⼀朗（1）
（H23-28年度） 滝⼝ 太 （1） ⼭⽥ 真澄（1） ⼩野寺 浩 （1） ⼩野寺 浩（1） 伊藤 道夫（1） 星野 和彦（1）

髙橋 陪夫（1） 内藤 ⼀郎（1） 阿久津 亮夫（1） ⼾⽥ 謙⼀（1） 林  正之（1） 伊藤 道夫（1）
⼩川 紀⼀朗（1） ⼩川 紀⼀朗（1） ⼩川 紀⼀朗（1） 星野 和彦（1） 林  正之（1）

環境防災マネジメント論 星野 和彦（3）
（H22年度のみ） 堀内 成郎（2）

杉尾 邦江（1）
⾚⼟ 攻 （1）
粟⽥ 純司（1）
⼤⽮ 幸司（1）
⻄岡 聡 （1）

環境防災特別講義 近藤 浩⼀（3） 近藤 浩⼀（3）
（H22・H23年度のみ） 原  義⽂（1） 原  義⽂（1）

内⽥ 太郎（2） 内⽥ 太郎（1）
井上 公夫（1） 井上 公夫（1）
⼭越 隆雄（1） ⼭越 隆雄（1）
藤澤 和範（1） 野呂 智之（1）
野呂 智之（1） ⽯塚 忠範（1）

武⼠ 俊也（1）

※    はとりまとめ講師、⾚字はセミナー講師
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日

行
き

先
目

的
教

員
院

生

富
士

川
砂

防
・

松
本

砂
防

現
地

調
査

調
査

平
成

23
年

4月
27

日
～

4月
28

日
山

梨
県

・
長

野
県

御
勅

使
川

、
大

武
川

、
牛

伏
川

、
平

川
、

松
川

、
浦

川
西

本
亀

澤

福
井

県
砂

防
施

設
等

現
地

調
査

調
査

平
成

23
年

5月
12

日
～

5月
13

日
福

井
県

歴
史

的
砂

防
施

設
・

災
害

後
の

緊
急

対
策

・
ア

ー
チ

式
砂

防
堰

堤
街

づ
く

り
一

体
型

流
路

工
・

集
落

雪
崩

対
策

に
つ

い
て

調
査

を
行

う
西

本
亀

澤
、

千
葉

新
潟

県
砂

防
施

設
等

現
地

調
査

調
査

平
成

23
年

6月
28

日
新

潟
県

魚
野

川
流

域
と

旧
山

古
志

村
の

中
越

地
震

後
の

砂
防

事
業

に
つ

い
て

、
ま

た
地

す
べ

り
対

策
や

砂
防

堰
堤

な
ど

の
状

況
調

査
を

行
う

西
本

亀
澤

、
千

葉
、

尾
関

、
黄

新
潟

県
雪

崩
・

地
す

べ
り

対
策

調
査

調
査

平
成

23
年

7月
26

日
～

7月
27

日
新

潟
県

万
内

川
砂

防
、

地
す

べ
り

災
害

地
西

本
亀

澤

熊
本

県
活

火
山

地
域

砂
防

施
設

調
査

調
査

平
成

23
年

8月
4日

～
8月

5日
鹿

児
島

県
・

熊
本

県
活

火
山

地
域

の
土

石
流

対
策

・
施

設
維

持
管

理
・

火
山

観
測

監
視

・
深

層
崩

壊
と

土
石

流
及

び
そ

の
対

策
に

つ
い

て
調

査
を

行
う

西
本

亀
澤

、
千

葉
、

尾
関

北
海

道
砂

防
施

設
等

現
地

調
査

調
査

平
成

23
年

8月
22

日
～

8月
25

日
北

海
道

樽
前

山
・

有
珠

山
・

十
勝

岳
の

火
山

砂
防

、
東

大
北

海
道

演
習

林
で

は
森

林
施

業
、

生
態

系
に

つ
い

て
調

査
を

行
う

西
本

亀
澤

、
千

葉
、

尾
関

、
黄

兵
庫

県
鋼

製
砂

防
構

造
物

現
地

調
査

調
査

平
成

23
年

9月
8日

兵
庫

県
鉄

製
砂

防
堰

提
の

鉄
製

部
材

の
製

造
工

程
に

つ
い

て
製

造
工

場
で

調
査

西
本

新
潟

県
砂

防
施

設
等

現
地

調
査

調
査

平
成

23
年

10
月

17
日

～
10

月
18

日
新

潟
県

粗
石

コ
ン

ク
リ

ー
ト

砂
防

堰
提

・
ア

ー
チ

式
砂

防
堰

堤
に

つ
い

て
と

河
道

閉
塞

対
策

、
竜

光
遊

砂
地

を
調

査
を

行
う

西
本

亀
澤

、
尾

関
、

田
中

照
沼

、
朱

栃
木

県
日

光
砂

防
堰

堤
現

地
調

査
調

査
平

成
23

年
10

月
28

日
栃

木
県

稲
荷

川
砂

防
堰

堤
西

本
亀

澤

新
潟

県
大

正
年

間
施

行
床

固
め

工
郡

構
造

調
査

調
査

平
成

23
年

11
月

7日
～

11
月

8日
新

潟
県

関
川

水
系

支
川

の
万

内
川

の
砂

防
堰

堤
群

の
う

ち
特

に
大

正
年

間
施

工
の

日
蔭

沢
床

固
め

工
群

の
構

造
に

つ
い

て
調

査
を

行
う

西
本

亀
澤

、
田

中
、

朱
、

黄

京
都

府
雲

原
砂

防
施

設
等

現
地

調
査

調
査

平
成

23
年

11
月

28
日

～
11

月
29

日
京

都
府

「
雲

原
砂

防
施

設
群

」
に

つ
い

て
、

事
業

実
施

に
い

た
っ

た
背

景
、

施
設

と
地

域
の

現
況

な
ど

の
調

査
を

行
う

西
本

亀
澤

、
千

葉
、

田
中

長
崎

県
火

山
噴

火
防

災
に

関
す

る
現

地
調

査
調

査
平

成
24

年
3月

8日
～

3月
9日

長
崎

県
雲

仙
普

賢
岳

の
火

山
砂

防
事

業
の

現
況

に
つ

い
て

無
人

化
施

工
に

よ
る

ソ
イ

ル
セ

メ
ン

ト
を

使
用

し
た

砂
防

堰
堤

、
導

流
堤

を
調

査
西

本
亀

澤
、

千
葉

、
朱

、
黄

三
重

県
林

業
経

営
・

土
石

流
対

策
調

査
調

査
平

成
24

年
3月

19
日

～
3月

20
日

三
重

県
速

水
林

業
に

お
い

て
林

業
経

営
の

実
態

、
施

業
方

法
な

ど
に

つ
い

て
ま

た
西

之
貝

戸
川

に
て

、
土

石
流

・
流

木
対

策
砂

防
施

設
群

を
調

査
西

本
千

葉
、

朱
、

黄

山
口

県
防

府
市

災
害

聞
き

取
り

調
査

調
査

平
成

24
年

3月
20

日
～

3月
21

日
山

口
県

西
本

田
中

土
木

研
究

所
雪

崩
・

地
す

べ
り

研
究

セ
ン

タ
ー

環
境

防
災

学
講

座
　

平
成

23
年

度
現

地
調

査
実

習
　

実
施

一
覧

表
備

考
：

随
行

者
(現

地
案

内
説

明
等

)な
ど

富
士

川
砂

防
事

務
所

福
井

土
木

事
務

所
・

福
井

土
木

事
務

所
福

井
県

砂
防

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

協
会

川
端

氏
国

土
交

通
省

北
陸

地
方

整
備

局
湯

沢
砂

防
事

務
所

京
都

府
中

丹
西

土
木

事
務

所
、

京
都

府
砂

防
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
協

会
中

川
氏

、
上

田
氏

国
土

交
通

省
九

州
地

方
整

備
局

雲
仙

復
興

事
務

所
速

水
林

業
会

長
 速

水
透

氏
（

独
）

土
木

研
究

所
 水

野
主

任
研

究
員

大
隅

河
川

国
道

事
務

所
・

鹿
児

島
県

北
薩

地
域

振
興

局
・

熊
本

県
芦

北
坂

復
興

局
国

土
交

通
省

北
海

道
開

発
局

建
設

部
東

京
大

学
北

海
道

演
習

林
柴

野
教

授

（
株

）
神

戸
製

鋼
鉄

鋼
・

砂
防

部

国
土

交
通

省
北

陸
地

方
整

備
局

湯
沢

砂
防

事
務

所

新
潟

県
新

井
砂

防
事

務
所

土
木

研
究

所
雪

崩
・

地
す

べ
り

研
究

セ
ン

タ
ー
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出
張

名
属

性
年

月
日

行
き

先
目

的
教

員
院

生
神

奈
川

県
根

府
川

山
津

波
現

地
調

査
調

査
平

成
24

年
5月

1日
～

5月
2日

神
奈

川
県

小
田

原
市

関
東

大
震

災
直

後
に

発
生

し
た

山
津

浪
に

関
す

る
現

地
調

査
及

び
ヒ

ア
リ

ン
グ

西
本

水
野

田
中

つ
く

ば
市

竜
巻

災
害

現
地

調
査

調
査

平
成

24
年

5月
17

日
茨

城
県

つ
く

ば
市

竜
巻

災
害

の
状

況
調

査
西

本
田

中
、

大
村

安
海

、
黄

平
成

24
年

度
砂

防
学

会
研

究
発

表
会

発
表

会
平

成
24

年
5月

23
日

～
5月

25
日

高
知

県
高

知
市

環
境

防
災

講
座

か
ら

の
発

表
千

葉
（

卒
業

生
）

亀
澤

（
卒

業
生

）
田

中
、

黄
西

本
水

野

尾
関

、
照

沼
、

秋
山

田
中

、
大

村
、

朱
、

黄
（

卒
業

生
：

千
葉

、
亀

澤
）

砂
防

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

全
国

の
集

い
土

砂
災

害
防

止
全

国
の

集
い

研
修

会
平

成
24

年
6月

6日
～

6月
7日

長
崎

県
長

崎
市

、
島

原
市

全
国

の
集

い
に

参
加

。
砂

防
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
活

動
状

況
及

び
土

砂
災

害
防

止
に

対
す

る
最

新
動

向
を

確
認

西
本

石
井

田
中

高
知

県
平

鍋
深

層
崩

壊
等

調
査

調
査

平
成

24
年

7月
2日

～
7月

3日
高

知
県

平
鍋

、
徳

島
県

善
徳

平
鍋

深
層

崩
壊

（
高

知
県

）
、

善
徳

地
す

べ
り

（
徳

島
県

）
の

現
地

調
査

水
野

大
村

、
安

海

福
井

県
砂

防
施

設
等

調
査

調
査

平
成

24
年

7月
30

日
～

7月
31

日
福

井
県

福
井

市
、

越
前

市
岡

本
川

砂
防

・
神

宮
宮

流
路

工
、

ア
カ

タ
ン

砂
防

、
河

野
ト

ン
ネ

ル
河

川
、

玉
川

ト
ン

ネ
ル

事
故

、
飯

降
山

雪
崩

対
策

な
ど

の
現

地
調

査
西

本
田

中
、

大
村

、
安

海

富
山

県
及

び
立

山
砂

防
砂

防
施

設
等

現
地

調
査

調
査

平
成

24
年

8月
2日

～
8月

3日
富

山
県

立
山

町
常

願
寺

川
水

系
雑

穀
林

、
白

岩
川

水
系

栗
ノ

谷
、

立
山

カ
ル

デ
ラ

等
の

現
地

調
査

水
野

尾
関

、
照

沼
、

田
中

大
村

、
安

海
兵

庫
県

鋼
製

砂
防

構
造

物
現

地
調

査
調

査
平

成
24

年
8月

7日
～

8月
8日

兵
庫

県
朝

来
市

、
作

用
町

朝
来

市
、

作
用

町
の

鋼
製

砂
防

施
設

（
流

木
対

策
施

設
）

の
現

地
調

査
西

本
水

野
尾

関
、

田
中

、
大

村
、

安
海

中
国

会
議

平
成

24
年

8月
11

日
～

8月
17

日
中

国
　

成
都

土
石

流
会

議
西

本
朱

、
黄

広
島

県
砂

防
施

設
等

現
地

調
査

調
査

平
成

24
年

8月
20

日
～

8月
21

日
広

島
県

福
山

市
、

廿
日

市
堂

々
川

、
白

糸
川

、
紅

葉
谷

の
砂

防
施

設
群

等
の

現
地

調
査

石
井

大
村

、
安

海

北
海

道
砂

防
施

設
等

現
地

調
査

調
査

平
成

24
年

8月
27

日
～

8月
30

日
北

海
道

苫
小

牧
市

等
樽

前
山

火
山

砂
防

、
有

珠
山

火
山

砂
防

、
十

勝
岳

火
山

砂
防

東
大

北
海

道
演

習
林

等
の

現
地

調
査

西
本

石
井

尾
関

、
田

中
、

大
村

、
安

海

静
岡

県
富

士
砂

防
現

地
調

査
調

査
平

成
24

年
10

月
16

日
～

10
月

17
日

静
岡

県
富

士
宮

市
大

沢
崩

れ
源

頭
部

、
大

沢
扇

状
地

等
の

現
地

調
査

石
井

水
野

田
中

、
安

海
、

朱
、

黄
Ra

dz
i(J

AI
CA

研
修

生
)

三
重

県
豪

雨
災

害
現

地
調

査
調

査
平

成
24

年
10

月
22

日
三

重
県

い
な

べ
市

い
な

べ
市

豪
雨

災
害

に
係

わ
る

ヒ
ア

リ
ン

グ
と

現
地

調
査

水
野

大
村

、
朱

Ra
dz

i(J
AI

CA
研

修
生

)
広

島
県

警
戒

雛
体

制
に

関
す

る
調

査
調

査
平

成
24

年
10

月
29

日
～

10
月

30
日

広
島

県
 宮

島
広

島
県

に
お

け
る

警
戒

避
難

基
準

雨
量

に
関

す
る

調
査

、
宮

島
の

砂
防

施
設

調
査

水
野

Ra
dz

i(J
AI

CA
研

修
生

)

高
知

県
平

鍋
深

層
崩

壊
等

調
査

2
調

査
平

成
24

年
11

月
29

日
～

11
月

30
日

高
知

県
北

川
村

平
鍋

深
層

崩
壊

及
び

対
策

施
設

調
査

水
野

大
村

、
安

海
、

学
部

生
1名

H2
4九

州
北

部
豪

雨
現

地
調

査
調

査
平

成
24

年
12

月
6日

～
12

月
10

日
熊

本
県

阿
蘇

市
H2

4九
州

北
部

豪
雨

の
土

石
流

痕
跡

の
調

査
宮

本
水

野
安

海

神
奈

川
県

根
府

川
山

津
波

現
地

調
査

調
査

平
成

24
年

12
月

14
日

～
12

月
15

日
神

奈
川

県
小

田
原

市
関

東
大

震
災

直
後

に
発

生
し

た
山

津
浪

に
関

す
る

現
地

調
査

ほ
か

西
本

大
村

長
野

県
伊

那
谷

地
域

調
査

調
査

平
成

25
年

2月
25

日
～

2月
26

日
長

野
県

伊
那

谷
地

域
36

災
害

、
H1

8年
豪

雨
災

害
被

災
地

の
調

査
及

び
伊

那
谷

の
災

害
教

訓
伝

承
を

考
え

る
座

談
会

へ
の

参
加

西
本

大
村

、
安

海

台
湾

小
林

村
調

査
ほ

か
調

査
平

成
25

年
3月

4日
～

3月
8日

台
南

市
、

高
雄

縣
屏

東
縣

、
台

北
市

（
台

湾
）

M
or

ak
ot

台
風

時
、

深
層

崩
壊

に
よ

る
被

害
を

受
け

た
小

林
村

の
調

査
、

成
功

大
学

と
の

意
見

交
換

、
台

北
市

で
の

人
口

斜
面

対
策

調
査

西
本

石
井

大
村

、
安

海

国
土

交
通

省
四

国
地

方
整

備
局

四
国

山
地

砂
防

事
務

所

砂
防

フ
ロ

ン
テ

ィ
ア

整
備

推
進

機
構

 井
上

技
師

長

国
土

交
通

省
中

部
地

方
整

備
局

天
竜

川
上

流
河

川
事

務
所

長
野

県

福
井

県
丹

南
、

福
井

、
奥

越
土

木
事

務
所

福
井

県
砂

防
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
協

会
川

端
氏

、
山

田
氏

(株
)神

戸
製

鋼
所

 鉄
鋼

・
砂

防
部

四
国

山
地

砂
防

事
務

所

富
山

県
土

木
部

砂
防

課
立

山
砂

防
事

務
所

環
境

防
災

学
講

座
　

平
成

24
年

度
現

地
調

査
実

習
　

実
施

一
覧

表
備

考
：

随
行

者
(現

地
案

内
説

明
等

)な
ど

ペ
ン

シ
ョ

ン
「

星
ケ

山
」

オ
ー

ナ
ー

内
田

さ
ん

他
、

根
府

川
地

区
の

古
老

の
皆

さ
ん

当
初

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

と
し

て
参

加
予

定
が

、
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
受

付
一

時
中

止
と

な
っ

た
為

現
地

調
査

の
み

を
実

施

発
表

は
院

生
全

員
(2

4日
)2

5日
の

現
地

研
修

会
は

朱
、

黄
の

み
参

加
。

尾
関

・
照

沼
・

秋
山

は
会

社
の

発
表

と
し

て
参

加

西
本

教
授

は
6日

の
全

国
の

集
い

の
み

参
加

。
石

井
准

教
授

と
田

中
は

7日
の

現
地

研
修

会
も

参
加

い
な

べ
市

役
所

（
副

所
長

、
総

務
課

）

筑
波

大
学

堀
田

准
教

授

広
島

県
土

木
部

砂
防

課

室
蘭

開
発

建
設

部
治

水
課

、
苫

小
牧

河
川

事
務

所
旭

川
開

発
建

設
部

、
富

良
野

出
張

所

富
士

砂
防

事
務

所
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出
張
名

属
性

年
月
日

行
き
先

目
的

教
員

院
生

霞
ヶ
浦
及
び
利
根
川
に
お
け
る

治
水
事
業
の
現
状
調
査

調
査

平
成
25
年
4月

24
日

千
葉
県
香
取
市

利
根
川
に
お
け
る
治
水
事
業
の
現
状
調
査
、

霞
ヶ
浦
周
辺
の
護
岸
等
治
水
対
策
の
調
査

水
野

安
海

新
潟
県

山
古
志
地
区
現
地
調
査

調
査

平
成
25
年
５
月
16
日

～
5月

17
日

新
潟
県
長
岡
市

土
砂
災
害
現
場
の
現
地
調
査

西
本

田
中

利
根
川
水
系
連
合
水
防
演
習

演
習

平
成
25
年
５
月
17
日

～
5月

18
日

千
葉
県
香
取
市

水
害
に
対
す
る
危
機
管
理
体
制
の
調
査

水
野

大
村
、
安
海

平
成
25
年
度

砂
防
学
会
研
究
発
表
会

発
表
会

平
成
25
年
５
月
29
日

～
5月

30
日

静
岡
県

環
境
防
災
学
講
座
か
ら
の
発
表

大
村
、
安
海
、
田
中

西
本

水
野

大
村
、
安
海
、
王

関
根
、
田
中
、
西
村

土
砂
災
害
防
止
「
全
国
の
集
い
」

及
び
研
修
会

会
議

研
修
会

平
成
25
年
6月

5日
～
6月

7日
島
根
県

兵
庫
県

全
国
の
集
い
に
参
加
。
砂
防
関
係
者
と
土
砂

災
害
防
止
に
対
す
る
最
新
動
向
を
確
認
。

西
本

大
村
、
安
海

六
甲
砂
防
事
務
所
・
宝
塚
土
木
事
務
所

山
梨
県

砂
防
堰
提
の
現
地
調
査

調
査

平
成
25
年
6月

20
日

～
6月

21
日

山
梨
県

芦
安
砂
防
堰
提
、
大
武
川
砂
防
堰
堤
等
の

現
地
調
査

西
本

大
村
、
安
海

山
口
県

土
砂
災
害
発
生
箇
所
の
現
地
調
査

調
査

平
成
25
年
6月

27
日

～
6月

28
日

山
口
県
周
防
大
島
町

土
砂
災
害
発
生
箇
所
の
現
地
調
査
及
び

文
献
調
査
・
情
報
収
集

西
本

田
中

周
防
大
島
文
化
流
通
セ
ン
タ
ー

新
潟
県

防
災
教
育
の
実
践
に
関
す
る
打
合
せ

研
修
会

平
成
25
年
7月

2日
～
7月

3日
新
潟
県
長
岡
市

防
災
教
育
の
実
践
に
関
す
る
打
合
せ
及
び

現
地
調
査

西
本

田
中

福
井
県

砂
防
施
設
等
現
地
調
査

調
査

平
成
25
年
7月

10
日

～
7月

12
日

福
井
県

一
乗
谷
川
砂
防
・
岡
本
川
砂
防
・
地
す
べ
り
対
策

玉
川
ト
ン
ネ
ル
事
故
現
場
な
ど
の
現
地
調
査

西
本

王
、
関
根

田
中
、
西
村

新
潟
県

防
災
教
育
の
実
践
に
関
す
る
打
合
せ

研
修
会

平
成
25
年
7月

18
日

～
7月

19
日

新
潟
県
長
岡
市

防
災
教
育
の
実
践
に
関
す
る
打
合
せ
及
び

現
地
調
査

西
本

田
中

環
境
科
学
中
期
実
践
実
習
Ⅱ

実
習

平
成
25
年
7月

22
日

～
8月

2日
新
潟
県

葛
葉
山
腹
工
の
法
面
吹
付
工
、
ロ
ッ
ク
ボ
ル
ト
工
等
の

施
工
方
法
に
つ
い
て
体
験
す
る
と
と
も
に
、
砂
防
計
画
上

の
意
義
と
効
果
に
つ
い
て
調
査
を
す
る

水
野

安
海

環
境
科
学
中
期
実
践
実
習
Ⅱ

実
習

平
成
25
年
7月

22
日

～
8月

2日
新
潟
県

地
震
動
・
液
状
化
に
対
応
で
き
る
環
境
リ
サ
イ
ク
ル
に
資
す

る
土
質
改
良
工
法
に
つ
い
て
、
実
践
的
な
技
術
と
問
題
解
決

能
力
を
習
得
す
る

西
本

大
村

環
境
科
学
中
期
実
践
実
習
Ⅰ

実
習

平
成
25
年
7月

22
日

～
8月

2日
奈
良
県

河
道
閉
塞
箇
所
に
お
け
る
抜
本
対
策
工
事
の
計
画
及
び

設
計
・
施
行
方
法
を
体
験
し
、
手
法
を
習
得
す
る

西
本

西
村

環
境
科
学
中
期
実
践
実
習
Ⅰ

実
習

平
成
25
年
7月

22
日

～
8月

2日
富
山
県

常
願
寺
川
の
砂
防
施
設
の
工
事
及
び
そ
の
効
果
の
調
査

方
法
を
習
得
す
る

西
本

中
根

環
境
科
学
中
期
実
践
実
習
Ⅰ

実
習

平
成
25
年
7月

29
日

～
8月

9日
鹿
児
島
県

第
1有

村
川
堰
堤
工
事
の
施
行
を
体
験
す
る
と
共
に
、
桜
島
に

お
け
る
砂
防
ダ
ム
の
手
法
・
効
果
に
つ
い
て
調
査
を
す
る

水
野

関
根

環
境
科
学
中
期
実
践
実
習
Ⅰ

実
習

平
成
25
年
7月

29
日

～
8月

9日
兵
庫
県

砂
防
施
設
の
防
災
効
果
と
そ
の
製
造
・
施
工
法
に
つ
い
て
フ
ィ
ー
ル
ド
で

実
地
体
験
す
る
と
共
に
環
境
防
災
施
設
の
効
果
を
分
析
し
施
設
の

性
能
を
理
解
す
る

西
本

王

北
海
道
砂
防
フ
ィ
ー
ル
ド
調
査

調
査

平
成
25
年
8月

27
日

～
8月

30
日

北
海
道

火
山
砂
防
事
業
に
つ
い
て
、
樽
前
山
・
有
珠
山
地
域
の
火
山
を

事
例
に
計
画
、
設
計
、
施
工
、
維
持
管
理
に
つ
い
て
調
査
を
す
る

西
本

西
村
、
関
根
、
王

立
山
砂
防

砂
防
施
設
等
現
地
調
査

調
査

平
成
25
年
9月

5日
～
9月

6日
富
山
県
立
山
町

立
山
砂
防
事
務
所
管
内
の
白
岩
砂
防
堰
堤
等
砂
防
施
設
の

設
置
状
況
及
び
建
設
状
況
を
調
査
す
る

西
本

西
村
、
関
根
、
王

株
式
会
社
神
戸
製
鋼
所
　
守
山
様

国
土
交
通
省
立
山
砂
防
事
務
所

環
境
防
災
学
講
座
　
平
成
25
年
度
現
地
調
査
実
習
　
実
施
一
覧
表

備
考
：
随
行
者
(現

地
案
内
説
明
等
)な

ど

南
魚
沼
地
域
振
興
局

富
士
川
砂
防
事
務
所

長
岡
市
立
山
古
志
小
学
校

福
井
土
木
事
務
所
、
奥
越
土
木
事
務
所

丹
南
土
木
事
務
所

長
岡
市
立
山
古
志
小
学
校

株
式
会
社
守
谷
商
会
　
綿
貫
様

株
式
会
社
北
陸
ジ
オ
テ
ッ
ク
　
船
越
様

鹿
島
建
設
株
式
会
社
　
江
口
様

ダ
イ
チ
株
式
会
社
　
吉
川
様

株
式
会
社
野
添
組
　
枦
元
様
・
久
留
様
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会
議

平
成
25
年
9月

5日
～
9月

12
日

イ
ン
ド
ネ
シ
ア

に
参
加
し
研
究
発
表
を
行
う
と
共
に
、
情
報
収
集
を
す
る

水
野

安
海

砂
防
学
会
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム

及
び
那
智
川
現
地
調
査

会
議

調
査

平
成
25
年
10
月
8日

～
10
月
10
日

和
歌
山
県

シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
に
参
加
し
災
害
対
策
の
情
報
を
共
有
す
る
と
共
に
台
風
に

よ
り
生
じ
た
那
智
川
流
域
の
土
砂
災
害
状
況
を
調
査
す
る

西
本

大
村
、
安
海
、
関
根

土
木
研
究
所
講
演
会

会
議

平
成
25
年
11
月
5日

一
橋
大
学

講
演
を
聴
講
し
新
技
術
に
対
す
る
知
見
を
深
め
る

水
野

大
村
、
安
海
、
関
根

王
、
Ha

ro
ld
、
Ha

tta
、
Is
or
a

熊
本
県

八
反
川
及
び
土
井
川
流
域
調
査

調
査

平
成
25
年
11
月
17
日

～
11
月
20
日

熊
本
県
阿
蘇
市

土
石
流
の
流
下
痕
跡
を
調
査
す
る
と
共
に
現
在
の
地
形
の
調
査
を
行
う

水
野

安
海
、
関
根

日
光
砂
防
・
渡
良
瀬
川
河
川
事
務
所
内

砂
防
施
設
現
地
調
査

調
査

平
成
25
年
11
月
27
日

～
11
月
28
日

栃
木
県
日
光
市

①
大
谷
川
床
固
群
、
日
向
砂
防
堰
提
、
稲
荷
川
砂
防
堰
堤
群
等
を
調
査

②
足
尾
砂
防
堰
提
、
松
木
山
腹
工
等
の
現
地
調
査

西
本

大
村
、
安
海
、
王

関
根
、
田
中
、
西
村

熊
本
県

八
反
田
川
流
域
内
土
石
流
痕
跡
調
査

調
査

平
成
25
年
12
月
10
日

～
12
月
11
日

熊
本
県

八
反
田
川
砂
防
堰
堤
に
お
け
る
流
下
痕
跡
の
計
測
と
、
堆
積
土
砂
の

採
取
を
行
う

水
野

安
海

東
日
本
大
震
災
災
害
現
地
調
査

調
査

平
成
25
年
12
月
25
日

～
12
月
27
日

岩
手
県

地
震
が
引
き
起
こ
し
た
津
波
に
よ
る
、
防
波
堤
な
ど
の
構
造
物
の

被
災
状
況
の
調
査
を
行
う

水
野

大
村
、
安
海
、
関
根

東
京
大
学
愛
知
演
習
林
現
地
調
査

調
査

平
成
26
年
2月

6日
静
岡
県

東
京
大
学
演
習
林
試
験
地
に
お
い
て
、
海
外
砂
防
の
植
生
遷
移
に

関
す
る
現
地
調
査
を
行
う

西
本

大
村

鹿
児
島
県

桜
島
火
山
及
び
阿
蘇
火
山
現
地
調
査

調
査

平
成
26
年
2月

12
日

～
2月

15
日

鹿
児
島
県
・
熊
本
県

長
崎
県

①
水
野

大
村
、
関
根

Ha
ro
ld
、
Ha

tta
、
Is
or
a

愛
知
県

量
水
堰
現
地
調
査

調
査

平
成
26
年
2月

20
日

～
2月

21
日

愛
知
県
瀬
戸
市

愛
知
県
内
の
白
坂
量
水
堰
跡
ほ
か
量
水
堰
に
つ
い
て
現
状
比
較
等
の

調
査
を
行
う

西
本

大
村

広
島
県
・
山
口
県

砂
防
堰
提
現
地
調
査
及
び
研
究
報
告

調
査

平
成
26
年
2月

25
日

～
2月

27
日

広
島
県
・
山
口
県

呉
市
・
廿
日
市
市
及
び
防
府
市
の
砂
防
対
策
施
設
や
歴
史
的
砂
防
施
設

の
整
備
状
況
に
つ
い
て
現
地
調
査
を
行
う

西
本

大
村
、
関
根

大
阪
府
・
京
都
府

砂
防
施
設
現
地
調
査

調
査

平
成
26
年
3月

13
日

～
3月

14
日

大
阪
府
・
京
都
府

亀
の
瀬
地
す
べ
り
跡
地
及
び
亀
岡
砂
防
施
設
に
お
い
て
、
歴
史
的
砂
防

施
設
の
現
地
調
査
を
行
う

西
本

大
村

東
京
都
大
島

土
砂
災
害
跡
地
現
地
調
査

調
査

平
成
26
年
3月

20
日

東
京
都
大
島
町

台
風
に
よ
る
豪
雨
に
よ
り
発
生
し
た
土
砂
災
害
に
お
い
て
、
土
石
流

流
下
痕
跡
の
現
地
調
査
を
行
う

西
本

水
野

大
村
、
劉

大
隈
河
川
国
道
事
務
所
桜
島
砂
防
出
張
所

五
位
塚
事
務
所

主
催
：
砂
防
学
会

主
催
：
独
立
行
政
法
人
土
木
研
究
所
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出
張

名
属

性
年

月
日

行
き

先
目

的
教

員
院

生
土

砂
災

害
防

止
「

全
国

の
集

い
」

及
び

現
地

研
修

会
会

議
調

査
平

成
26

年
6月

4日
～

6月
6日

熊
本

県
熊

本
市

全
国

の
集

い
に

参
加

。
砂

防
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
活

動
状

況
お

よ
び

土
砂

災
害

防
止

に
対

す
る

最
新

動
向

を
確

認
西

本
王

、
関

根
、

中
根

、
西

村

広
島

土
石

流
災

害
跡

地
調

査
及

び
打

ち
合

わ
せ

調
査

平
成

26
年

6月
10

日
～

6月
12

日
高

知
県

・
広

島
県

H2
3に

発
生

し
た

土
石

流
災

害
跡

地
の

調
査

お
よ

び
土

石
流

の
氾

濫
計

算
（

数
値

計
算

）
に

関
す

る
打

ち
合

わ
せ

を
行

う
水

野
関

根

東
京

都
水

道
局

水
源

林
調

査
調

査
平

成
26

年
6月

25
日

山
梨

県
甲

府
市

故
諸

戸
北

郎
博

士
の

写
真

を
元

に
、

水
源

林
の

堰
堤

に
つ

い
て

渓
流

状
況

に
比

較
等

を
行

う
た

め
に

、
現

地
調

査
を

行
う

西
本

阿
部

福
井

砂
防

フ
ィ

ー
ル

ド
調

査
調

査
平

成
26

年
7月

14
日

～
7月

16
日

福
井

県
①

福
井

県
内

の
砂

防
施

設
調

査
 ②

現
地

に
お

け
る

施
工

上
・

計
画

上
の

工
程

調
査

③
H1

6年
福

井
豪

雨
災

害
の

復
旧

状
況

調
査

西
本

阿
部

、
江

藤
、

大
賀

神
保

、
劉

中
期

実
践

実
習

実
習

平
成

26
年

8月
4日

～
8月

8日
富

山
県

H2
6有

峰
地

区
渓

岸
対

策
（

水
谷

）
工

事
の

現
場

に
て

実
習

を
行

い
、

現
場

の
調

査
や

施
工

方
法

の
技

術
を

学
ん

だ
西

本
関

根

中
期

実
践

実
習

実
習

平
成

26
年

7月
22

日
～

8月
1日

奈
良

県
河

道
閉

塞
箇

所
に

お
け

る
抜

本
対

策
工

事
に

お
い

て
、

崩
壌

土
砂

堰
堤

の
安

定
を

図
る

為
の

砂
防

堰
堤

施
設

等
の

計
画

と
設

計
・

施
工

方
法

を
習

得
す

る
西

本
江

藤

中
期

実
践

実
習

実
習

平
成

26
年

7月
22

日
～

8月
1日

新
潟

県
地

震
動

・
液

状
化

に
対

応
出

来
る

環
境

リ
サ

イ
ク

ル
に

資
す

る
土

質
改

良
工

法
に

つ
い

て
、

環
境

防
災

の
観

点
か

ら
実

践
的

な
技

術
と

解
決

能
力

を
習

得
す

る
西

本
神

保

中
期

実
践

実
習

実
習

平
成

26
年

7月
28

日
～

8月
8日

長
野

県
大

桑
村

木
曽

川
水

系
越

百
川

砂
防

に
係

わ
る

堰
堤

築
造

工
事

並
び

に
袖

部
法

面
対

策
工

に
関

す
る

実
習

を
行

い
、

堰
堤

の
計

画
・

設
計

・
施

工
方

法
等

を
習

得
す

る
西

本
阿

部

中
期

実
践

実
習

実
習

平
成

26
年

7月
28

日
～

8月
8日

兵
庫

県
神

戸
市

砂
防

施
設

の
防

災
効

果
と

そ
の

製
造

・
施

工
法

に
つ

い
て

フ
ィ

ー
ル

ド
で

実
地

体
験

す
る

と
共

に
環

境
防

災
施

設
の

効
果

を
分

析
し

、
施

設
の

性
能

を
理

解
す

る
西

本
劉

北
海

道
砂

防
フ

ィ
ー

ル
ド

調
査

調
査

平
成

26
年

8月
26

日
～

8月
29

日
北

海
道

樽
前

山
・

有
珠

山
・

十
勝

岳
を

事
例

に
計

画
、

設
計

、
施

工
、

維
持

管
理

に
つ

い
て

調
査

す
る

。
ま

た
東

大
北

海
道

演
習

林
に

お
い

て
森

林
生

態
お

よ
び

森
林

管
理

の
概

要
に

つ
い

て
調

査
す

る
西

本
阿

部
、

江
藤

、
大

賀
、

中
根

神
保

、
劉

欧
州

砂
防

調
査

調
査

平
成

26
年

9月
11

日
～

9月
24

日
ド

イ
ツ

、
イ

タ
リ

ア
、

オ
ー

ス
ト

リ
ア

、
フ

ラ
ン

ス
欧

州
諸

国
に

お
け

る
砂

防
技

術
・

研
究

の
実

施
状

況
に

つ
い

て
調

査
す

る
。

ま
た

BO
KU

大
学

に
お

い
て

砂
防

研
究

者
と

砂
防

史
の

研
究

に
つ

い
て

打
合

せ
を

行
う

西
本

中
根

会
議

平
成

26
年

10
月

1日
～

10
月

4日
台

湾
20

14
 In

te
rn

at
io

na
l D

eb
is-

Fl
ow

 W
or

ks
ho

pへ
参

加
し

、
情

報
収

集
を

行
う

西
本

王

会
議

平
成

26
年

10
月

5日
～

10
月

7日
台

湾
第

5回
M

ul
tim

od
al

 S
ed

im
en

t D
isa

st
er

ワ
ー

ク
シ

ョ
ッ

プ
に

参
加

し
討

論
を

行
う

水
野

江
藤

、
大

賀
、

関
根

、
劉

長
野

県
土

石
流

災
害

跡
地

調
査

及
び

穂
高

研
究

集
会

会
議

調
査

平
成

26
年

10
月

13
日

～
10

月
14

日
長

野
県

南
木

曽
・

御
嶽

岐
阜

県
高

山
市

梨
子

沢
で

の
土

石
流

災
害

の
痕

跡
及

び
応

急
対

策
の

状
況

を
調

査
す

る
。

ま
た

京
都

大
学

防
災

研
究

所
主

催
の

研
究

集
会

に
参

加
し

討
論

を
行

う
水

野
阿

部
、

江
藤

、
大

賀
、

関
根

王
、

劉
、

Ri
sq

i

広
島

土
砂

災
害

状
況

調
査

調
査

平
成

26
年

11
月

9日
～

11
月

10
日

広
島

県
広

島
市

廿
日

市
市

に
て

H1
7に

発
生

し
た

土
砂

災
害

を
受

け
て

整
備

さ
れ

た
砂

防
施

設
と

広
島

市
に

て
H2

6に
発

生
し

た
土

石
流

災
害

箇
所

の
現

地
調

査
を

行
う

西
本

阿
部

丹
沢

諸
戸

堰
堤

調
査

調
査

平
成

26
年

11
月

11
日

山
梨

県
山

北
町

小
川

谷
・

中
ノ

沢
、

箒
杉

・
ヌ

タ
ノ

沢
、

湯
船

沢
、

明
神

峠
に

て
現

地
調

査
を

行
う

西
本

阿
部

東
京

都
水

道
局

水
源

林
調

査
調

査
平

成
26

年
11

月
13

日
山

梨
県

甲
府

市
東

京
都

水
源

林
（

柳
沢

峠
、

長
尾

沢
、

泉
水

谷
、

寺
地

）
を

ま
わ

り
現

地
調

査
を

行
う

西
本

阿
部

砂
防

学
会

講
習

会
「

深
層

崩
壊

」
会

議
平

成
26

年
11

月
17

日
東

京
都

千
代

田
区

H2
6年

度
砂

防
学

会
講

習
会

「
深

層
崩

壊
」

に
参

加
し

、
情

報
収

集
を

行
う

西
本

阿
部

、
江

藤
、

大
賀

、
関

根

八
反

川
流

域
内

現
地

調
査

調
査

平
成

26
年

11
月

27
日

～
11

月
29

日
熊

本
県

阿
蘇

市
H2

4に
発

生
し

た
土

石
流

以
前

の
八

反
川

流
域

内
の

地
形

を
推

定
す

る
た

め
、

評
定

点
の

位
置

を
現

地
で

確
認

水
野

江
藤

、
劉

東
京

都
内

の
内

務
省

直
轄

施
工

に
よ

る
砂

防
堰

堤
見

学
会

調
査

平
成

26
年

12
月

6日
東

京
都

奥
多

摩
約

90
年

前
（

関
東

大
震

災
後

）
に

設
置

さ
れ

た
奥

多
摩

町
栃

久
保

沢
の

砂
防

堰
堤

に
つ

い
て

調
査

し
、

施
設

の
性

能
や

役
割

に
つ

い
て

理
解

す
る

西
本

阿
部

室
蘭

開
発

建
設

部
治

水
課

、
旭

川
発

建
設

部
治

水
課

室
蘭

建
設

管
理

部
治

水
課

、
旭

川
建

設
管

理
部

治
水

課
東

京
大

学
演

習
林

 芝
野

博
文

教
授

東
京

都
水

道
局

 柳
井

様
、

髙
橋

様
（

現
地

案
内

説
明

）
応

用
地

質
 大

村
さ

つ
き

様

主
催

)(社
)全

国
治

水
砂

防
協

会
、

(N
PO

法
人

）
防

災
情

報
研

究
所

後
援

)東
京

都
西

多
摩

建
設

事
務

所
、

応
用

地
質

 大
村

さ
つ

き
様

防
災

考
え

る
会

ひ
ろ

し
ま

 原
田

照
美

会
長

中
国

新
聞

社
災

害
取

材
現

地
支

局
 久

保
田

剛
支

局
長

神
奈

川
県

環
境

農
政

局
水

・
緑

部
 内

山
様

神
奈

川
県

自
然

環
境

保
全

セ
ン

タ
ー

 山
中

様
東

京
大

学
 鈴

木
雅

一
教

授
　

応
用

地
質

 大
村

さ
つ

き
様

東
京

建
設

コ
ン

サ
ル

タ
ン

ト
 梶

様

環
境

防
災

学
講

座
　

平
成

26
年

度
現

地
調

査
実

習
　

実
施

一
覧

表
備

考
：

随
行

者
(現

地
案

内
説

明
等

)な
ど

東
京

大
学

 鈴
木

雅
一

教
授

東
京

都
水

道
局

 柳
井

様
（

現
地

案
内

説
明

）

日
光

産
業

株
式

会
社

 川
端

様
・

山
田

様

中
電

技
術

コ
ン

サ
ル

タ
ン

ト
株

式
会

社
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深
層
崩
壊
及
び

土
石
流
流
下
痕
跡
等
現
地
調
査

調
査

平
成
26
年
12
月
21
日

～
12
月
22
日

高
知
県
北
川
村

H2
3に

発
生
し
た
深
層
崩
壊
及
び
土
石
流
の
発
生
し
た
平
鍋
ダ
ム
に
お
い
て

地
形
の
平
面
位
置
な
ど
土
石
流
の
痕
跡
を
調
査
す
る

水
野

江
藤
、
劉

土
石
流
発
生
痕
跡
現
地
調
査

調
査

平
成
27
年
1月

15
日

～
1月

18
日

鹿
児
島
県
・
熊
本
県

長
崎
県

桜
島
島
内
、
八
反
田
川
並
び
に
の
土
石
流
流
下
痕
跡
調
査

水
野

江
藤
、
Ri
sq
i、

Ti
fa
ni

沖
縄
県
赤
土
対
策
及
び

地
下
ダ
ム
現
地
調
査

調
査

平
成
27
年
2月

11
日

～
2月

13
日

沖
縄
県

サ
ー
ン
川
流
域
、
大
小
堀
川
流
域
、
与
勝
地
下
ダ
ム
に
て
、
沖
縄
県
赤
土
対
策
及

び
地
下
ダ
ム
現
地
調
査
を
行
う

水
野

江
藤
、
大
賀
、
関
根
、

Ri
sq
i、

Ti
fa
ni

長
崎
県
・
熊
本
県
・
鹿
児
島
県

砂
防
フ
ィ
ー
ル
ド
調
査

調
査

平
成
27
年
2月

23
日

～
2月

25
日

長
崎
県
・
熊
本
県

鹿
児
島
県

雲
仙
火
山
砂
防
、
出
水
市
針
原
川
深
層
崩
壊
対
策
砂
防
、
竜
ｹ水

土
石
流
対
策
砂

防
、
桜
島
火
山
砂
防
に
て
フ
ィ
ー
ル
ド
調
査
を
行
う

西
本

阿
部
、
江
藤
、
大
賀

関
根
、
孫

国
際
砂
防
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
20
15

会
議

平
成
25
年
3月

18
日

宮
城
県
仙
台
市

国
際
砂
防
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
20
15
in
仙
台
に
参
加
、
情
報
収
集
を
行
う

西
本

水
野

阿
部
、
関
根
、
孫

Ri
sq
i、

Ti
fa
ni

広
島
市
土
砂
災
害
現
場
現
地
調
査

調
査

平
成
27
年
3月

23
日

～
3月

24
日

広
島
県
広
島
市

広
島
市
安
佐
南
区
で
発
生
し
た
土
砂
災
害
現
場
に
て
現
地
調
査
を
行
う

西
本

阿
部
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出
張
名

属
性

年
月
日

行
き
先

目
的

教
員

院
生

平
成
27
年
度

砂
防
学
会
研
究
発
表
会

会
議

平
成
27
年
5月

20
日

～
5月

21
日

栃
木
県
宇
都
宮
市

環
境
防
災
学
講
座
か
ら
の
発
表
（
口
頭
：
西
本
教
授
、
水
野
元
准
教
授
、
阿
部
、
リ

ス
キ
、
大
村
（
卒
業
生
）
ポ
ス
タ
ー
：
秋
山
准
教
授
、
照
沼
、
江
藤
、
大
賀

関
根
（
卒
業
生
）
、
中
根
（
卒
業
生
）
、
西
村
（
卒
業
生
）
）

西
本

秋
山

阿
部
、
江
藤
、
大
賀
、
神
保

照
沼
、
劉
、
リ
ス
キ

土
砂
災
害
防
止
「
全
国
の
集
い
」

及
び
現
地
研
修
会

会
議

平
成
27
年
6月

4日
～
6月

5日
山
形
県
山
形
市

全
国
の
集
い
に
参
加
。
砂
防
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動
状
況
お
よ
び
土
砂
災
害
防
止
に
対

す
る
最
新
動
向
を
確
認

秋
山

劉

第
6回

国
際
土
石
流
災
害
防
止
会
議

会
議

平
成
27
年
6月

22
日

～
6月

27
日

茨
城
県
つ
く
ば
市

環
境
防
災
学
講
座
か
ら
の
発
表
（
ポ
ス
タ
ー
：
西
本
教
授
、
関
根
（
卒
業
生
）
）

西
本

秋
山

阿
部
、
江
藤
、
大
賀
、
神
保

吉
田
、
劉
、
孫
、
リ
ス
キ

亀
の
瀬
地
す
べ
り
事
業
調
査
及
び

六
甲
砂
防
グ
リ
ー
ン
ベ
ル
ト
事
業
調
査

調
査

平
成
27
年
7月

2日
～
7月

3日
大
阪
府
柏
原
市

兵
庫
県
神
戸
市

近
畿
地
整
亀
の
瀬
地
す
べ
り
事
業
に
つ
い
て
の
現
地
調
査

六
甲
砂
防
グ
リ
ー
ン
ベ
ル
ト
内
で
の
取
り
組
み
に
つ
い
て
現
地
調
査

西
本

阿
部
、
江
藤
、
神
保

劉
、
リ
ス
キ

福
井
砂
防
フ
ィ
ー
ル
ド
調
査

調
査

平
成
27
年
7月

7日
～
7月

9日
福
井
県

①
福
井
県
内
の
砂
防
施
設
調
査
②
現
地
に
お
け
る
施
工
上
・
計
画
上
の
調
査

③
H1

6年
福
井
豪
雨
災
害
の
復
旧
状
況
調
査

西
本

吉
田
、
孫

環
境
科
学
実
践
実
習
Ⅱ

実
習

平
成
27
年
7月

27
日

～
8月

7日
新
潟
県

飯
豊
山
系
に
お
け
る
土
砂
流
出
防
止
対
策
の
砂
防
工
事
を
体
験
し
な
が
ら
実
習
を
行

い
、
そ
の
方
法
に
つ
い
て
習
得
す
る

西
本

神
保

環
境
科
学
実
践
実
習
Ⅱ

実
習

平
成
27
年
7月

27
日

～
8月

7日
奈
良
県

紀
伊
半
島
の
河
道
閉
塞
箇
所
に
お
け
る
抜
本
対
策
工
事
の
計
画
及
び
設
計
・
施
行
方

法
を
体
験
し
、
手
法
を
習
得
す
る

西
本

阿
部

環
境
科
学
実
践
実
習
Ⅱ

実
習

平
成
27
年
7月

27
日

～
8月

7日
長
野
県
大
桑
村

木
曽
川
水
系
越
百
川
砂
防
に
係
わ
る
堰
堤
築
造
工
事
並
び
に
袖
部
法
面
対
策
工
に
関

す
る
実
習
を
行
い
、
堰
堤
の
計
画
・
設
計
・
施
工
方
法
等
を
習
得
す
る

西
本

江
藤

環
境
科
学
実
践
実
習
Ⅲ

実
習

平
成
27
年
7月

27
日

～
8月

7日
富
山
県
立
山
町

立
山
砂
防
専
用
軌
道
及
び
工
事
用
道
路
の
落
石
対
策
工
事
を
対
象
に
、
対
策
工
法
や

工
事
の
安
全
対
策
に
関
す
る
知
識
・
技
術
を
習
得
す
る

西
本

吉
田

環
境
科
学
実
践
実
習
Ⅲ

実
習

平
成
27
年
7月

27
日

～
8月

7日
兵
庫
県
神
戸
市

環
境
防
災
施
設
の
製
造
・
施
工
法
と
そ
の
効
果
に
つ
い
て
フ
ィ
ー
ル
ド
で
実
地
体
験

し
、
実
践
的
問
題
解
決
能
力
を
得
る

秋
山

孫

北
海
道
砂
防
フ
ィ
ー
ル
ド
調
査

調
査

平
成
27
年
8月

24
日

～
8月

28
日

北
海
道

札
内
川
の
砂
防
事
業
に
つ
い
て
調
査
す
る
。
ま
た
、
火
山
砂
防
事
業
に
つ
い
て
樽
前

山
・
有
珠
山
・
十
勝
岳
を
事
例
に
計
画
、
設
計
、
施
工
、
維
持
管
理
に
つ
い
て
調
査

す
る
。

秋
山

阿
部
、
吉
田
、
孫
、
リ
ス
キ

欧
州
砂
防
調
査

調
査

平
成
27
年
9月

6日
～
9月

20
日

フ
ラ
ン
ス
、
イ
タ
リ
ア

ス
イ
ス
、
オ
ー
ス
ト
リ
ア

欧
州
諸
国
に
お
け
る
砂
防
事
業
・
研
究
の
実
施
状
況
の
調
査

現
地
砂
防
技
術
者
・
研
究
者
と
の
意
見
交
換

西
本

吉
田

砂
防
学
会
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム

会
議

平
成
27
年
10
月
13
日

～
10
月
14
日

三
重
県
津
市

人
口
減
少
時
代
に
お
け
る
土
砂
災
害
の
減
災
に
向
け
て
の
基
礎
的
・
応
用
的
研
究
、

技
術
開
発
の
状
況
に
つ
い
て
理
解
を
深
め
る

西
本

阿
部
、
江
藤
、
吉
田
、
孫

広
島
土
砂
災
害
状
況
調
査

調
査

平
成
27
年
11
月
23
日

～
11
月
24
日

広
島
県
広
島
市

H2
6に

発
生
し
た
広
島
市
安
佐
南
区
内
の
土
石
流
災
害
箇
所
の
現
地
調
査
を
行
う

西
本

阿
部

湯
沢
砂
防
管
内
砂
防
フ
ィ
ー
ル
ド
調
査

調
査

平
成
27
年
11
月
26
日

～
11
月
27
日

新
潟
県
山
古
志
村

長
野
県
栄
村

信
濃
川
下
流
直
轄
砂
防
事
業
の
背
景
や
計
画
論
を
踏
ま
え
た
現
地
施
設
状
況
、
H1

6
年
新
潟
県
中
越
地
震
当
時
の
危
機
管
理
対
応
状
況
、
地
域
復
興
の
状
況
に
関
し
て
調

査
す
る

西
本

阿
部
、
劉
、
吉
田
、
孫

土
砂
災
害
特
別
警
戒
区
域
に
つ
い
て
の

実
態
調
査
聞
き
取
り

調
査

平
成
27
年
11
月
30
日

～
12
月
1日

岩
手
県

岩
手
県
庁
砂
防
災
害
課
に
て
土
砂
災
害
特
別
警
戒
区
域
の
実
態
に
つ
い
て
聞
き
取
り

を
行
う

西
本

神
保

丹
沢
調
査
（
金
山
沢
・
水
ノ
木
沢
）

調
査

平
成
27
年
12
月
10
日

神
奈
川
県
山
北
町

関
東
大
震
災
後
に
丹
沢
山
地
（
金
山
沢
・
水
ノ
木
沢
）
で
行
わ
れ
た
治
山
・
砂
防
工

事
に
つ
い
て
、
現
在
の
状
況
を
調
査
し
山
地
・
渓
流
の
状
況
変
化
に
つ
い
て
と
り
ま

と
め
る

西
本

阿
部
、
吉
田

富
士
川
稲
又
第
三
堰
堤
調
査

調
査

平
成
27
年
12
月
17
日

山
梨
県
早
川
町

稲
又
第
三
堰
堤
の
堆
砂
状
況
を
把
握
す
る
た
め
、
粒
径
お
よ
び
洗
堀
深
の
計
測
を
実

施
す
る

西
本

吉
田

富
士
砂
防
管
内
砂
防
フ
ィ
ー
ル
ド
調
査

調
査

平
成
28
年
2月

16
日

～
2月

17
日

富
士
砂
防
事
務
所
管
内

（
静
岡
県
富
士
宮
市
）

富
士
山
大
沢
川
に
お
け
る
砂
防
事
業
、
由
比
地
区
地
す
べ
り
対
策
事
業
に
関
す
る
現

地
調
査

西
本

阿
部
、
吉
田

三
宅
島
砂
防
フ
ィ
ー
ル
ド
調
査

調
査

平
成
28
年
2月

23
日

～
2月

25
日

三
宅
島
（
東
京
都
）

三
宅
島
噴
火
時
の
状
況
や
、
対
策
施
設
、
危
機
管
理
対
策
の
状
況
に
つ
い
て
理
解
を

深
め
る

秋
山

阿
部
、
江
藤
、
大
賀
、
吉
田

劉
、
孫

神
奈
川
県
（
自
然
環
境
保
全
セ
ン
タ
ー
、
県
西
地
域
県
政
総
合

セ
ン
タ
ー
）
林
野
局
（
関
東
森
林
管
理
局
東
京
神
奈
川
森
林
管
理
署
)

東
京
建
設
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
（
秋
山
浩
一
、
髙
橋
大
地
）

日
光
産
業
株
式
会
社
　
川
端
様

株
式
会
社
加
藤
組
　
大
野
様

鹿
島
建
設
株
式
会
社

大
日
本
土
木
株
式
会
社
　
奥
村
様

ダ
イ
チ
株
式
会
社
　
川
田
専
務
取
締
役

築
城
さ
ん
、
籠
橋
さ
ん
、
佐
伯
さ
ん

室
蘭
開
発
建
設
部
治
水
課
、
旭
川
開
発
建
設
部
治
水
課

室
蘭
建
設
管
理
部
治
水
課
、
旭
川
建
設
管
理
部
治
水
課

応
用
地
質
株
式
会
社
　
黄
麗
（
修
了
生
）

主
催
：
砂
防
学
会

北
陸
地
整
　
湯
沢
砂
防
事
務
所

環
境
防
災
学
講
座
　
平
成
27
年
度
現
地
調
査
実
習
　
実
施
一
覧
表

備
考
：
随
行
者
(現

地
案
内
説
明
等
)な

ど
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広
島
県
内
砂
防
フ
ィ
ー
ル
ド
調
査

調
査

平
成
28
年
2月

28
日

～
3月

1日
広
島
県
広
島
市
、
廿
日
市
市

福
山
市

宮
島
に
お
け
る
庭
園
砂
防
、
広
島
市
内
に
お
け
る
H1

1年
・
26
年
災
害
時
・
復
旧
事

業
、
堂
々
川
（
福
山
市
）
に
お
け
る
石
積
み
堰
堤
を
調
査
す
る

西
本

阿
部
、
江
藤
、
劉
、
吉
田

丹
沢
調
査
（
大
又
沢
）

調
査

平
成
28
年
3月

2日
神
奈
川
県
山
北
町

関
東
大
震
災
後
に
丹
沢
山
地
（
大
又
沢
）
で
行
わ
れ
た
治
山
・
砂
防
工
事
に
つ
い

て
、
現
在
の
状
況
を
調
査
し
山
地
・
渓
流
の
状
況
変
化
に
つ
い
て
と
り
ま
と
め
る

西
本

阿
部
、
吉
田

イ
ン
ド
ネ
シ
ア
砂
防
調
査

調
査

平
成
28
年
3月

13
日

～
3月

17
日

ジ
ョ
グ
ジ
ャ
カ
ル
タ
、

ガ
ジ
ャ
マ
ダ
大
学

メ
ラ
ピ
火
山
の
活
動
状
況
及
び
土
砂
移
動
現
象
に
つ
い
て
調
査
す
る
と
と
も
に
、
両

国
の
研
究
・
技
術
の
成
果
に
つ
い
て
意
見
交
換
を
行
う

西
本

阿
部
、
江
藤
、
吉
田

神
奈
川
県
（
自
然
環
境
保
全
セ
ン
タ
ー
、
県
西
地
域
県
政
総
合

セ
ン
タ
ー
）
林
野
局
（
関
東
森
林
管
理
局
東
京
神
奈
川
森
林
管
理
署
)
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出
張
名

属
性

年
月
日

行
き
先

目
的

教
員

院
生

平
成
28
年
度

砂
防
学
会
研
究
発
表
会

会
議

平
成
28
年
5月

17
日

～
5月

19
日

富
山
県
富
山
市

西
本

秋
山

吉
田
、
孫

調
査

平
成
28
年
5月

20
日

静
岡
県

湯
船
沢
・
柳
島
沢
の
現
地
調
査
を
行
う

西
本

吉
田

土
砂
災
害
防
止
「
全
国
の
集
い
」

及
び
現
地
研
修
会

会
議

平
成
28
年
6月

20
日

～
6月

21
日

岡
山
県
岡
山
市

全
国
の
集
い
に
参
加
。
砂
防
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動
状
況
お
よ
び
土
砂
災
害
防
止
に
対

す
る
最
新
動
向
を
確
認

西
本

吉
田
、
孫

福
井
砂
防
フ
ィ
ー
ル
ド
調
査

調
査

平
成
28
年
7月

12
日

～
7月

15
日

福
井
県

①
福
井
県
内
の
砂
防
施
設
調
査
②
現
地
に
お
け
る
施
工
上
・
計
画
上
の
調
査

③
H1

0、
H1

6年
福
井
豪
雨
災
害
の
復
旧
状
況
調
査

西
本

塚
原
、
後
藤
、
笠
原
、
梅
井

環
境
科
学
実
践
実
習
Ⅱ

実
習

平
成
28
年
7月

25
日

～
8月

5日
岐
阜
県

木
曽
川
水
系
入
ヶ
洞
で
築
造
し
て
い
る
不
透
過
型
の
コ
ン
ク
リ
ー
ト
主
堰
堤
と

部
分
透
過
型
の
副
堰
堤
の
計
画
と
設
計
・
施
工
方
法
等
に
つ
い
て
実
地
体
験
し
、
そ

の
方
法
に
つ
い
て
習
得
す
る

西
本

吉
田

環
境
科
学
実
践
実
習
Ⅱ

実
習

平
成
28
年
7月

25
日

～
8月

5日
新
潟
県

ハ
イ
ダ
ム
形
式
の
透
過
型
砂
防
堰
堤
の
計
画
と
設
計
・
施
工
方
法
、
並
び
に
袖
部

法
面
の
地
す
べ
り
対
策
工
に
関
し
て
調
査
・
計
画
・
堰
堤
の
修
正
設
計
と
施
工
方

法
に
つ
い
て
の
実
習
を
行
い
、
そ
の
方
法
に
つ
い
て
習
得
す
る

秋
山

孫

環
境
科
学
実
践
実
習
Ⅲ

実
習

平
成
28
年
7月

25
日

～
8月

5日
奈
良
県

紀
伊
半
島
の
河
道
閉
塞
箇
所
に
お
け
る
抜
本
対
策
工
事
の
計
画
及
び
設
計
・
施
行
方

法
を
体
験
し
、
手
法
を
習
得
す
る

西
本

塚
原

北
海
道
砂
防
フ
ィ
ー
ル
ド
調
査

調
査

平
成
28
年
8月

29
日

～
9月

1日
北
海
道

①
戸
芦
別
川
砂
防
・
十
勝
岳
砂
防
施
設
調
査
②
上
富
良
野
町
開
拓
記
念
館
に
て
情
報

収
集
③
台
風
で
の
大
雨
に
よ
る
災
害
現
場
で
の
現
地
調
査

西
本

塚
原
、
後
藤
、
笠
原
、
梅
井

立
山
砂
防
フ
ィ
ー
ル
ド
調
査

調
査

平
成
28
年
9月

5日
～
9月

6日
富
山
県
立
山
町

立
山
砂
防
事
務
所
管
内
砂
防
施
設
の
設
置
状
況
及
び
建
設
状
況
の
調
査
を
行
う

西
本

秋
山

吉
田
、
孫
、
塚
原
、
笠
原

梅
井

欧
州
砂
防
調
査

調
査

平
成
28
年
9月

11
日

～
9月

25
日

オ
ー
ス
ト
リ
ア
、
イ
タ
リ
ア

ク
ロ
ア
チ
ア
、
チ
ェ
コ

モ
ン
テ
ネ
グ
ロ

①
欧
州
諸
国
の
土
石
流
観
測
及
び
砂
防
施
設
の
計
画
・
設
計
・
施
工
・
維
持
管
理
に

関
す
る
調
査
②
現
地
砂
防
技
術
者
・
研
究
者
と
の
意
見
交
換

西
本

吉
田

富
士
砂
防
管
内
砂
防
フ
ィ
ー
ル
ド
調
査

調
査

平
成
28
年
11
月
28
日

～
11
月
30
日

富
士
砂
防
事
務
所
管
内

（
静
岡
県
富
士
宮
市
）

富
士
川
砂
防
事
務
所
管
内
、
天
竜
川
上
流
河
川
事
務
所
管
内
に
て
現
地
調
査

西
本

塚
原
、
後
藤
、
笠
原

伊
豆
大
島
土
砂
災
害
現
地
調
査

調
査

平
成
29
年
2月

22
日

～
2月

24
日

東
京
都
大
島
町

H2
5に

発
生
し
た
台
風
に
よ
る
土
砂
災
害
状
況
及
び
関
東
大
震
災
で
発
生
し
た
小
田

原
市
根
府
川
の
土
砂
災
害
状
況
に
つ
い
て
調
査
を
行
う

西
本

塚
原
、
後
藤

長
崎
県
・
熊
本
県
・
鹿
児
島
県

砂
防
フ
ィ
ー
ル
ド
調
査

調
査

平
成
29
年
2月

27
日

～
3月

2日
長
崎
県
・
熊
本
県

鹿
児
島
県

雲
仙
火
山
砂
防
、
出
水
市
針
原
川
深
層
崩
壊
対
策
砂
防
、
竜
ｹ水

土
石
流
対
策
砂

防
、
桜
島
火
山
砂
防
に
て
フ
ィ
ー
ル
ド
調
査
を
行
う

西
本

吉
田
、
塚
原
、
後
藤

広
島
土
砂
災
害
状
況
調
査

調
査

平
成
29
年
3月

16
日

～
3月

18
日

広
島
県
広
島
市

①
H1

1、
Ｈ
26
の
災
害
に
お
け
る
直
轄
及
び
実
施
さ
れ
て
い
る
災
害
関
連
緊
急
砂
防

事
業
の
調
査
②
福
山
市
内
の
歴
史
的
砂
防
施
設
の
調
査

西
本

塚
原
、
後
藤

応
用
地
質
株
式
会
社
　
瀬
戸
様

富
士
川
砂
防
事
務
所
、
長
野
県
諏
訪
建
設
事
務
所
、
岡
谷
市
建
設
水
道

部
土
木
課
、
天
竜
川
上
流
河
川
事
務
所

東
京
都
大
島
支
庁
土
木
課

中
国
地
方
整
備
局
、
太
田
川
河
川
事
務
所
、
広
島
県
土
木
建
築
部

広
島
大
学
大
知
助
教
授

株
式
会
社
吉
川
工
務
店

株
式
会
社
北
陸
ジ
オ
テ
ッ
ク

鹿
島
建
設
株
式
会
社

北
海
道
開
発
局
建
設
部
河
川
計
画
課

国
土
交
通
省
立
山
砂
防
事
務
所

日
光
産
業
株
式
会
社
　
川
端
様

環
境
防
災
学
講
座
　
平
成
28
年
度
現
地
調
査
実
習
　
実
施
一
覧
表

備
考
：
随
行
者
(現

地
案
内
説
明
等
)な

ど

静
岡
県
庁
交
通
基
盤
部
河
川
砂
防
局
砂
防
課
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出
張
名

属
性

年
月
日

行
き
先

目
的

教
員

院
生

東
日
本
大
震
災
被
災
地
状
況
調
査

調
査

平
成
29
年
4月

3日
～
4月

6日
宮
城
県
・
岩
手
県

東
日
本
大
震
災
に
よ
る
津
波
被
災
地
の
復
興
状
況
調
査
を
行
う

西
本

塚
原
・
後
藤

逆
川
・
六
甲
砂
防
現
地
調
査

調
査

平
成
29
年
4月

20
日

～
4月

21
日

兵
庫
県
宝
塚
市
・
神
戸
市

①
逆
瀬
川
に
て
昭
和
初
期
施
工
の
歴
史
的
砂
防
施
設
の
調
査
②
六
甲
山
の
土
砂
災
害

現
場
調
査

西
本

塚
原
・
後
藤

平
成
29
年
度

砂
防
学
会
研
究
発
表
会

会
議

平
成
29
年
5月

24
日

～
5月

25
日

奈
良
県
奈
良
市

西
本

後
藤
・
笠
原

土
砂
災
害
防
止
「
全
国
の
集
い
」

及
び
現
地
研
修
会

会
議

平
成
29
年
5月

31
日

～
6月

2日
愛
知
県
豊
田
市

全
国
の
集
い
に
参
加
。
砂
防
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動
状
況
お
よ
び
土
砂
災
害
防
止
に
対

す
る
最
新
動
向
を
確
認

西
本

塚
原
・
後
藤

箱
根
土
砂
災
害
対
策
施
設
状
況
調
査

調
査

平
成
29
年
6月

14
日

～
6月

15
日

神
奈
川
県
足
柄
下
郡
箱
根
町

関
東
大
震
災
時
の
土
砂
災
害
対
策
施
設
の
状
況
調
査
を
行
う

西
本

後
藤

研
究
活
動
打
合
せ
及
び
現
地
調
査

調
査

平
成
29
年
6月

22
日

～
6月

23
日

和
歌
山
県

大
規
模
土
砂
災
害
対
策
技
術
セ
ン
タ
ー
職
員
と
研
究
活
動
に
関
す
る
打
合
せ
及
び

現
地
調
査
を
行
う

西
本

塚
原

環
境
科
学
実
践
実
習
Ⅱ

実
習

平
成
29
年
7月

24
日

～
8月

4日
奈
良
県

紀
伊
半
島
の
河
道
閉
塞
箇
所
に
お
け
る
抜
本
対
策
工
事
の
計
画
及
び
設
計
・
施
行
方

法
を
体
験
し
、
手
法
を
習
得
す
る

西
本

後
藤

北
海
道
砂
防
フ
ィ
ー
ル
ド
調
査

調
査

平
成
29
年
8月

28
日

～
8月

30
日

北
海
道

①
樽
前
山
砂
防
・
十
勝
岳
砂
防
施
設
調
査
②
富
良
野
川
4号

底
面
ス
ク
リ
ー
ン
ダ

ム
・
富
良
野
川
2号

透
過
ダ
ム
施
設
調
査

西
本

塚
原
、
後
藤
、
笠
原

湯
沢
砂
防
管
内
砂
防
フ
ィ
ー
ル
ド
調
査

調
査

平
成
29
年
11
月
16
日

～
11
月
17
日

新
潟
県
越
後
湯
沢
町

湯
沢
砂
防
事
務
所
管
内
で
実
施
さ
れ
た
砂
防
事
業
の
調
査
を
行
う

西
本

塚
原
、
後
藤
、
笠
原

日
光
砂
防
・
渡
良
瀬
川
河
川
事
務
所
内

砂
防
施
設
現
地
調
査

調
査

平
成
30
年
2月

20
日

～
2月

21
日

栃
木
県
日
光
市

①
大
谷
川
床
固
群
、
川
俣
・
川
治
・
五
十
里
・
湯
西
川
ダ
ム
施
設
調
査

②
足
尾
銅
山
跡
地
及
び
足
尾
堰
提
等
砂
防
対
策
箇
所
調
査

秋
山

後
藤
、
笠
原

三
宅
島
砂
防
フ
ィ
ー
ル
ド
調
査

調
査

平
成
30
年
3月

7日
～
3月

8日
三
宅
島
（
東
京
都
）

三
宅
島
噴
火
時
の
状
況
や
、
対
策
施
設
、
危
機
管
理
対
策
の
状
況
に
つ
い
て
理
解
を

深
め
る

秋
山

後
藤
、
笠
原

六
甲
砂
防
事
務
所

大
規
模
土
砂
災
害
対
策
技
術
セ
ン
タ
ー

環
境
防
災
学
講
座
　
平
成
29
年
度
現
地
調
査
実
習
　
実
施
一
覧
表

備
考
：
随
行
者
(現

地
案
内
説
明
等
)な

ど

鹿
島
建
設
株
式
会
社

北
海
道
開
発
局
建
設
部
河
川
計
画
課

北
陸
地
整
　
湯
沢
砂
防
事
務
所
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学
期

科目名 年次 概　要 とりまとめ講師 月 日 授業内容 講師

4 12 天然ダムとは 井上　公夫 砂防フロンティア

4 19 天然ダムの調査 井上　公夫 砂防フロンティア

4 26 天然ダム形成時の機関連携 坂口　哲夫 砂防フロンティア

5 10 天然ダムの危険度判定 （内田　太郎） 土研
5 17 大規模土砂災害時（天然ダム形成時）の機関連携 長島　忠美 国会議員
5 24 地形判読方法（1） 井上　公夫 砂防フロンティア

5 31 天然ダム防災訓練 坂口　哲夫 砂防フロンティア

6 7 天然ダムの応急対策計画 （本臼　茂） 北陸地整河工課長

6 14 天然ダムの応急対策工法 （金沢　真一） 間組土木事業本部副本部長

6 21 地形判読方法（2） 井上　公夫 砂防フロンティア

6 28 試験
4 12 総論 小山内　信智 国総研
4 19 総合的な土砂管理 小山内　信智 国総研
4 26 地域づくりと砂防（地域計画、里山、GB) 冨田　陽子 国総研
5 10 急傾斜地崩壊対策 冨田　陽子 国総研
5 17 フォーラム
5 24 流砂系 小山内　信智 国総研
5 31 砂防GIS （林　真一郎） 国総研
6 7 氾濫シミュレーション （安田　勇次） 砂防・地すべりセンター

6 14 事業便益 （池田　暁彦） 砂防・地すべりセンター

6 21 避難基準雨量 （菊井　稔宏） 砂防・地すべりセンター

6 28 試験
4 9 総論 星野　和彦 砂防フロンティア

4 16 砂防施設管理 星野　和彦 砂防フロンティア

4 23 景観と砂防 杉尾　邦江 プレック研究所
5 7 自然再生技術 （赤土　攻） アジア航測
5 14 石積み工法 粟田　純司 文化財石垣保存技術協議会

5 21 自然環境と砂防 （大矢　幸司） 砂防フロンティア

5 28 近代砂防遺産の評価と保存 西岡　聡 文化庁文化財部

6 4 砂防フィールドミュージアム 星野　和彦 砂防フロンティア

6 11 砂防指定地・設備管理のための情報管理 堀内　成都 砂防フロンティア

6 18 砂防管理・監視のための最新技術 堀内　成都 砂防フロンティア
6 25 試験
4 9 総論 田畑　茂清 砂防フロンティア

4 16 基本施設の計画技術 （濱崎　義弘） 神戸製鋼
4 23 基本施設の設計技術 （守山　浩史） 神戸製鋼
5 7 基本施設の施工技術 （沼田　克） 神戸製鋼
5 14 新開発工法の紹介と設計法 （下條　和史） 東亜グラウト
5 21 現地材料利用の非コンクリート化施設 （佐藤　文雄） 大日本土木
5 28 無人化施工技術による安全対策 松井　宗廣 砂防・地すべりセンター

6 4 情報通信技術による対応策 （長屋　勝博） 日本無線
6 11 技術開発の仕組みと利用 （矢田　弘） 北陸技術事務所

6 18 総合討論 田畑　茂清 砂防フロンティア

6 27 試験
9 1 土砂災害総論 近藤　浩一 砂防・地すべりセンター

9 8 土石流の実態 原　義文 土研
9 15 斜面崩壊・土石流災害の予測１ （田村　圭司） 土研

10 4 斜面崩壊・土石流災害の予測２ （内田　太郎） 土研
10 6 地震と土砂災害 （井上　公夫） 砂防フロンティア

10 13 火山砂防緊急減災対策 近藤　浩一 砂防・地すべりセンター

10 20 火山噴火に伴う土砂災害と調査 （山越　隆雄） 土研
10 27 地すべり災害の緊急被害軽減措置 （藤澤　和範） 高速道路総合技術研究所

11 10 地すべり災害 近藤　浩一 砂防・地すべりセンター

11 17 雪崩災害 （野呂　智之） 土研
11 24 レポート
9 1 防災の視点からみた中山間地の実態 森　俊勇 砂防フロンティア

9 8 土砂災害の発生と砂防関係施策（ソフト）の推移 森　俊勇 砂防フロンティア

9 15 地域防災における課題 （牧　剛尓） （前）竹田市長
10 4 土砂災害に関する情報とその活用 （工藤　順） 新居浜市市民部長

10 6 住民啓発（土砂災害を軽減するために） 片田　敏孝 群馬大教授
10 13 防災教育（総論） 北　俊夫 国士舘大教授
10 20 リスクコミュニケーション （三島　和子） セコムIS研究所
10 27 砂防ボランティアの組織と活動 山下　勝 国総研
11 10 砂防ボランティアの活動（事例） （判野　充昌） 山口県砂防ボランティア協会

11 17 防災教育（各論） 北　俊夫 国士舘大教授
11 24 レポート
9 1 総論 三木　洋一 砂防フロンティア

9 8 土砂災害防止法の概要 （牧野　裕至） 国交省砂防部長

9 15 基礎調査における区域設定の考え方 三木　洋一 砂防フロンティア

10 4 土砂災害防止法に基づく土地利用規制等 （内山　均志） 砂防フロンティア

10 6 豪雨時の土砂災害に関する情報 （嵯峨山　航） 新潟県土木部砂防課

10 13 住民との合意形成 （藤本　済） 長野県建設部砂防課

10 20 住民主役の土砂災害警戒避難 原田　照美 広島市自主防災連合会会長

10 27 土砂災害防止法とまちづくり （浅羽　淳） 菊川市建設経済部建設課

11 10 住民説明会による合意形成 三木洋一 砂防フロンティア

11 17 警戒避難体制の強化 三木洋一 砂防フロンティア

11 24 レポート
11 27 砂防思想の変遷 南　哲行 国交省砂防計画課長

砂防関係法令
砂防行政組織と予算
砂防事業
地すべり対策事業、急傾斜地崩壊対策事業
災害対策関連事業制度
直轄砂防関係事業
関係省庁との連携（気象、林野、環境、厚労等）
砂防基本計画と事業評価
砂防事業による地域活性化（経済効果）

注：赤字はセミナー形式で実施。　(  )書きは辞令無しの講師　

11 26

11 26

11 27

2
学
期

1.世界の自然災害と防災（災害の発生状況、国
際的な取り組みの歴史的展開、課題と展望）
2.事例（主要な災害事例と教訓、途上国における
コミュニティ災害の実際）

1.インドネシア・住める火山泥流対策
2.ベネズエラ土石流対策
1.フィリピン火山防災
2.インドネシアにおける津波対策
3.パキスタン地震防災
4.ケニアコミュニティ防災　等

11

11

11

29

30

30

浦　真 国土交通省砂防部

（佐藤　保之） 国土交通省砂防部

（山口　真司） 国土交通省砂防部

1.2
星野　和彦
堀内　成都

環境防災施設についての基本的な講義。防災
対策においては自然環境､人間の生活環境との
調和を重視するとともに､地球温暖化防止に寄
与する技術開発とこれを活用した環境防災施設
の整備が求められている。まず､既存樹林を活
用した防災樹林帯や自然石を用いた石積施設
の社会的価値と工法について述べ、次に非コン
クリート化施設、鋼製構造物など環境にやさしい
新技術について、技術開発の現状とその機能特
性、品質管理法、施工法、維持管理法について
具体的事例を紹介しながら講述する。

11 27

三木　洋一

1.2

森　俊勇
山下　勝

環
境
防
災
危
機
管
理
論

（
月
曜
日
４
時
限

）

環
境
防
災
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

論

（
金
曜
日
４
時
限

）

環
境
防
災
特
別
講
義

（
水
曜
日
３
時
限

）

栗原　淳一

1.2

集中豪雨や地震による山腹崩壊、地すべりによ
る天然ダム形成などの大規模土砂災害への対
応についての講義。まず大規模土砂災害発生
のトリガーイベント（地震等）発生直後の調査を
述べ、次に天然ダム発生後の初期対応として
緊急調査と情報、機関連携、警戒避難体制、応
急対策、防災訓練の考え方について述べるとと
もに、天然ダム形成に危険度を事前に把握する
ための微地形判読方法についても講述する。

井上　公夫
坂口　哲夫

環
境
防
災
法
令
論

（
水
曜
日
５
時
限

）

国土交通省の行政官による講義。日本は自然・
社会条件から、年間約1000件の土砂災害が発
生しており、環境防災が重要な課題である。ま
ず、環境防災の関係法令、行政組織と予算に
ついて述べ、次に環境防災の主要施策、省庁
連携、施設計画、事業効果などについて、環境
防災行政を担っている立場から講述する。

栗原　淳一
浦　真

本ペーパーは検討中のものであり、今後変更の可能性がありますので、取扱には注意願います平成２２年度環境防災学講座・選択必修科目の概要/授業内容(案)

近藤　浩一
原　義文

環
境
防
災
施
設
論

（
金
曜
日
５
時
限

）

1
学
期

環
境
防
災
政
策
論
Ⅱ

（
水
曜
日
4
時
限

）

環
境
防
災
計
画
論

（
月
曜
日
５
時
限

）

地球温暖化による気候変動にともなう降雨量の
増加、強度の増大が予測されるなど、自然環境
の変化が防災上懸念されている。環境防災を
効率的かつ効果的に実施するため、最新の各
種調査計画設計基準やガイドラインの考え方に
ついて講述し、今後の調査計画設計について
講究する。

小山内 信智
冨田　陽子

地方自治体の首長や幹部職員及びその経験
者、並びに学識経験者による講義。都市化、過
疎化、市町村合併、少子高齢化、土地利用など
社会環境の変化により地域が抱える環境防災
の課題を踏まえて、地方自治体の環境防災へ
の取り組みの現状と今後の方向について述べ
ると共に、防災情報、防災教育、住民啓発、ＮＰ
Ｏ活動など地域防災力を高めるために欠くこと
のできない施策の考え方について具体的事例
を紹介しながら講述する。

国
際
環
境
防
災
論

（
集
中
講
義

）

環境防災分野の海外技術協力経験者による講
義。開発途上国の発展のためには災害に強い
国づくりが基本であり、各々の国の社会情勢に
あった防災技術移転のあり方、継続的な人材
育成のあり方、住民参加によるコミュニティー防
災力の向上のあり方などについて講述する。ま
た、共同研究や技術協力で関わりの深い地域
との研究・協力の概要についても講述する。

大井　英臣

1.2

1.2

環境防災が対象とする自然災害についての基
本的講義。国土交通省関係の研究者による講
義。日本は、梅雨期や台風来襲時の集中豪
雨、火山噴火、地震により、毎年甚大な土砂災
害を被ってきている。そこで、土石流、斜面崩
壊、火山噴火災害、地すべり、雪崩などの現象
のメカニズムについて述べ、被害軽減のための
最適対応策について、近年の対応事例におけ
る課題をふまえて講述する。

1.2

環
境
防
災
政
策
論
Ⅰ

（
集
中
講
義

）

1.2

田畑　茂清
松井　宗廣

1.2

毎年全国で頻発する土砂災害から住民の生命
を守るため、土砂災害防止法に基づき「土砂災
害（特別）警戒区域」の指定が各都道府県で進
められている。講義では、まず土砂災害防止法
の概要及び区域設定の考え方について述べ、
次に大雨時の警戒避難に係わる情報・体制、
災害に強いまちづくり、住民主役の防災、土地
利用規制などのあり方について事例を紹介しな
がら講述する。

ＪＩＣＡ

（下田　義文） 八千代エンジニヤリング

（井上　美公） 日本工営

1.2

大井　英臣

国土交通省砂防部
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科目名 年次 概　要 とりまとめ講師 月 日 授業内容 講師

4 11 総論 小山内　信智 国総研
4 18 土砂災害リスクの評価と対応の基本 冨田　陽子 国総研
4 25 水系砂防の意義と土砂移動の実態 水野　秀明 土研
5 9 総合的な土砂管理（流砂系） 小山内　信智 国総研
5 16 砂防GIS・リモートセンシングの活用 林　真一郎 国総研
5 23 地域づくりと砂防 冨田　陽子 国総研
5 30 急傾斜地崩壊対策の概要 冨田　陽子 国総研
6 6 砂防の事業便益算定手法 池田　暁彦 砂防地すべりセンター

6 13 土石流・土砂流の氾濫範囲の推定（シミュレーション） 安田　勇次 砂防地すべりセンター

6 20 土砂災害警戒情報 菊井　稔宏 砂防地すべりセンター

6 27 （予備日）
4 11 総論 田畑　茂清 砂防フロンティア

4 18 緑と木 田畑　茂清 砂防フロンティア

4 25 文化的価値 田畑（大矢） 砂防フロンティア

5 9 石積 粟田　純司 文化財石垣保存技術協議会

5 16 非コンクリート（Ⅰ，鋼製構造物） 田畑（神戸製鋼） 砂防フロンティア

5 23 非コンクリート（Ⅱ，リングネット） 田畑（TMS柔構） 砂防フロンティア

5 30 非コンクリート（Ⅲ，土） 田畑（INSEM） 砂防フロンティア

6 6 無人化施工 渡部　文人 砂防フロンティア

6 13 非コンクリート（Ⅳ，無廃棄化） 田畑（MLT/ボンテラン） 砂防フロンティア

6 20 総合討論 田畑　茂清 砂防フロンティア

6 27 （予備日）
4 14 総論 近藤　浩一 砂防地すべりセンター

4 21 土石流の実態 原　義文 土研
4 28 斜面崩壊・土石流災害の予測 内田　太郎 国総研
5 12 土石流・流木対策 石塚　忠範 土研
5 26 火山噴火に伴う土砂災害と調査 山越　隆雄 土木研究所
6 2⑤ 火山噴火災害対策 近藤　浩一 砂防地すべりセンター

6 2⑥ 地震と土砂災害 井上　公夫 砂防フロンティア

6 9 地すべり災害 近藤　浩一 砂防地すべりセンター

6 16 地すべり調査と対策 武士　俊也 土研
6 23 雪崩災害と対策 野呂　智之 土研

世界の自然災害と防災分野における国際的取り組み

日本の防災の歴史的展開と国際協力
地域的な防災の取り組み（アジア、中米、カリブ、南米）

世界の防災の課題と展望
ベネズエラにおける土石流対策
インドネシアにおける火山泥流対策
フィリピンにおける火山防災
パキスタンにおける地震防災
インドネシアにおける津波防災
ケニアにおけるコミュニティ防災

9 2 総論 森　俊勇 砂防フロンティア

9 9 天然ダム形成時対応の基本的考え方 山下　勝 国総研
9 16 大規模土砂災害（天然ダム）に関する調査 井上　公夫 砂防フロンティア

9 30 天然ダムの緊急調査及び土砂災害緊急情報 内田　太郎 国総研
10 7 大規模土砂災害時（天然ダム形成時）の機関連携 坂口　哲夫 砂防フロンティア

10 14 地形図の判読手法 井上　公夫 砂防フロンティア

10 21 新潟県中越地震時の警戒避難対応（山古志村の事例） 長嶋　忠美 国会議員
10 28 天然ダムの応急対策（中越地震の事例） 本臼　茂 北陸地整河工課長

11 4 土砂法改正に伴う緊急調査と対策
11 11 天然ダムを想定した防災訓練 坂口　哲夫 砂防フロンティア

11 18 （予備日）
9 2 総論 森　俊勇 砂防フロンティア

9 9 土砂災害の発生と砂防関係施策（ソフト）の推移 森　俊勇 砂防フロンティア

9 16 地域防災における課題 牧　剛尓 （前）竹田市長
9 30 土砂災害に関する情報とその活用 工藤　順 新居浜市市民部長

10 7 住民啓発（土砂災害を軽減するために） 片田　敏孝 群馬大教授
10 14 リスクコミュニケーション 三島　和子 セコムIS研究所

10 21 砂防ボランティアの組織と活動 渡部　文人 砂防フロンティア

10 28 砂防ボランティアの活動事例 判野　充昌 山口県砂防ボランティア協会

11 4 （予備日）
11 11 防災教育の現状と課題 北　俊夫 国士舘大教授
11 18 防災教育の今後の方向性（教材と実践） 北　俊夫 国士舘大教授
9 2 総論 三木　洋一 砂防フロンティア

9 9 土砂災害防止法の概要
9 16 基礎調査における区域設定の考え方 三木　洋一 砂防フロンティア

9 30 土砂災害防止法に基づく土地利用規制等 内山　均志 砂防フロンティア

10 7 豪雨時の土砂災害に関する情報 新潟県 新潟県
10 14 住民との合意形成 長野県 長野県
10 21 住民主役の土砂災害警戒避難 原田　照美 広島市自主防災連合会会長

10 28 土砂災害防止法とまちづくり ○○市 ○○市
11 4 住民説明会による合意形成 三木洋一 砂防フロンティア

11 11 警戒避難体制の強化 三木洋一 砂防フロンティア

11 18 （予備日）
砂防思想の変遷 南　哲行 国土交通省砂防部

砂防関係法令
砂防行政組織と予算
砂防事業
地すべり対策事業、急傾斜地崩壊対策事業
直轄砂防関係事業
関係省庁との連携（気象、林野、環境、厚労等）
砂防施設配置の考え方
砂防事業の効果（地域活性化）と事業評価
警戒避難に関する実態（深層崩壊調査を含む）
総論
レーザープロファイラ-による地形計測
GPS計測
天然ダム決壊危険度判定
天然ダム決壊時の洪水流量予測
土石流氾濫解析
土石流検知・監視
火山噴火による降灰量調査
火山噴火リアルタイプハザードマップ作成
流砂量計測

注：赤字はセミナー形式で実施。青字は特別講師。

環
境
防
災
政
策
論
Ⅱ

（
集
中
講
義

）

環
境
防
災
高
度
技
術
論

（
集
中
講
義

）

本ペーパーは検討中のものであり、今後変更の可能性がありますので、取扱には注意願います

国土交通省の行政官による講義。日本は自
然・社会条件から、年間約1000件の土砂災害
が発生しており、環境防災が重要な課題であ
る。まず、環境防災の関係法令、行政組織と予
算について述べ、次に環境防災の主要施策、
省庁連携、施設計画、事業効果などについて、
環境防災行政を担っている立場から講述す
る。

地震や火山噴火により大規模な土砂災害の発生
が急迫している場合、広範囲に多大な被害が及
ぶ恐れがあり、また状況が時々刻々と変化してい
くことが想定される。この重大かつ急迫している危
険を回避するためには、特に高度な専門知識と
技術が必要となる。講義では、こうした危険が急
迫している場合における、大規模な土石流・地す
べりによる被害が想定される区域や時期を明らか
にするために必要な緊急調査・解析に関する高
度な技術について講述する。環境防災危機管理
論を受講していることがのぞましい。

平成２３年度環境防災学講座・選択必修科目の概要/授業内容(案)

環
境
防
災
政
策
論
Ⅰ

（
金
曜
日
4
時
限

）

環
境
防
災
法
令
論

（
金
曜
日
５
時
限

）

地方自治体の首長や幹部職員及びその経験
者、並びに学識経験者による講義。都市化、過
疎化、市町村合併、少子高齢化、土地利用な
ど社会環境の変化により地域が抱える環境防
災の課題を踏まえて、地方自治体の環境防災
への取り組みの現状と今後の方向について述
べると共に、防災情報、防災教育、住民啓発、
ＮＰＯ活動など地域防災力を高めるために欠く
ことのできない施策の考え方について具体的
事例を紹介しながら講述する。

1.2

1.2

未定

森　俊勇

三木　洋一

栗原　淳一1.2

1.2

毎年全国で頻発する土砂災害から住民の生命
を守るため、土砂災害防止法に基づき「土砂災
害（特別）警戒区域」の指定が各都道府県で進
められている。講義では、まず土砂災害防止法
の概要及び区域設定の考え方について述べ、
次に大雨時の警戒避難に係わる情報・体制、
災害に強いまちづくり、住民主役の防災、土地
利用規制などのあり方について事例を紹介し
ながら講述する。

1.2

環
境
防
災
計
画
論

（
月
曜
日
３
時
限

）

地球温暖化による気候変動にともなう降雨量
の増加、強度の増大が予測されるなど、自然
環境の変化が防災上懸念されている。環境防
災を効率的かつ効果的に実施するため、最新
の各種調査計画設計基準やガイドラインの考
え方について講述し、今後の調査計画設計に
ついて講究する。

小山内 信智

国
際
環
境
防
災
論

（
集
中
講
義

）

環境防災分野の海外技術協力経験者による
講義。開発途上国の発展のためには災害に強
い国づくりが基本であり、各々の国の社会情勢
にあった防災技術移転のあり方、継続的な人
材育成のあり方、住民参加によるコミュニ
ティー防災力の向上のあり方などについて講
述する。また、共同研究や技術協力で関わりの
深い地域との研究・協力の概要についても講
述する。

下田　義文

1.2

環
境
防
災
特
別
講
義

（
木
曜
日
５
時
限

）

1.2

環境防災施設についての基本的な講義。防災
対策においては自然環境､人間の生活環境との
調和を重視するとともに､地球温暖化防止に寄
与する技術開発とこれを活用した環境防災施設
の整備が求められている。まず､既存樹林を活
用した防災樹林帯や自然石を用いた石積施設
の社会的価値と工法について述べ、次に非コン
クリート化施設、鋼製構造物など環境にやさし
い新技術について、技術開発の現状とその機
能特性、品質管理法、施工法、維持管理法につ
いて具体的事例を紹介しながら講述する。

佐藤保之 国土交通省砂防部

後藤宏二 利根所長

山口　真司 国土交通省砂防部

田畑　茂清

国土交通省砂防部

大井　英臣 ＪＩＣＡ

下田　義文 八千代エンジニアリング

井上　美公 日本工営

栗原純一

環
境
防
災
危
機
管
理
論

（
金
曜
日
３
時
限

）

1.2

集中豪雨や地震による山腹崩壊、地すべりに
よる天然ダム形成などの大規模土砂災害への
対応についての講義。まず大規模土砂災害発
生のトリガーイベント（地震等）発生直後の調査
を述べ、次に天然ダム発生後の初期対応とし
て緊急調査と情報、機関連携、警戒避難体
制、応急対策、防災訓練の考え方について述
べるとともに、天然ダム形成に危険度を事前に
把握するための微地形判読方法についても講
述する。

坂口　哲夫

2
学
期

1
学
期

1.2

環境防災が対象とする自然災害についての基
本的講義。国土交通省関係の研究者による講
義。日本は、梅雨期や台風来襲時の集中豪
雨、火山噴火、地震により、毎年甚大な土砂災
害を被ってきている。そこで、土石流、斜面崩
壊、火山噴火災害、地すべり、雪崩などの現象
のメカニズムについて述べ、被害軽減のため
の最適対応策について、近年の対応事例にお
ける課題をふまえて講述する。

近藤　浩一

環
境
防
災
施
設
論

（
月
曜
日
４
時
限

）
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2012.9.14
学
期

科目名 年次 概　要
担当教員又は
とりまとめ講師

月 日 授業内容 講師

4 17 総論
4 24 日本の国土・社会と防災対策
5 8 近年の環境変化と災害動向
5 15 環境変化をふまえた防災対策
5 22 山地荒廃と土砂生産作用
5 29 マスムーブメント
6 5 流域における土砂移動、山地水文
6 12 渓流工事と山腹工
6 19 森林影響論
6 26 気候変動と環境防災
4 13 大規模土砂災害危機管理に関する総論 水野秀明 筑波大学
4 20 大規模土砂災害（天然ダム）発生事例・調査方法 （井上公夫） 砂防フロンティア

4 27 緊急調査・土砂災害緊急情報に関する手法・解析法 水野秀明 筑波大学
5 11 地形図を用いた大規模土砂災害地形の判読手法 （井上公夫） 砂防フロンティア

5 18 天然ダム越流決壊時の氾濫予測 水野秀明 筑波大学
5 25 天然ダムの決壊過程・決壊時流量解析技術 （森　俊勇） 砂防フロンティア

6 1 深層崩壊の発生機構と危険箇所抽出法 水野秀明 筑波大学
6 8 H23年台風12号における天然ダム対応 水野秀明 筑波大学
6 15 H23年台風12号大規模土砂災害時における住民避難対応 水野秀明 筑波大学
6 22 大規模土砂災害を想定した機関連携・防災訓練 （坂口哲夫） 砂防フロンティア

4 16 総論（環境リスクの中の人間社会、公共事業としての砂防） 小山内　信智 土研
4 23 砂防事業評価 岡本　敦 国総研
5 7 水系砂防計画①（砂防計画の新たな枠組み、被害推定計算） 内田　太郎 国総研
5 14 水系砂防計画②（流砂系管理、土砂移動の把握手法等） 内田　太郎 国総研
5 21 砂防におけるリモートセンシング技術の活用 水野　正樹 国総研
5 28 砂防データ・ベースとその活用 （林　真一郎） 国総研
6 4 地域づくりと砂防、環境と調和した砂防 小山内　信智 国総研
6 11 がけ崩れ対策とリスク評価 （野村康裕） 国総研
6 18 雪崩災害と調査・対策計画 野呂　智之 土研
6 25 土砂災害警戒情報と基準雨量 小山内　信智 土研
4 16 総論 田畑　茂清 砂防フロンティア

4 23 石積 大矢　幸司 砂防フロンティア

5 7 柔構造① （木村　佳嗣） 柔構造研
5 14 柔構造② （木村　佳嗣） 柔構造研
5 21 透過型構造① （岡田　勝） 鋼構造物研
5 28 透過型構造② （守山　浩史） 鋼構造物研
6 4 透過型構造③ （佐伯　拓也） 鋼構造物研
6 11 ソイルセメント （松井　宗廣）
6 18 施設配置 （嶋　　　大尚）　 STC
6 25 まとめ 田畑　茂清 砂防フロンティア

世界の自然災害の発生状況
防災分野における国際協調
防災分野における日本の国際協力
日本が受けた援助

【ネパールへの技術協力を考える】
地方・中小企業の海外展開 志鷹　新樹 丸新志鷹（株）
環境防災に関する国際協力の実践 石塚　忠範 土研
ネパールにおける斜面防災の実施例 猪狩　哲夫 （株）間組

9 7 フィールドで開発されてきた調査・対策技術－序論－
9 14 流域の荒廃と自然の復元
9 21 大規模崩壊と調査、対策(1)
9 28 大規模崩壊と調査、対策(2)

10 4 土石流災害と調査・対策(1)
10 12 土石流災害と調査・対策(2)
10 19 火山噴火災害と調査・対策
10 26 地すべり災害と調査・対策(1)
11 2 地すべり災害と調査・対策(2)
11 9  大規模災害と調査・対策－緊急対策と恒久対策－
9 7 総論 森　俊勇 砂防フロンティア

9 14 土砂災害の発生と砂防関係施策（ソフト）の推移 森　俊勇 砂防フロンティア

9 21 マスコミの取り上げ方と課題 森　俊勇 砂防フロンティア

9 28 土砂災害に関する情報とその活用 工藤　順 新居浜市市民部長

10 4 防災教育の現状と課題 北　俊夫 国士舘大教授
10 12 防災教育の今後の方向性 北　俊夫 国士舘大教授
10 19 リスクコミュニケーション（1） 三島　和子 セコムIS研究所
11 2③ 地域防災力の向上に向けて 森　俊勇 砂防フロンティア

11 2⑤ リスクコミュニケーション（2） 三島　和子 セコムIS研究所
11 9 どうすれば土砂災害による人身災害をなくすことができるか？ 森　俊勇 砂防フロンティア

9 7 総論 三木　洋一 砂防フロンティア

9 14 基礎調査における区域設定の考え方Ⅰ 三木　洋一 砂防フロンティア

9 21 基礎調査における区域設定の考え方Ⅱ （中村　浩之） 砂防フロンティア

9 28 基礎調査における区域設定の考え方Ⅲ （中村　浩之） 砂防フロンティア

10 4 土砂災害防止法に基づく土地利用規制等 （内山　均志） 砂防フロンティア

10 12 土砂災害防止法とまちづくり 藤平　大 高知県
10 26④ 住民主役の土砂災害警戒避難 原田　照美 広島市自主防災

10 26⑤ 土砂災害防止法への取り組み （上原　博信） 長野県青木村
11 2 住民との合意形成 （細川　容宏） 長野県砂防課
11 9 課題研究（土砂災害防止法への取り組み） 三木　洋一 砂防フロンティア

砂防思想の変遷 大野　宏之 国交省砂防部
砂防関係法令
砂防行政組織と予算
砂防事業
地すべり対策事業、急傾斜地崩壊対策事業
直轄砂防関係事業の取りみ 西　真佐人 利根水系砂防
関係省庁との連携（気象、林野、環境、厚労等） 中谷　洋明 国交省砂防部
砂防施設配置の考え方
砂防事業の効果（地域活性化）と事業評価
警戒避難と危機管理

は、シラバスへの掲載項目。

2
学
期

フ
ィ
ー

ル
ド
環
境
防
災
学

（
金
曜
日
１
・
２
時
限

）

1.2 筑波大学石井　靖雄

豪雨，地震，火山噴火などに伴う環境災害に
対し、総合的な対策を検討するために必要な
観点、基本的な調査・解析のための技術から、
計画策定、実施に至るまでの諸プロセスで検
討しなければならない項目や観点、評価技術
などについて具体的なフィールドを例にあげつ
つ講述し、総合力としての環境防災技術につい
て考察する。

リモートセンシング技術と砂防分野への活用技術（仮題） 内藤一郎 ＪＡＸＡ
2学期集中

西本　晴男

1
学
期

筑波大学

豪雨，地震，火山噴火などに伴う土砂災害、洪
水災害などの特徴と防災対策・政策について、
そのバックグラウンドたる自然環境、社会環境
の歴史的変遷過程をふまえつつ講述するととも
に、気候変動、人口減少社会など将来動向を
にらんだ今後の防災対策のあり方について述
べ、環境防災学としての視点と課題，解決法な
どについて考える。

西本　晴男

環
境
防
災
危
機
管
理
論

（
金
曜
日
５
時
限

）

1.2

集中豪雨や地震による山腹崩壊、地すべりに
よる天然ダム形成などの大規模土砂災害への
対応についての講義。まず大規模土砂災害発
生のトリガーイベント（地震等）発生直後の調査
を述べ、次に天然ダム発生後の初期対応とし
て緊急調査と情報、機関連携、警戒避難体制、
応急対策、防災訓練の考え方について述べる
とともに、天然ダム形成に危険度を事前に把握
するための微地形判読方法についても講述す
る。

水野　秀明

環
境
防
災
学

（
火
曜
日
３
・
４
時
限

）

1.2

航測技術と砂防分野への活用（仮題） 小川　紀一朗 アジア航測

大規模土砂災害と地震計活用技術（仮題） 山田　真澄
京都大学防災

研助教

山口　真司 国交省砂防部

2学期集中

国交省砂防部

浦　真 国交省砂防部

ＪＩＣＡ

下田　義文

石井　靖雄

八千代エンジニアリング

（大井　英臣）

1.2

環境防災施設についての基本的な講義。防災対策
においては自然環境､人間の生活環境との調和を
重視するとともに､地球温暖化防止に寄与する技術
開発とこれを活用した環境防災施設の整備が求め
られている。講義では､自然石を用いた石積施設、
非コンクリート化施設、鋼製構造物など環境にやさ
しい新技術について、技術開発の現状とその機能
特性、品質管理法、施工法、維持管理法について
具体的事例を紹介しながら講述する。

1学期集中
（7月5日、
6日）

今井　一之

砂防国際協力現場における計画設計施工事
例（メラピ、スメル、クルー等）

地方自治体の首長や幹部職員及びその経験
者、並びに学識経験者による講義。都市化、過
疎化、市町村合併、少子高齢化、土地利用な
ど社会環境の変化により地域が抱える環境防
災の課題を踏まえて、地方自治体の環境防災
への取り組みの現状と今後の方向について述
べると共に、防災情報、防災教育、住民啓発、
ＮＰＯ活動など地域防災力を高めるために欠く
ことのできない施策の考え方について具体的
事例を紹介しながら講述する。

1.2

環
境
防
災
施
設
論

（
月
曜
日
４
時
限

）

田畑　茂清

環
境
防
災
計
画
論

（
月
曜
日
３
時
限

）

地球温暖化による気候変動にともなう降雨量
の増加、強度の増大が予測されるなど、自然
環境の変化が防災上懸念されている。環境防
災を効率的かつ効果的に実施するため、最新
の各種調査計画設計基準やガイドラインの考
え方について講述し、今後の調査計画設計に
ついて講究する。

小山内 信智、
岡本　敦

国
際
環
境
防
災
論

（
集
中
講
義

）

環境防災分野の海外技術協力経験者による講
義。開発途上国の発展のためには災害に強い
国づくりが基本であり、各々の国の社会情勢に
あった防災技術移転のあり方、継続的な人材
育成のあり方、住民参加によるコミュニティー
防災力の向上のあり方などについて講述す
る。また、共同研究や技術協力で関わりの深い
地域との研究・協力の概要についても講述す
る。

下田　義文1.2

1.2

水野　秀明

森　俊勇

三木　洋一

今井　一之1.2

1.2

毎年全国で頻発する土砂災害から住民の生命
を守るため、土砂災害防止法に基づき「土砂災
害（特別）警戒区域」の指定が各都道府県で進
められている。講義では、まず土砂災害防止法
の概要及び区域設定の考え方について述べ、
次に大雨時の警戒避難に係わる情報・体制、
災害に強いまちづくり、住民主役の防災、土地
利用規制などのあり方について事例を紹介し
ながら講述する。

環
境
防
災
政
策
論

（
集
中
講
義

）

環
境
防
災
高
度
技
術
論

（
集
中
講
義

）

1.2

注：①赤字はセミナー形式で実施。　(  )書きは特別講師　　②青色塗りつぶしは「未定」 または調整中　③「危機管理論」は准教授担当授業科目であるが、授業の一部を括弧書きの外部講師におこなってもらう。

本ペーパーは検討中の部分もあり、今後変更の可能性がありますので、取扱にはご注意願います

国土交通省の行政官による講義。日本は自
然・社会条件から、年間約1000件の土砂災害
が発生しており、環境防災が重要な課題であ
る。まず、環境防災の関係法令、行政組織と予
算について述べ、次に環境防災の主要施策、
省庁連携、施設計画、事業効果などについて、
環境防災行政を担っている立場から講述する。

地震や火山噴火により大規模な土砂災害の発
生が急迫している場合、広範囲に多大な被害が
及ぶ恐れがあり、また状況が時々刻々と変化し
ていくことが想定される。この重大かつ急迫して
いる危険を回避するためには、特に高度な専門
知識と技術が必要となる。講義では、こうした危
険が急迫している場合における、大規模な土石
流・地すべりによる被害が想定される区域や時
期を明らかにするために必要な緊急調査・解析
に関する高度な技術について講述する。環境防
災危機管理論を受講していることがのぞましい。

平成２４年度環境防災学講座・授業科目の概要/授業内容

地
域
環
境
防
災
論
Ⅰ

（
金
曜
日
３
時
限

）

地
域
環
境
防
災
論
Ⅱ

（
金
曜
日
４
時
限

）
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2013.9.3
学
期

科目名 年次 概　要
担当教員又は
とりまとめ講師

月 日 授業内容 講師

4 16 総論
4 23 日本の国土・社会と防災対策
4 30 近年の環境変化と災害動向
5 14 環境変化をふまえた防災対策
5 21 山地荒廃と土砂生産作用
5 28 マスムーブメント
6 4 流域における土砂移動、山地水文
6 11 渓流工事と山腹工
6 18 森林影響論
6 25 気候変動と環境防災
4 12 大規模土砂災害危機管理に関する総論
4 19 大規模土砂災害（天然ダム）発生事例・調査方法（井上）

4 26 緊急調査・土砂災害緊急情報に関する手法・解析法

5 10 天然ダムの決壊過程・決壊時流量解析技術
5 17 天然ダム越流決壊時の氾濫予測
5 24 土石流氾濫計算の演習
5 31 天然ダム形成時における応急対策
6 7 深層崩壊の発生機構と危険箇所抽出法
6 14 土砂災害時における住民避難
6 21 大規模土砂災害を想定した機関連携・防災訓練
4 15

災害の視座から過去を知り、未来を考える（概
論）

4 22
危機管理の要諦は想像力（ハードウェアとソフト
ウェア）

5 7 ふるさとをまもる（防災を学ぶ）

5 13
今こそ 海外に目を向ける（貧しさからの脱却に
手をさしのべる）

5 20 私の歩いた道（環境防災施設の歴史）
5 27 環境を配慮するとは（環境配慮契約法）
6 3 事例の抽出と選定（1）
6 10 事例の抽出と選定（2）
6 17 事例の抽出と選定（3）
6 24 まとめ
4 15 総論
 小山内　信智 土研
4 22 水系砂防計画① 内田　太郎 国総研
5 7 水系砂防計画② 内田　太郎 国総研
5 13 砂防事業評価 蒲原　潤一 国総研
5 20 砂防におけるリモートセンシング技術の活用 水野　正樹 国総研
5 27 砂防調査 （林　真一郎） 国総研
6 3 がけ崩れ災害とリスク評価 （野村　康裕） 国総研
6 10 雪崩災害と調査・対策計画 （野村　康裕） 国総研
6 17 土砂災害警戒情報と基準雨量 秋山　一弥 土研
6 24 地域づくりと砂防、環境と調和した砂防、まとめ 小山内　信智 土研

世界の自然災害の発生状況
防災分野における国際協調
防災分野における日本の国際協力
日本が受けた援助

ネパールの自然・文化と防災（仮題）

10 4 フィールドで開発されてきた調査・対策技術－序論－ 石井　靖雄 土研
10 11 最近の大規模土砂災害と対応（１） 小山内　信智 土研
10 25 最近の大規模土砂災害と対応（２） 小山内　信智 土研
11 1 流域の荒廃と自然の復元－田上山山腹工を事例として－ 石井　靖雄 土研
11 8 大規模崩壊と調査、対策－日本三大崩れを事例として－ 石井　靖雄 土研
11 15

大規模崩壊と土石流対策－富士山大沢崩れを事例として
－ 石井　靖雄 土研

11 22 土石流災害と調査・対策 水野　秀明 筑波大学
12 6 地すべり災害と調査 石井　靖雄 土研
12 13 地すべり災害と調査対策 石井　靖雄 土研
10 4 総論 森　俊勇 砂防フロンティア

10 11 土砂災害の発生と砂防関係施策（ソフト）の推移 森　俊勇 砂防フロンティア

10 25 土砂災害に対するマスコミの取り上げ方と課題 森　俊勇 砂防フロンティア

11 1 土砂災害に関する情報 森　俊勇 砂防フロンティア

11 8 地域防災力の向上に向けて 森　俊勇 砂防フロンティア

11 15 リスクコミュニケーション（Ⅰ） 三島　和子 セコムIS研究所
11 22 リスクコミュニケーション（Ⅱ） 三島　和子 セコムIS研究所
12 6 防災教育の現状と課題 北　俊夫 国士舘大教授
12 13 今後の防災教育の方向性 北　俊夫 国士舘大教授
10 4 総論 三木　洋一 砂防フロンティア

10 11 基礎調査における区域設定の考え方Ⅰ 三木　洋一 砂防フロンティア

10 25・4限 基礎調査における区域設定の考え方Ⅱ （中村　浩之） 砂防フロンティア

10 25・5限 基礎調査における区域設定の考え方Ⅲ （中村　浩之） 砂防フロンティア

11 1 土砂災害防止法に基づく土地利用規制等 （内山　均志） 砂防フロンティア

11 8 土砂災害防止法とまちづくり 藤平　大 高知県
11 15 住民主役の土砂災害警戒避難 原田　照美 広島市自主防災

11 22 土砂災害防止法への取り組み （上原　博信） 長野県青木村
12 6 住民との合意形成 （細川　容宏） 長野県砂防課
12 13 課題研究（土砂災害防止法への取り組み） 三木　洋一 砂防フロンティア

10 4
砂防行政総論（大野宏之）
砂防行政の目指すもの

10 11
砂防思想の変遷（技術論、規則、政策目的の変
遷）

10 25 砂防関係４法令、執行体制

11 1 砂防関連予算、事業の概要

11 8 砂防計画と施設配置

11 22
土砂災害による被害軽減のための関係省庁との
連携事例（気象庁、内閣府）

11 29 大規模土砂災害に対する危機管理

12 6 事業実施上の課題、事業評価

は、シラバスへの掲載項目。

田畑　茂清
砂防フロンティ
ア研究所長

環
境
防
災
政
策
論

（
集
中
講
義

）

環
境
防
災
高
度
技
術
論

（
集
中
講
義

）

1.2

酒谷　幸彦1.2

1.2

水野　秀明

森　俊勇

環境防災分野の海外技術協力経験者による講
義.開発途上国の発展のためには災害に強い国
づくりが基本であり,各々の国の社会情勢にあっ
た防災技術移転のあり方,継続的な人材育成の
あり方,住民参加によるコミュニティー防災力向
上のあり方について講述する.また,ネパールの
自然社会と防災について地域との民間交流を
交えて講述する.

自然災害であっても原因は自然の営みによ
るものだけでなく人間活動の結果として 引き
起こされる場合が多い。災害発生のメカニズ
ムと災害復旧の手だてのみならず災害予防
からも 社会経済的側面を含めて明らかにし、
環境防災施設のプランニング・マネージメント
の体系化と指導者の育成をめざす。

田畑　茂清

1.2

環
境
防
災
計
画
論

（
月
曜
日
４
時
限

）

地球温暖化による気候変動にともなう降雨量の
増加、強度の増大が予測されるなど、自然環境
の変化が防災上懸念されている。環境防災を効
率的かつ効果的に実施するため、最新の各種
調査計画設計基準やガイドラインの考え方につ
いて講述し、今後の調査計画設計について講究
する。

下田　義文

1.2

三木　洋一

注：①赤字はセミナー形式で実施。　(  )書きは特別講師　　②青色塗りつぶしは「未定」 または調整中　③「危機管理論」は准教授担当授業科目であるが、授業の一部を括弧書きの外部講師におこなってもらう。

今後、内容に変更の可能性があります。

国土交通省の行政官による講義。日本は自然・
社会条件から、年間約1000件の土砂災害が発
生しており、環境防災が重要な課題である。ま
ず、環境防災の関係法令、行政組織と予算につ
いて述べ、次に環境防災の主要施策、省庁連
携、施設計画、事業効果などについて、環境防
災行政を担っている立場から講述する。

地震や火山噴火により大規模な土砂災害の発生
が予測される場合あるは発生した場合に、状況が
時々刻々と変化していく中で急迫している危険を
回避するために必要となる情報を、航測、リモセン
技術などによって被害が想定される区域・時期な
どを明らかにするための緊急調査・解析技術につ
いて講述する.また、世界的な歴史的砂防施設の
維持管理と世界遺産登録に向けた技術論的思想
について講述する。

平成２５年度環境防災学講座・授業科目の概要/授業内容

地
域
環
境
防
災
基
本
論

（
金
曜
日
３
時
限

）
地
域
環
境
防
災
実
践
論

（
金
曜
日
４
時
限

）

小山内 信智、
岡本　敦

国
際
環
境
防
災
論

（
集
中
講
義

）

（阿久津　亮夫） ＪＡＸＡ

春学期
集中
（７月２，
３，４日）

ＪＩＣＡ


下田　義文
砂防国際協力現場における計画設計施工事例
（メラピ、スメル、クルー等）

リモートセンシング技術と砂防分野への活用技術（仮題）

環
境
防
災
学

（
火
曜
日
３
・
４
時
限

）

八千代エンジ
ニアリング

（大井　英臣）

1.2

小川　紀一朗 アジア航測

世界遺産に向けた取り組み（仮題） 小野寺　浩
プレック顧問
（元環境省自然
保護局長）

春学期
集中
（７月１６、
１７日）

環
境
防
災
危
機
管
理
論

（
金
曜
日
５
時
限

）

1.2

集中豪雨や地震による山腹崩壊、地すべりによ
る天然ダム形成などの大規模土砂災害への対
応についての講義。大規模土砂災害の発生直
後からの危機管理（緊急調査、情報、機関連
携、警戒避難体制、応急対策）に加えて、平常
時における防災訓練の考え方について述べると
ともに、天然ダム形成に危険度を事前に把握す
るための微地形判読方法についても講述する。

水野　秀明

環
境
防
災
施
設
論
Ⅱ

（
月
曜
日
３
時
限

）

1.2

西本　晴男 筑波大学

豪雨，地震，火山噴火などに伴う土砂災害、洪
水災害などの特徴と防災対策・政策について、
そのバックグラウンドたる自然環境、社会環境
の歴史的変遷過程をふまえつつ講述するととも
に、気候変動、人口減少社会など将来動向をに
らんだ今後の防災対策のあり方について述べ、
環境防災学としての視点と課題，解決法などに
ついて考える。

西本　晴男

航測技術と砂防分野への活用（仮題）

春
学
期

筑波大学水野　秀明

石黒　久
丸新志鷹ネパー
ル支店

酒谷　幸彦 国交省砂防部

秋
学
期

フ

ィ
ー

ル
ド
環
境
防
災
学

（
金
曜
日
１
・
２
時
限

）

1.2 石井　靖雄

毎年全国で頻発する土砂災害から住民の生命
を守るため、土砂災害防止法に基づき「土砂災
害（特別）警戒区域」の指定が各都道府県で進
められている。講義では、まず土砂災害防止法
の概要及び区域設定の考え方について述べ、
次に大雨時の警戒避難に係わる情報・体制、災
害に強いまちづくり、住民主役の防災、土地利
用規制などのあり方について事例を紹介しなが
ら講述する。

地方自治体の首長や幹部職員及びその経験
者、並びに学識経験者による講義。都市化、過
疎化、市町村合併、少子高齢化、土地利用など
社会環境の変化により地域が抱える環境防災
の課題を踏まえて、地方自治体の環境防災へ
の取り組みの現状と今後の方向について述べ
ると共に、防災情報、防災教育、住民啓発、ＮＰ
Ｏ活動など地域防災力を高めるために欠くこと
のできない施策の考え方について具体的事例
を紹介しながら講述する

1.2

豪雨，地震，火山噴火などに伴う環境災害に対
し、総合的な対策を検討するために必要な観
点、基本的な調査・解析のための技術から、計
画策定、実施に至るまでの諸プロセスで検討し
なければならない項目や観点、評価技術などに
ついて具体的なフィールドを例にあげつつ講述
し、総合力としての環境防災技術について考察
する。

─ 119 ─
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学
期

科目名 年次 概　要
担当教員又は
とりまとめ講師

月 日 授業内容

4 15 総論
4 22 日本の国土・社会と防災対策
5 9 近年の環境変化と災害動向
5 13 環境変化をふまえた防災対策
5 20 山地荒廃と土砂生産作用
5 27 マスムーブメント
6 3 流域における土砂移動、山地水文
6 10 渓流工事と山腹工
6 17 森林影響論
6 24 気候変動と環境防災
4 11 大規模土砂災害危機管理に関する総論
4 18 大規模土砂災害（天然ダム）発生事例・調査方法

4 25 緊急調査・土砂災害緊急情報に関する手法・解析法

5 2 天然ダムの決壊過程・決壊時流量解析技術
5 16 天然ダム越流決壊時の氾濫予測
5 23 土石流氾濫計算の演習
5 30 天然ダム形成時における応急対策
6 6 深層崩壊の発生機構と危険箇所抽出法
6 13 土砂災害発生時の現場マスコミ対応（小山内)
6 20 土砂災害時における住民避難
4 14 総論：環境防災施設とその役割・文化的位置価値 牧野　裕至 砂防フロンティア

4 21 石積砂防設備：砂防の歴史と石積み砂防設備 (林　数一) 砂防施工管理研究会

4 28 柔構造物①：柔構造物の歴史と役割 (木村　佳嗣) 柔構造物研究会

5 12 柔構造物②：柔構造物の設計・施行・演習 (木村　佳嗣) 柔構造物研究会

5 19 透過型構造物①：透過型構造物の歴史と役割 (守山　浩史) 鋼製構造物研究会

5 26 透過型構造物②：透過型構造物の設計・施行・演習 (守山　浩史) 鋼製構造物研究会

6 2 透過型構造物③：行政の先端からの透過型構造物 (萩原　弘)
関東地方整備局企
画部

6 9 ボンテラン工法：ボンテラン工法の開発と設計・施行 (森　雅人) ボンテラン工法研究会

6 16 山腹工：山腹工の歴史と役割、設計・施工 (綿貫　明) 砂防施工管理研究会

6 23 まとめ：次世代に繋ぐ環境と防災、文化 牧野　裕至 砂防フロンティア

4 14 総論、総合的な土砂管理 小山内　信智 土研
4 21 水系砂防被害推定手法 内田　太郎 国総研
5 28 砂防施設配置計画 内田　太郎 国総研
5 12 砂防施設設計①　（砂防堰堤） (藤村　直樹) 土研
5 19 砂防施設設計②　（渓流保全工） (藤村　直樹) 土研
5 26 砂防事業評価 蒲原　潤一 国総研
6 2 土石流・流木対策調査、計画 内田　太郎 国総研
6 9 土石流・流木対策施設設計 木下　篤彦 土研
6 16 鋼製砂防施設設計 木下　篤彦 土研
6 23 災害復旧・復興・地域づくり 蒲原　潤一 国総研

世界の自然災害の発生状況
防災分野における国際協調
3.11の教訓及び気候変動を考慮したPost-2015の課題

日本が受けた援助

ネパールの自然・文化と防災（仮題）

10 3 流域の荒廃と山腹工 石井　靖雄 土研
10 10 大規模土砂災害時の現場対応 小山内　信智 土研
10 24 大規模崩壊地域の砂防 石井　靖雄 土研
10 31 微地形判読 井上　公夫 砂防フロンティア
11 7 大規模崩壊地域と土石流対策 石井　靖雄 土研
11 14 地すべりの調査 石井　靖雄 土研

11 21
現場の計測技術（土石流等検知センサー、大
規模土砂移動検知システム、火山灰堆積厚、
天然ダム水位、など）

石塚　忠範 土研

12 5 急傾斜地崩壊調査・対策、雪崩調査・対策 秋山　一弥 土研
12 12 地すべり対策の計画 石井　靖雄 土研
12 19 地すべりの緊急対応、解説 石井　靖雄 土研

10 3
総論①防災の視点から見た中山間地の実態
　　②自然災害への対応

森　俊勇 砂防フロンティア

10 10 土砂災害の発生と砂防関係施策の推移 森　俊勇 砂防フロンティア

10 24 土砂災害に対するマスコミの取り上げ方と課題 森　俊勇 砂防フロンティア

10 31 土砂災害に関する情報 森　俊勇 砂防フロンティア

11 7 土砂災害に関する情報 森　俊勇 砂防フロンティア

11 14 リスクコミュニケーション（１） 三島　和子 セコムIS研究所

11 21 リスクコミュニケーション（２） 三島　和子 セコムIS研究所

12 5 防災教育の現状と課題 北　俊夫 国士舘大教授
12 12 今後の防災教育の方向性 北　俊夫 国士舘大教授
12 19 地域防災力の向上に向けて 森　俊勇 砂防フロンティア

10 3 総論 三木　洋一 応用地質
10 10 基礎調査における区域設定の考え方Ⅰ 三木　洋一 応用地質
10 24 基礎調査における区域設定の考え方Ⅱ （中村　浩之） 東京農工大名誉教授

10 31 基礎調査における区域設定の考え方Ⅲ （中村　浩之） 東京農工大名誉教授

11 7 土砂災害防止法に基づく土地利用規制等 （内山　均志） 砂防フロンティア

11 14 土砂災害防止法とまちづくり 藤平　大 高知県
11 21 住民主役の土砂災害警戒避難 原田　照美 広島市自主防災

12 5 土砂災害防止法への取り組み （細川　容宏） 長野県砂防課
12 12 住民との合意形成 （掛野　大輔） 長野県内市町村総務課

12 19 課題研究（土砂災害防止法への取り組み） 三木　洋一 応用地質

4 11
砂防行政総論（大野宏之）
砂防行政の目指すもの

4 18
砂防思想の変遷（技術論、規則、政策目的の変
遷）

4 25 砂防関係４法令、執行体制

5 2 砂防関連予算、事業の概要

5 16 砂防計画と施設配置

5 23
土砂災害による被害軽減のための関係省庁との
連携事例（気象庁、内閣府）

5 30 大規模土砂災害に対する危機管理

6 6 事業実施上の課題、事業評価

酒谷　幸彦

秋
学
期

石井　靖雄

毎年全国で頻発する土砂災害から住民の生
命を守るため、土砂災害防止法に基づき「土
砂災害（特別）警戒区域」の指定が各都道府
県で進められている。講義では、まず土砂災
害防止法の概要及び区域設定の考え方につ
いて述べ、次に大雨時の警戒避難に係わる情
報・体制、災害に強いまちづくり、住民主役の
防災、土地利用規制などのあり方について事
例を紹介しながら講述する。

1

豪雨，地震，火山噴火などに伴う環境災害に
対し、総合的な対策を検討するために必要な
観点、基本的な調査・解析のための技術か
ら、計画策定、実施に至るまでの諸プロセスで
検討しなければならない項目や観点、評価技
術などについて具体的なフィールドを例にあげ
つつ講述し、総合力としての環境防災技術に
ついて考察する。

環
境
防
災
政
策
論

（
集
中
講
義

）

国土交通省の行政官による講義。日本は自
然・社会条件から、年間約1000件の土砂災害
が発生しており、環境防災が重要な課題であ
る。まず、環境防災の関係法令、行政組織と
予算について述べ、次に環境防災の主要施
策、省庁連携、施設計画、事業効果などにつ
いて、環境防災行政を担っている立場から講
述する。

地
域
環
境
防
災
基
本
論

（
金
曜
日
３
時
限

）

1

地方自治体の首長や幹部職員及びその経験
者、並びに学識経験者による講義。都市化、
過疎化、市町村合併、少子高齢化、土地利用
など社会環境の変化により地域が抱える環境
防災の課題を踏まえて、地方自治体の環境防
災への取り組みの現状と今後の方向について
述べると共に、防災情報、防災教育、住民啓
発、ＮＰＯ活動など地域防災力を高めるために
欠くことのできない施策の考え方について具
体的事例を紹介しながら講述する。

森　俊勇

西本　晴男 筑波大学

豪雨，地震，火山噴火などに伴う土砂災害、
洪水災害などの特徴と防災対策・政策につい
て、そのバックグラウンドたる自然環境、社会
環境の歴史的変遷過程をふまえつつ講述する
とともに、気候変動、人口減少社会など将来
動向をにらんだ今後の防災対策のあり方につ
いて述べ、環境防災学としての視点と課題，
解決法などについて考える。

西本　晴男

航測技術と砂防分野への活用（仮題）

1

筑波大学水野　秀明

（大井　英臣）

丸新志鷹ネパー
ル支店

1

集中豪雨や地震による山腹崩壊、地すべりに
よる天然ダム形成などの大規模土砂災害へ
の対応についての講義。大規模土砂災害の
発生直後からの危機管理（緊急調査、情報、
機関連携、警戒避難体制、応急対策）に加え
て、平常時における防災訓練の考え方につい
て述べるとともに、天然ダム形成に危険度を
事前に把握するための微地形判読方法につ
いても講述する。

水野　秀明

世界遺産に向けた取り組み（仮題） 小野寺　浩
プレック顧問
（元環境省自
然保護局長）

石黒　久

環境防災施設についての基本的な講義。防
災対策においては自然環境､人間の生活環
境との調和を重視するとともに､地球温暖化
防止に寄与する技術開発とこれを活用した
環境防災施設の整備が求められている。講
義では､自然石を用いた石積施設、非コンク
リート化施設、鋼製構造物など環境にやさし
い新技術について、技術開発の現状とその
機能特性、品質管理法、施工法、維持管理
法について具体的事例を紹介しながら講述
する。

牧野　裕至1.2

※今後、内容に変更の可能性があります。

地震や火山噴火により大規模な土砂災害の発生
が予測される場合あるは発生した場合に、状況
が時々刻々と変化していく中で急迫している危険
を回避するために必要となる情報を、航測、リモ
セン技術などによって被害が想定される区域・時
期などを明らかにするための緊急調査・解析技
術について講述する.また、世界的な歴史的砂防
施設の維持管理と世界遺産登録に向けた技術論
的思想について講述する。

平成２６年度環境防災学講座・授業科目の概要/授業内容（案）

環
境
防
災
学

（
火
曜
日
３
・
４
時
限

）

国土技術政策総合研究所と土木研究所の研
究官による講義。環境防災対策を効率的かつ
効果的に実施するため、砂防施設計画、砂防
施設設計、土石流・流木対策施設の計画・設
計などの実際について具体的な事例を踏まえ
つつ講述する

春
学
期

環
境
防
災
施
設
論
Ⅰ

（
月
曜
日
４
時
限

）

下田　義文

環
境
防
災
危
機
管
理
論

（
金
曜
日
５
時
限

）

1.2

三木　洋一

砂防国際協力現場における計画・設計・施工・技
術指導の事例（メラピ火山噴火対策、バワカレン
山大崩壊対策、アンボン島天然ダム対策）

地
域
環
境
防
災
実
践
論

（
金
曜
日
４
時
限

）

環
境
防
災
計
画
論
Ⅱ

（
月
曜
日
３
時
限

）

下田　義文

国
際
環
境
防
災
論

（
集
中
講
義

）

小川　紀一朗

フ
ィ
ー

ル
ド
環
境
防
災
学

（
金
曜
日
１
・
２
時
限

）

1

◎シラバスへの掲載項目：学期、科目名、年次、概要、とりまとめ講師名（「担当教員」として記載）、授業内容
注：①赤字はセミナー形式で実施。　(  )書きは辞令無しの講師　　②「危機管理論」は准教授担当授業科目であるが、授業の一部を括弧書きの外部講師に実施してもらう。

17

7

1

酒谷　幸彦1

環
境
防
災
高
度
技
術
論

（
集
中
講
義

）

1

国交省砂防部

7 10

ＪＡＸＡ

国際砂防協会

7 10 （戸田　謙一）リモートセンシング技術と砂防分野への活用技術（仮題）

アジア航測

環境防災分野の海外技術協力経験者による
講義.開発途上国の発展のためには災害に強
い国づくりが基本であり,各々の国の社会情勢
にあった防災技術移転のあり方,継続的な人
材育成のあり方などについて、気候変動等の
中長期的動向ををふまえつつ、国際的視点か
ら防災のあり方について講述する.

小山内 信智、
蒲原　潤一

小川　紀一朗

八千代エンジ
ニアリング

7 17

7

18

7 7

─ 120 ─



2015.11.17
学
期

科目名 年次 概　要
担当教員又は
とりまとめ講師

月 日 授業内容

4 14 総論
4 21 日本の国土・社会と防災対策
4 28 近年の環境変化と災害動向
5 12 環境変化をふまえた防災対策
5 19 山地荒廃と土砂生産作用
5 26 マスムーブメント
6 2 流域における土砂移動、山地水文
6 9 渓流安定化と山腹緑化
6 16 森林影響論
6 23 気候変動と環境防災
4 10 大規模土砂災害危機管理に関する総論 秋山　一弥 筑波大学
4 17 大規模土砂災害発生事例 秋山　一弥 筑波大学
4 24 天然ダムの決壊過程・決壊時流量解析技術 （水野　秀明） 土研
5 1 天然ダム越流決壊時の氾濫予測 （水野　秀明） 土研
5 15 土砂災害緊急情報 秋山　一弥 筑波大学
5 22 土石流氾濫計算 （水野　秀明） 土研
5 29 大規模土砂災害発生時の応急対策 秋山　一弥 筑波大学
6 5 深層崩壊の発生機構と危険箇所抽出法 秋山　一弥 筑波大学
6 12 土砂災害発生時の現場マスコミ対応 秋山　一弥 筑波大学
6 19 土砂災害時に対する防災訓練 秋山　一弥 筑波大学
4 13 災害の視座から過去を知り、未来を考える（概論） 牧野　裕至 砂防フロンティア
4 20 危機管理と環境防災施設 牧野　裕至 砂防フロンティア
4 27 ハード対策とソフト対策　防災における環境防災施設の役割 牧野　裕至 砂防フロンティア
5 11 ふるさとをまもる 田村　公平 砂防フロンティア顧問

5 18 住民の認識・評価・意見と環境防災施設 牧野　裕至 砂防フロンティア
5 25 環境防災施設の実際　施工者の取り組み （綿貫　明） 砂防施工管理研究会

6 1 環境防災施設の実際　砂防の事務所では （安齋　徳夫） 利根川水系砂防事務所

6 8 環境防災施設の契約・品質等管理・技術開発 （萩原　弘） 関東地整技術事務所

6 15 先人に学ぶ　環境防災施設に関する書籍　より 牧野　裕至 砂防フロンティア
6 22 まとめ 牧野　裕至 砂防フロンティア
4 13 総論 （藤沢　和範） 土研
4 20 砂防計画の基本（砂防の枠組み） （藤沢　和範） 土研
4 27 国土保全の砂防 （桜井　亘） 国総研
5 11 水系砂防調査計画 内田　太郎 国総研
5 18 水系砂防被害推定手法 内田　太郎 国総研
5 25 土石流・流木対策調査、計画 （藤村　直樹） 土研
6 1 土石流概論 （水野　秀明） 土研
6 8 土石流・流木対策設計 （藤村　直樹） 土研
6 15 砂防事業評価 （桜井　亘） 国総研
6 22 まとめ （藤沢　和範） 土研
4 10 砂防行政総論（砂防部長）
4 17 砂防４法令及び関連法令、執行体制
4 24 事業執行の流れ（中長期計画・予算編成・事業
5 15 砂防事業（計画と施設配置）の事例
5 22 土砂災害による被害軽減のための関係省庁と
5 29 大規模土砂災害に対する施策・取り組み
6 5 自然環境保全に対する施策･取り組み
6 12 近年の社会状況に対応した施策・取り組み

世界の自然災害の発生状況と防災分野における国際協調

IPCC 第5次報告書に基づく気候変動と防災
防災世界会議（2015.3仙台）採択Post2015アクションプラン

SDGSと防災

ネパールの自然・文化と防災（仮題）

7
17
pm

環境防災施設の維持管理技術（仮題） 星野　和彦 砂防フロンティア

10 2 総論（近年の土砂災害） 石井　靖雄 土研
10 9 災害調査・緊急点検 藤沢　和範 土研
10 16 地すべり調査 石井　靖雄 土研
10 23 地すべり対策 石井　靖雄 土研
10 30 微地形判読 井上　公夫 砂防フロンティア
11 13 急傾斜地崩壊調査・対策、雪崩調査・対策 石田　孝司 土研
11 20 天然ダム対策 桜井　亘 国総研
12 4 土砂災害警戒情報・基準雨量 國友　優 国総研
12 11

現場の計測技術（土石流等検知センサー、大規模土砂移動検知システム、火山
灰堆積厚、天然ダム水位、など） 水野　秀明 土研

12 18 まとめ 石井　靖雄 土研
10 2 総論①防災の視点から見た中山間地の実態 森　俊勇 砂防フロンティア
10 9 総論②自然災害への対応 森　俊勇 砂防フロンティア
10 16 土砂災害の発生と砂防関係施策の推移 森　俊勇 砂防フロンティア
10 23 土砂災害に対するマスコミの取り上げ方と課題 森　俊勇 砂防フロンティア
10 30 土砂災害に関する情報 森　俊勇 砂防フロンティア
11 13 地域防災力の向上に向けて 森　俊勇 砂防フロンティア
11 20 リスクコミュニケーション（１） (竹田　宜人) 横浜国立大学・製品評価技術基盤機構

12 4 リスクコミュニケーション（２） (竹田　宜人) 横浜国立大学・製品評価技術基盤機構

12 11 防災教育の現状と課題 北　俊夫 国士舘大教授
12 18 今後の防災教育の方向性 北　俊夫 国士舘大教授
10 2 総論 三木　洋一 応用地質
10 9 基礎調査における区域設定の考え方Ⅰ 三木　洋一 応用地質
10 16 基礎調査における区域設定の考え方Ⅱ （中村　浩之） 東京農工大名誉教授

10 23 基礎調査における区域設定の考え方Ⅲ （中村　浩之） 東京農工大名誉教授

10 30 土砂災害防止法に基づく土地利用規制等 （内山　均志） 砂防フロンティア
11 13 土砂災害防止法とまちづくり 藤平　大 土研
11 20 住民主役の土砂災害警戒避難 原田　照美 広島市自主防災
12 4 土砂災害防止法への取り組み (坪田　浩昭) 長野県建設部砂防課

12 11 住民との合意形成 (掛野　大輔) 長野県小県郡長和町

12 18 課題研究（土砂災害防止法への取り組み） 三木　洋一 応用地質

国交省砂防部

地
域
環
境
防
災
基
本
論

（
金
曜
日
３
時
限

）

1

◎シラバスへの掲載項目：学期、科目名、年次、概要、とりまとめ講師名（「担当教員」として記載）、授業内容

環
境
防
災
政
策
論

（
集
中
講
義

）

1

国土交通省の行政官による講義。日本は自
然・社会条件から、年間約1000件の土砂災害
が発生しており、環境防災が重要な課題であ
る。まず、環境防災の関係法令、行政組織と
予算について述べ、次に環境防災の主要施
策、省庁連携、施設計画、事業効果などにつ
いて、環境防災行政を担っている立場から講
述する。

酒谷　幸彦 酒谷　幸彦

秋
学
期

地方自治体の首長や幹部職員及びその経験
者、並びに学識経験者による講義。都市化、
過疎化、市町村合併、少子高齢化、土地利用
など社会環境の変化により地域が抱える環境
防災の課題を踏まえて、地方自治体の環境防
災への取り組みの現状と今後の方向について
述べると共に、防災情報、防災教育、住民啓
発、ＮＰＯ活動など地域防災力を高めるために
欠くことのできない施策の考え方について具

が

森　俊勇

地
域
環
境
防
災
実
践
論

（
金
曜
日
４
時
限

）

1

注：①赤字はセミナー形式で実施。　(  )書きは辞令無しの講師　　②「危機管理論」は准教授担当授業科目であるが、授業の一部を括弧書きの外部講師に実施してもらう。

毎年全国で頻発する土砂災害から住民の生
命を守るため、土砂災害防止法に基づき「土
砂災害（特別）警戒区域」の指定が各都道府
県で進められている。講義では、まず土砂災
害防止法の概要及び区域設定の考え方につ
いて述べ、次に大雨時の警戒避難に係わる情
報・体制、災害に強いまちづくり、住民主役の
防災、土地利用規制などのあり方について事
例を紹介しながら講述する。

三木　洋一

7
16
am

航測技術と砂防分野への活用（仮題） 小川　紀一朗 アジア航測

フ
ィ
ー

ル
ド
環
境
防
災
学

（
金
曜
日
１
・
２
時
限

）

1

豪雨，地震，火山噴火などに伴う環境災害に
対し、総合的な対策を検討するために必要な
観点、基本的な調査・解析のための技術か
ら、計画策定、実施に至るまでの諸プロセスで
検討しなければならない項目や観点、評価技
術などについて具体的なフィールドを例にあげ
つつ講述し、総合力としての環境防災技術に
ついて考察する。

　
石井　靖雄

立山砂防の世界遺産に向けた取り組み 林　正之
富山県土木部
長

7
16
pm

リモートセンシング技術と防災分野への活用 （伊藤　道夫） ＪＡＸＡ

7
24

ａｍ
石黒　久

丸新志鷹ネパー
ル支店

環
境
防
災
高
度
技
術
論

（
集
中
講
義

）

1

地震や火山噴火により大規模な土砂災害の発
生が予測される場合あるいは発生した場合に、
状況が時々刻々と変化していく中で急迫してい
る危険を回避するために必要となる情報を、航
測、リモセン技術などによって被害が想定される
区域・時期などを明らかにするための緊急調査・
解析技術について講述する.また、世界的な歴史
的砂防施設の維持管理と世界遺産登録に向け
た技術論的思想について講述する。

　
小川　紀一朗

7
17
am

7
23
pm

（大井　英臣）
国際砂防協会

7
23
am

砂防国際協力現場における計画・設計・施工・技
術指導の事例（メラピ火山噴火対策、バワカレン
山大崩壊対策、アンボン島天然ダム対策）

下田　義文
八千代エンジ

ニアリング

環
境
防
災
計
画
論
Ⅰ

（
月
曜
日
３
時
限

）

1.2

地球温暖化による気候変動にともなう降雨量
の増加、強度の増大が予測されるなど、自然
環境の変化が防災上懸念されている。環境防
災を効率的かつ効果的に実施するため、最新
の各種調査計画設計基準やガイドラインの考
え方について講述し、今後の調査計画設計に
ついて講究する。

内田　太郎

国
際
環
境
防
災
論

（
集
中
講
義

）

1

環境防災分野の海外技術協力経験者による
講義.開発途上国の発展のためには災害に強
い国づくりが基本であり,各々の国の社会情勢
にあった防災技術移転のあり方,継続的な人
材育成のあり方などについて、気候変動等の
中長期的動向ををふまえつつ、国際的視点か
ら防災のあり方について講述する。

下田　義文

環
境
防
災
危
機
管
理

論

（
金
曜
日
２
時

限

）
1

集中豪雨や地震による山腹崩壊、地すべりに
よる天然ダムの形成などの大規模土砂災害
への対応についての講義。大規模土砂災害
の発生直後からの危機管理（緊急調査、情
報、機関連携、警戒避難体制、応急対策）に
加えて、平常時における防災訓練の考え方に
ついて講述する。

秋山　一弥

環
境
防
災
施
設
論
Ⅱ

（
月
曜
日
４
時
限

）

1.2

自然災害であっても原因は自然の営みによるも
のだけでなく人間活動の結果として 引き起こさ
れる場合が多い。災害発生のメカニズムと災害
復旧の手だてのみならず災害予防からも 社会
経済的側面を含めて明らかにし、環境防災施設
のプランニング・マネージメントの体系化と指導
者の育成をめざす講義。これら環境防災施設を
設置するにあたり必要となる、基本的理念、歴
史、法律、入札・契約、現場での施工、出来型・
品質管理等について 具体の事例を示しながら

牧野　裕至

平成２７年度環境防災学講座・授業科目の概要/授業内容（案） ※本表は、検討中の部分もあり今後変更する場合もある。

春
学
期

環
境
防
災
学

（
火
曜
日
３
・
４
時
限

）

1

豪雨，地震，火山噴火などに伴う土砂災害、
洪水災害などの特徴と防災対策・政策につい
て、そのバックグラウンドたる自然環境、社会
環境の歴史的変遷過程をふまえつつ講述す
るとともに、気候変動、人口減少社会など将来
動向をにらんだ今後の防災対策のあり方につ
いて述べ、環境防災学としての視点と課題，
解決法などについて考える。

西本　晴男 西本　晴男 筑波大学

─ 121 ─



2016.04.07
学
期

科目名 年次 概　要
担当教員又は
とりまとめ講師

月 日 授業内容

4 12 総論
4 19 日本の国土・社会と防災対策
4 26 近年の環境変化と災害動向
5 2 環境変化をふまえた防災対策
5 10 山地荒廃と土砂生産作用
5 17 マスムーブメント
5 24 流域における土砂移動、山地水文
5 31 渓流安定化と山腹緑化
6 7 森林影響論
6 14 気候変動と環境防災
4 15 危機管理に関する総論
4 22 災害対策と危機管理①防災に関する法律
5 6 災害対策と危機管理②防災に関する組織
5 13 防災情報と危機管理
5 20 大規模土砂災害の発生事例
5 27 大規模土砂災害発生時の応急対策
6 3 土砂災害緊急情報・緊急調査
6 10 深層崩壊の発生機構と危険箇所抽出法
6 17 土砂災害発生時の危機管理と広報（マスコミ対応）
6 24 土砂災害発生時の住民避難と防災訓練
4 11 総論：環境防災施設とその役割・文化的位置価値 牧野　裕至 ニュージェック
4 18 石積砂防設備：砂防の歴史と石積み砂防設備 (林　数一) 砂防施工管理研究会

4 25 柔構造①：柔構造物の歴史と役割 (木村　佳嗣) 柔構造物研究会
5 9 柔構造②：柔構造物の設計・施行・演習 (木村　佳嗣) 柔構造物研究会
5 16 透過型構造物①：行政の先端からの透過型構造物 (安齋　徳夫) 関東地方整備局利根水系砂防事務所副所長

5 23 透過型構造物②：透過型構造物歴史と役割 (守山　浩史) 砂防鋼製構造物研究会

5 30 透過型構造物③：透過型構造物の設計・施行・演習 (守山　浩史) 砂防鋼製構造物研究会

6 6 ボンテラン工法：ボンテラン工法の開発と、設計・施行 (森　雅人) ボンテラン工法研究会

6 13 山腹工：山腹工の歴史と役割、設計・施工 (綿貫　明) 砂防施工管理研究会

6 20 まとめ：次世代に繋ぐ環境と防災、文化 牧野　裕至 ニュージェック
4 11 総論、斜面の土砂移動現象 藤沢和範 土研
4 18 山地渓流の土砂動態、総合土砂管理 内田太郎 国総研
4 25 水系砂防被害推定手法 内田太郎 国総研
5 9 砂防施設配置計画 内田太郎 国総研
5 16 砂防施設設計①　（砂防堰堤） 藤村直樹 土研
5 23 砂防施設設計②　（渓流保全工） 藤村直樹 土研
5 30 土石流・流木対策調査、計画 桜井　亘 国総研
6 6 土石流・流木対策施設設計 木下　篤彦 土研
6 13 鋼製砂防施設設計 木下　篤彦 土研
6 20 大規模土砂災害と復旧・復興 桜井　亘 国総研

砂防行政総論（砂防部長）
砂防行政の目指すもの
砂防４法令及び関連法令、執行体制
事業執行の流れ（中長期計画・予算編成・事業評価）
砂防事業の基本事例（計画と施設配置）
土砂災害による被害軽減のための関係省庁との連携
大規模土砂災害に対する施策・取り組み
自然環境保全に対する施策･取り組み
近年の社会状況に対応した施策・取り組み

ネパールの自然・文化と防災

7 21 環境防災施設の維持管理技術 星野　和彦 砂防フロンティア

10 7 総論（近年の土砂災害） 石井　靖雄 土研
10 14 災害調査・緊急点検 藤沢　和範 土研
10 21 地すべり調査 石井　靖雄 土研
10 28 地すべり対策 石井　靖雄 土研
11 2 微地形判読 井上　公夫 砂防フロンティア
11 11 急傾斜地崩壊調査・対策、雪崩調査・対策 石田　孝司 土研
11 18 天然ダム対策 桜井　亘 国総研
11 25 土砂災害警戒情報・基準雨量 國友　優 国総研
12 2 土石流の計測技術とその活用 水野　秀明 土研
12 9 まとめ 石井　靖雄 土研
10 7 総論①防災の視点から見た中山間地の実態 森　俊勇 砂防フロンティア
10 14 総論②自然災害への対応 森　俊勇 砂防フロンティア
10 21 土砂災害の発生と砂防関係施策の推移 森　俊勇 砂防フロンティア
10 28 土砂災害に対するマスコミの取り上げ方と課題 森　俊勇 砂防フロンティア
11 2 土砂災害に関する情報 森　俊勇 砂防フロンティア
11 11 地域防災力の向上に向けて 森　俊勇 砂防フロンティア
11 18 リスクコミュニケーション（１） (竹田　宜人) 横浜国立大学・製品評価技術基盤機構

11 25 リスクコミュニケーション（２） (竹田　宜人) 横浜国立大学・製品評価技術基盤機構

12 2 防災教育の現状と課題 北　俊夫 国士舘大教授
12 9 今後の防災教育の方向性 北　俊夫 国士舘大教授
10 7 総論 三木　洋一 応用地質
10 14 基礎調査における区域設定の考え方Ⅰ 三木　洋一 応用地質
10 21 基礎調査における区域設定の考え方Ⅱ （中村　浩之） 東京農工大名誉教授

10 28 基礎調査における区域設定の考え方Ⅲ （中村　浩之） 東京農工大名誉教授

11 2 土砂災害防止法に基づく土地利用規制等 （内山　均志） 砂防フロンティア
11 11 土砂災害防止法とまちづくり 藤平　大 土研
11 18 住民主役の土砂災害警戒避難 原田　照美 広島市自主防災
11 25 住民との合意形成 長野県建設部砂防課

12 2 土砂災害防止法への取り組み 長野県内市町村
12 9 課題研究（土砂災害防止法への取り組み） 三木　洋一 応用地質

1 総論・建設工事施工管理全般 西本晴男 筑波大学

15 森林水文学から見た国土管理（仮題） 鈴木　雅一 東京大学名誉教授

8 砂防の技術・研究はどこまで進んだか（仮題） 水山高久 京都大学名誉教授

注：①赤字はセミナー形式で実施。　(  )書きは辞令無しの講師　授業の一部を括弧書きの外部講師に実施してもらう。
◎シラバスへの掲載項目：学期、科目名、年次、概要、とりまとめ講師名（「担当教員」として記載）、授業内容

環
境
防
災
政
策
論

（
集
中
講
義

）

1

国土交通省の行政官による講義。日本は自
然・社会条件から、年間約1000件の土砂災害
が発生しており、環境防災が重要な課題であ
る。まず、環境防災の関係法令、行政組織と予
算について述べ、次に環境防災の主要施策、
省庁連携、施設計画、事業効果などについて、
環境防災行政を担っている立場から講述す
る。

長井　義樹 長井　義樹 国交省砂防部

環
境
防
災
施

工
論

（
集
中

講
義

）

1

環境防災施設の建設フィールドにおいて効率的かつ安
全に高品質の施設を建設するうえでの施工上の課題と
その解決策について講述する。　具体的には、建設現
場の施工管理、現場条件と施工法、仮設工の留意点、
施設設計と建設現場、環境防災と施工法等について述
べる。

西本　晴男

秋山　一弥 筑波大学

12

秋
学
期

地方自治体の首長や幹部職員及びその経験
者、並びに学識経験者による講義。都市化、過
疎化、市町村合併、少子高齢化、土地利用な
ど社会環境の変化により地域が抱える環境防
災の課題を踏まえて、地方自治体の環境防災
への取り組みの現状と今後の方向について述
べると共に、防災情報、防災教育、住民啓発、
ＮＰＯ活動など地域防災力を高めるために欠く
ことのできない施策の考え方について具体的

森　俊勇

地
域
環
境
防
災
実
践
論

（
金
曜
日
４
時
限

）

1

毎年全国で頻発する土砂災害から住民の生命
を守るため、土砂災害防止法に基づき「土砂災
害（特別）警戒区域」の指定が各都道府県で進
められている。講義では、まず土砂災害防止法
の概要及び区域設定の考え方について述べ、
次に大雨時の警戒避難に係わる情報・体制、
災害に強いまちづくり、住民主役の防災、土地
利用規制などのあり方について事例を紹介し
ながら講述する。

三木　洋一

地
域
環
境
防
災
基
本
論

（
金
曜
日
３
時
限

）

1

7 20 航測技術と砂防分野への活用 小川　紀一朗 アジア航測

フ
ィ
ー

ル
ド
環
境
防
災
学

（
金
曜
日
１
・
２
時
限

）

1

豪雨，地震，火山噴火などに伴う環境災害に
対し、総合的な対策を検討するために必要な
観点、基本的な調査・解析のための技術から、
計画策定、実施に至るまでの諸プロセスで検
討しなければならない項目や観点、評価技術
などについて具体的なフィールドを例にあげつ
つ講述し、総合力としての環境防災技術につ
いて考察する。

　
石井　靖雄

立山砂防の世界遺産に向けた取り組み 林　正之
富山県土木部
長

7 20 リモートセンシング技術と防災分野への活用 （伊藤　道夫） ＪＡＸＡ

7 22 石黒　久
丸新志鷹ネパー
ル支店

環
境
防
災
高
度
技
術
論

（
集
中
講
義

）

1

地震や火山噴火により大規模な土砂災害の発生
が予測される場合あるいは発生した場合に、状況
が時々刻々と変化していく中で急迫している危険
を回避するために必要となる情報を、航測、リモ
セン技術などによって被害が想定される区域・時
期などを明らかにするための緊急調査・解析技術
について講述する.また、世界的な歴史的砂防施
設の維持管理と世界遺産登録に向けた技術論的
思想について講述する。

　
小川　紀一朗

7 21

7 6 （大井　英臣）
国際砂防協会

7 6
砂防国際協力現場における調査・計画・設計・
技術指導の事例（ブラジル土砂災害予防・復
旧事業、インドネシア・バワカラエン大規模崩

下田　義文
八千代エンジ

ニアリング

１．主要な国際会議の結果と国際協調に基づく防
災分野の今後の展開（防災世界会議、国際砂防シンポジウム、持

続的開発サミット、COP 21）２．日本政府の今後の方針（水災害

分野における気候変動適応策のあり方、第4次社会資本整備重点計画）

環
境
防
災
計
画
論
Ⅱ

（
月
曜
日
３
時
限

）

1.2

国土技術政策総合研究所と土木研究所の研
究官による講義。環境防災対策を効率的かつ
効果的に実施するため、砂防施設計画、砂防
施設設計、土石流・流木対策施設の計画・設
計などの実際について具体的な事例を踏まえ
つつ講述する

桜井　亘

国
際
環
境
防
災
論

（
集
中
講
義

）

1

環境防災分野の海外技術協力経験者による
講義.開発途上国の発展のためには災害に強
い国づくりが基本であり,各々の国の社会情勢
にあった防災技術移転のあり方,継続的な人材
育成のあり方などについて、気候変動等の中
長期的動向ををふまえつつ、国際的視点から
防災のあり方について講述する。

下田　義文

環
境
防
災
危
機
管
理

論

（
金
曜
日
２
時

限

）
1

自然災害の災害対策と危機管理、集中豪雨や
地震による山腹崩壊、地すべりによる大規模
土砂災害への対応についての講義。大規模土
砂災害の発生直後からの危機管理（緊急調
査、情報、機関連携、警戒避難体制、応急対
策）に加えて、平常時における防災訓練の考え
方について講述する。

秋山　一弥

環
境
防
災
施
設
論
Ⅰ

（
月
曜
日
４
時
限

）

1.2

環境防災施設についての基本的な講義。防災対
策においては自然環境､人間の生活環境との調
和を重視するとともに､地球温暖化防止に寄与す
る技術開発とこれを活用した環境防災施設の整
備が求められている。講義では､自然石を用いた
石積施設、非コンクリート化施設、鋼製構造物な
ど環境にやさしい新技術について、技術開発の現
状とその機能特性、品質管理法、施工法、維持管
理法について具体的事例を紹介しながら講述す
る

牧野　裕至

平成２８年度環境防災学講座・授業科目の概要/授業内容 ※本表は、検討中の部分もあり今後変更する場合もある。

春
学
期

環
境
防
災
学

（
火
曜
日
３
・
４
時
限

）

1

豪雨，地震，火山噴火などに伴う土砂災害、洪
水災害などの特徴と防災対策・政策について、
そのバックグラウンドたる自然環境、社会環境
の歴史的変遷過程をふまえつつ講述するとと
もに、気候変動、人口減少社会など将来動向
をにらんだ今後の防災対策のあり方について
述べ、環境防災学としての視点と課題，解決法
などについて考える。

西本　晴男 西本　晴男 筑波大学

調

整

中 
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2
0
1
7
.0

3
.2

4

学 期
科

目
名

年
次

概
　

要
担

当
教

員
又

は
と

り
ま

と
め

講
師

月
日

授
業

内
容

講
師

所
属

4
1
1

総
論

4
1
8

日
本

の
国

土
・
社

会
と

防
災

対
策

4
2
5

近
年

の
環

境
変

化
と

災
害

動
向

5
2

環
境

変
化

を
ふ

ま
え

た
防

災
対

策
5

9
山

地
荒

廃
と

土
砂

生
産

作
用

5
1
6

マ
ス

ム
ー

ブ
メ

ン
ト

5
2
3

流
域

に
お

け
る

土
砂

移
動

、
山

地
水

文
5

3
0

渓
流

安
定

化
と

山
腹

緑
化

6
6

森
林

影
響

論
6

1
3

気
候

変
動

と
環

境
防

災

4
1
7

危
機

管
理

に
関

す
る

総
論

4
2
4

災
害

対
策

と
危

機
管

理
①

防
災

に
関

す
る

法
律

5
8

災
害

対
策

と
危

機
管

理
②

防
災

に
関

す
る

組
織

5
1
5

防
災

情
報

と
危

機
管

理
5

2
2

大
規

模
土

砂
災

害
の

発
生

事
例

5
2
9

大
規

模
土

砂
災

害
発

生
時

の
応

急
対

策
6

5
土

砂
災

害
緊

急
情

報
・
緊

急
調

査
6

1
2

深
層

崩
壊

の
発

生
機

構
と

危
険

箇
所

抽
出

法
6

1
9

土
砂

災
害

発
生

時
の

危
機

管
理

と
広

報
（
マ

ス
コ

ミ
対

応
）

6
2
6

土
砂

災
害

発
生

時
の

住
民

避
難

と
防

災
訓

練

4
1
7

災
害

の
視

座
か

ら
過

去
を

知
り

、
未

来
を

考
え

る
（
概

論
）

牧
野

　
裕

至
(株

)ニ
ュ

ー
ジ

ェ
ッ

ク
4

2
4

ハ
ー

ド
対

策
と

ソ
フ

ト
対

策
　

防
災

に
お

け
る

環
境

防
災

施
設

の
役

割
牧

野
　

裕
至

(株
)ニ

ュ
ー

ジ
ェ

ッ
ク

5
8

環
境

防
災

施
設

の
実

際
　

石
積

み
堰

堤
（
林

　
　

数
一

）
砂

防
施

工
管

理
研

究
会

5
1
5

住
民

と
旅

行
者

か
ら

見
た

環
境

防
災

設
備

牧
野

　
裕

至
(
株

)
ニ

ュ
ー

ジ
ェ

ッ
ク

5
2
2

環
境

防
災

施
設

の
管

理
と

長
寿

命
化

牧
野

　
裕

至
(株

)ニ
ュ

ー
ジ

ェ
ッ

ク
5

2
9

環
境

防
災

施
設

の
実

際
　

受
注

者
の

取
り

組
み

（
綿

貫
　

明
）

砂
防

施
工

管
理

研
究

会
6

5
環

境
防

災
施

設
の

実
際

　
発

注
者

の
取

り
組

み
（
安

齋
　

徳
夫

）
関

東
地

方
整

備
局

企
画

部
工

事
品

質
調

整
官

6
1
2

環
境

防
災

施
設

の
今

後
牧

野
　

裕
至

(株
)ニ

ュ
ー

ジ
ェ

ッ
ク

6
1
9

先
人

に
学

ぶ
　

環
境

防
災

施
設

に
関

す
る

書
籍

　
よ

り
牧

野
　

裕
至

(株
)ニ

ュ
ー

ジ
ェ

ッ
ク

6
2
6

ま
と

め
牧

野
　

裕
至

(株
)ニ

ュ
ー

ジ
ェ

ッ
ク

4
1
7

総
論

西
井

洋
史

土
研

4
2
4

砂
防

計
画

の
基

本
（
砂

防
の

枠
組

み
）

西
井

洋
史

土
研

5
8

国
土

保
全

の
砂

防
桜

井
　

亘
国

総
研

5
1
5

水
系

砂
防

調
査

計
画

内
田

　
太

郎
国

総
研

5
2
2

水
系

砂
防

被
害

推
定

手
法

内
田

　
太

郎
国

総
研

5
2
9

土
石

流
・
流

木
対

策
調

査
、

計
画

藤
村

　
直

樹
土

研
6

5
土

石
流

概
論

石
井

靖
雄

土
研

6
1
2

土
石

流
・
流

木
対

策
設

計
藤

村
　

直
樹

土
研

6
1
9

大
規

模
土

砂
災

害
の

復
旧

・
復

興
桜

井
　

亘
国

総
研

6
2
6

ま
と

め
西

井
洋

史
土

研

1
0

1
0

1
0

1
0

1
1

1
1

1
1

1
1

1
2

1
2

筑
波

大
学

注
：
①

赤
字

は
セ

ミ
ナ

ー
形

式
で

実
施

。
　

( 
 )
書

き
は

辞
令

無
し

の
講

師
◎

シ
ラ

バ
ス

へ
の

掲
載

項
目

：
学

期
、

科
目

名
、

年
次

、
概

要
、

と
り

ま
と

め
講

師
名

（
「
担

当
教

員
」
と

し
て

記
載

）
、

授
業

内
容

1
.2

地
球

温
暖

化
に

よ
る

気
候

変
動

に
と

も
な

う
降

雨
量

の
増

加
、

強
度

の
増

大
が

予
測

さ
れ

る
な

ど
、

自
然

環
境

の
変

化
が

防
災

上
懸

念
さ

れ
て

い
る

。
環

境
防

災
を

効
率

的
か

つ
効

果
的

に
実

施
す

る
た

め
、

最
新

の
各

種
調

査
計

画
設

計
基

準
や

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

の
考

え
方

に
つ

い
て

講
述

し
、

今
後

の
調

査
計

画
設

計
に

つ
い

て
講

究
す

る
。

桜
井

　
亘

専 攻 必 修 講 義

（ 水 曜 日 3 ・ ４ 時

限 ）
2

M
it
ig

at
io

n
 a

n
d
 P

re
ve

n
ti
o
n
 o

f 
S
e
d
im

e
n
t

D
is

as
te

r

秋
山

　
一

弥

筑
波

大
学

環 境 防 災 危 機 管 理 論

（ 月 曜 日 ２ 時 限 ）

1

自
然

災
害

の
災

害
対

策
と

危
機

管
理

、
集

中
豪

雨
や

地
震

に
よ

る
山

腹
崩

壊
、

地
す

べ
り

に
よ

る
大

規
模

土
砂

災
害

へ
の

対
応

に
つ

い
て

の
講

義
。

大
規

模
土

砂
災

害
の

発
生

直
後

か
ら

の
危

機
管

理
（
緊

急
調

査
、

情
報

、
機

関
連

携
、

警
戒

避
難

体
制

、
応

急
対

策
）
に

加
え

て
、

平
常

時
に

お
け

る
防

災
訓

練
の

考
え

方
に

つ
い

て
講

述
す

る
。

秋
山

　
一

弥

環 境 防 災 施 設 論 Ⅱ

（ 月 曜 日 ４ 時 限 ）

1
.2

自
然

災
害

で
あ

っ
て

も
原

因
は

自
然

の
営

み
に

よ
る

も
の

だ
け

で
な

く
人

間
活

動
の

結
果

と
し

て
 引

き
起

こ
さ

れ
る

場
合

が
多

い
。

災
害

発
生

の
メ

カ
ニ

ズ
ム

と
災

害
復

旧
の

手
だ

て
の

み
な

ら
ず

災
害

予
防

か
ら

も
 社

会
経

済
的

側
面

を
含

め
て

明
ら

か
に

し
、

環
境

防
災

施
設

の
プ

ラ
ン

ニ
ン

グ
・
マ

ネ
ー

ジ
メ

ン
ト

の
体

系
化

と
指

導
者

の
育

成
を

め
ざ

す
講

義
。

こ
れ

ら
環

境
防

災
施

設
を

設
置

す
る

に
あ

た
り

必
要

と
な

る
、

基
本

的
理

念
、

歴
史

、
法

律
、

入
札

・
契

約
、

現
場

で
の

施
工

、
出

来
型

・
品

質
管

理
等

に
つ

い
て

、
具

体
の

事
例

を
示

し
な

が
ら

講
述

す
る

。

牧
野

　
裕

至

秋
山

　
一

弥

秋 学 期平
成

２
９

年
度

環
境

防
災

学
講

座
・
授

業
科

目
の

概
要

/
授

業
内

容
（
案

）
※

本
表

は
、

検
討

中
の

部
分

も
あ

り
今

後
変

更
す

る
場

合
も

あ
る

。

春 学 期

環 境 防 災 学

（ 火 曜 日 ３ ・ ４ 時 限 ）

1

豪
雨

，
地

震
，

火
山

噴
火

な
ど

に
伴

う
土

砂
災

害
、

洪
水

災
害

な
ど

の
特

徴
と

防
災

対
策

・
政

策
に

つ
い

て
、

そ
の

バ
ッ

ク
グ

ラ
ウ

ン
ド

た
る

自
然

環
境

、
社

会
環

境
の

歴
史

的
変

遷
過

程
を

ふ
ま

え
つ

つ
講

述
す

る
と

と
も

に
、

気
候

変
動

、
人

口
減

少
社

会
な

ど
将

来
動

向
を

に
ら

ん
だ

今
後

の
防

災
対

策
の

あ
り

方
に

つ
い

て
述

べ
、

環
境

防
災

学
と

し
て

の
視

点
と

課
題

，
解

決
法

な
ど

に
つ

い
て

考
え

る
。

西
本

　
晴

男
西

本
　

晴
男

環 境 防 災 計 画 論 Ⅰ

（ 月 曜 日 ３ 時 限 ）

堀
田

准
教

授
、

秋
山

准
教

授
各

５
回
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学
期

曜
 ２

時
限

 (
1
0
:1

0
-
1
1
:2

5
)

 ３
時

限
  

(1
2
:1

5
-
1
3
:3

0
)

 ４
時

限
  

(1
3
:4

5
-
1
5
:0

0
)

 ５
時

限
  

(1
5
:1

5
-
1
6
:3

0
)

 ６
時

限
  

(1
6
:4

5
-
1
8
:0

0
)

環
境

微
生

物
学

環
境

防
災

危
機

管
理

論
環

境
防

災
計

画
論

大
気

環
境

論

水
域

生
態

学

水
環

境
生

体
応

答
論

土
壌

環
境

科
学

環
境

リ
モ

ー
ト
セ

ン
シ

ン
グ

生
物

相
互

作
用

論

環
境

生
態

生
化

学
環

境
物

質
輸

送
論

環
境

防
災

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

論
環

境
防

災
施

設
論

集
中

水
総

合
学

環
境

モ
デ

リ
ン

グ
論

Ⅰ
環

境
細

胞
生

理
学

水
文

地
形

論
環

境
分

析
化

学

生
物

多
様

性
論

生
態

リ
モ

ー
ト
セ

ン
シ

ン
グ

論
環

境
ス

ト
レ

ス
概

論

環
境

防
災

特
別

講
義

環
境

防
災

政
策

論
Ⅱ

環
境

防
災

法
令

論
環

境
政

策
評

価
論

　
環

境
モ

デ
リ

ン
グ

論
土

壌
環

境
科

学
水

資
源

論

環
境

毒
性

学
環

境
化

学
物

質
リ

ス
ク

論
環

境
人

類
遺

伝
学

 
生

物
相

互
作

用
論

環
境

空
間

情
報

工
学

環
境

生
態

生
化

学

都
市

環
境

原
論

集
中

循
環

環
境

学
実

習
，

環
境

共
生

学
実

習
，

 フ
ィ

ー
ル

ド
生

態
学

実
習

，
環

境
政

策
論

，
環

境
法

論
,
環

境
防

災
政

策
論

Ⅰ
,国

際
環

境
防

災
論

月
比

較
生

活
質

論

火
生

物
資

源
工

学

水 木
植

物
環

境
生

理
学

3
学

期
集

中
環

境
政

策
論

，
環

境
リ
ス

ク
論

専
攻

必
修

科
目

環
境

防
災

プ
ロ

グ
ラ

ム
必

修
科

目
環

境
防

災
プ

ロ
グ

ラ
ム

選
択

必
修

科
目

火

景
観

計
画

論

水
環

境
論

 １ 学 期

月 金
環

境
倫

理
学

概
論

木

環
境

統
計

分
析

実
習

環
境

共
生

学
概

論

環
境

政
策

学
概

論

地
域

環
境

保
健

学

環
境

計
画

史
火

循
環

環
境

学
概

論

応
用

環
境

倫
理

学
 

予
防

環
境

医
学

月

1
学

期

植
生

景
観

論

地
域

大
気

汚
染

学

 1
時

限
  

(8
:4

0
-
9
:5

5
)

土
壌

物
性

論

住
環

境
計

画
論

陸
域

生
態

学
文

化
生

態
原

論

 気
候

シ
ス

テ
ム

論

自
然

地
域

計
画

論

環
境

微
生

物
遺

伝
学

保
全

生
態

学

大
気

陸
面

過
程

論

フ
ィ

ー
ル

ド
環

境
防

災
学

 3 学 期

木 金 金

2
学

期

 2 学 期
水

水
環

境
学

序
論

生
命

環
境

科
学

研
究

科
 環

境
科

学
専

攻
　

平
成

２
２

年
度

時
間

割
 　

　
　

環
境

防
災

学
環

　
　

　
境

　
　

　
科

　
　

　
学

　
　

　
実

　
　

　
習

　
　

　
(英

)

流
域

総
合

管
理

論

立
地

計
画

論

生
態

土
壌

資
源

論

環
境

デ
ザ

イ
ン

論

生
物

資
源

リ
サ

イ
ク

ル
論

森
林

保
全

計
画

論
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学
期

曜
 ２

時
限

  
(1

0
:1

0
-
1
1
:2

5
)

 ３
時

限
  
(1

2
:1

5
-
1
3
:3

0
)

 ４
時

限
  
(1

3
:4

5
-
1
5
:0

0
)

 ５
時

限
  
(1

5
:1

5
-
1
6
:3

0
)

 ６
時

限
  
(1

6
:4

5
-
1
8
:0

0
)

環
境

防
災

計
画

論
 防

災
棟

 (
小

山
内

･冨
田

･水
野

)
環

境
防

災
施

設
論

 防
災

棟
 (

田
畑

)

水

環
境

生
体

応
答

論
　

C
5
0
2
　

石
井

(哲
)・

蕨
土

壌
環

境
科

学
 B

5
0
1
 小

林
勝

一
郎

環
境

リ
モ

ー
ト
セ

ン
シ

ン
グ

A
5
0
3
奈

佐
原

（
英

）

生
物

相
互

作
用

論
  

C
5
0
2
 山

路
恵

子

環
境

防
災

特
別

講
義

 防
災

棟
(近

藤
　

他
)

環
境

生
態

生
化

学
 B

5
0
２

島
田

・
松

本
環

境
物

質
輸

送
論

C
5
0
2
杉

田
倫

明

集
中

国
際

環
境

防
災

論
(下

田
)

環
境

モ
デ

リ
ン

グ
論

Ⅰ
B

1
0
7
 福

島
環

境
細

胞
生

理
学

 B
5
0
1
 沼

田
・
白

岩
水

文
地

形
論

　
B

1
0
7
 恩

田
裕

一
環

境
分

析
化

学
　

B
5
0
2
 末

木
 （

英
）

生
物

多
様

性
論

C
5
0
２

渡
辺

(信
)・

濱
（
英

）

生
態

リ
モ

ー
ト
セ

ン
シ

ン
グ

論
　

B
1
0
7
松

下
環

境
ス

ト
レ

ス
概

論
  

B
5
0
2
 松

崎
・
森

田

環
境

モ
デ

リ
ン

グ
論

Ⅱ
B

1
0
7
　

浅
沼

土
壌

環
境

科
学

 B
5
0
1
 小

林
勝

一
郎

水
資

源
論

　
B

5
0
2
 佐

藤
政

良

環
境

化
学

物
質

リ
ス

ク
論

 B
5
0
1
梶

山
・
野

本
環

境
人

類
遺

伝
学

 B
5
0
2
 土

屋
・
大

橋
（
英

）
生

物
相

互
作

用
論

 C
5
0
2
 山

路
恵

子

環
境

空
間

情
報

工
学

B
5
0
2
吉

野
邦

彦
（
英

）
環

境
生

態
生

化
学

 B
5
0
２

島
田

・
松

本

環
境

防
災

危
機

管
理

論
 防

災
棟

(坂
口

･森
･山

下
)

環
境

防
災

政
策

論
Ⅰ

 防
災

棟
(森

）
環

境
防

災
法

令
論

 防
災

棟
(三

木
)

集
中

循
環

環
境

学
実

習
（
植

田
)，

環
境

共
生

学
実

習
（
渡

辺
（
守

）
･伊

藤
）
，

 フ
ィ

ー
ル

ド
生

態
学

実
習

（
渡

辺
(守

)）
，

生
態

土
壌

資
源

論
(田

村
)，

環
境

政
策

論
（
環

境
省

）
，

環
境

法
論

（
  

）
,環

境
防

災
政

策
論

Ⅱ
(栗

原
･浦

),

環
境

防
災

高
度

技
術

論
，

国
際

法
概

論
，

環
境

ガ
バ

ナ
ン

ス
，

環
境

デ
ィ

プ
ロ

マ
テ

ィ
ッ

ク
リ

ー
ダ

ー
特

講
Ⅲ

月 火
サ

ス
テ

ィ
ナ

ビ
リ
テ

ィ
学

概
論

 B
5
0
1
木

村
 (

英
)

生
物

資
源

工
学

  
B

5
0
1
 土

居
修

一

水 金
植

物
環

境
生

理
学

 B
5
0
1
 佐

藤
忍

3
学

期
集

中
環

境
政

策
論

（
環

境
省

）
，

環
境

リ
ス

ク
論

(東
海

)，
家

電
廃

棄
物

管
理

論
(三

島
)，

環
境

デ
ィ

プ
ロ

マ
テ

ィ
ッ

ク
リ

ー
ダ

ー
特

講
Ⅲ

，
Ⅳ

防
災

棟
＝

環
境

防
災

学
棟

２
０

３

国
際

保
健

概
論

　
　

　
 C

5
0
2
　

　
　

若
杉

な
お

み
　

　
(英

)

木木

1
学

期

植
生

景
観

論
　

　
B

1
0
7
　

　
中

村
 徹

・
上

條
隆

志

環
境

政
策

学
概

論
　

　
B

5
0
1
　

遠
藤

崇
浩

　
(英

）

地
域

環
境

保
健

学
　

　
B

5
0
1
　

　
高

野
裕

久
・
野

原
恵

子
・
小

池
英

子

環
境

計
画

史
　

　
A

4
0
7
-
1
　

　
藤

川
昌

樹

予
防

環
境

医
学

　
　

B
1
0
7
　

　
熊

谷
嘉

人
　

　
(英

)

火
景

観
計

画
論

  
  

　
　

  
  

C
1
0
3
　

  
  

  
  

村
上

暁
信

水
環

境
論

　
　

A
4
0
７

-
1
　

　
田

瀬
則

雄
・
辻

村
真

貴

 １ 学 期

月 金
環

境
倫

理
学

概
論

　
　

C
1
0
3
　

　
松

井
  

他
　

　
(英

)

自
然

地
域

計
画

論
　

　
C

1
0
3
　

　
伊

藤
太

一

環
境

微
生

物
遺

伝
学

　
　

B
5
0
1
　

　
野

村
暢

彦

保
全

生
態

学
　

　
　

　
B

1
0
7
  

　
　

　
渡

辺
 守

 1
時

限
  
(8

:4
0
-
9
:5

5
)

土
壌

物
性

論
　

　
　

 C
5
0
2
　

　
 　

足
立

泰
久

循
環

環
境

学
概

論
　

　
C

1
0
3
　

　
奈

佐
原

  
他

 (
英

）

環
境

統
計

分
析

実
習

　
　

C
1
0
3
　

奈
佐

原
顕

郎

環
境

共
生

学
概

論
　

　
C

1
0
3
　

　
　

新
開

 他
　

　
(英

)

 3 学 期

木 金

2
学

期

 2 学 期

水火月

立
地

計
画

論
　

　
A

4
0
7
-
1
　

　
大

澤
義

明

環
境

デ
ザ

イ
ン

論
　

　
A

4
0
7
-
1
　

　
渡

辺
 俊

生
物

資
源

リ
サ

イ
ク

ル
論

B
５

０
１

張
 振

亜
・
杉

浦
則

夫
  

(英
)

森
林

保
全

計
画

論
　

　
B

5
0
1
　

　
増

田
美

砂
　

　
(英

)

都
市

環
境

原
論

　
B

1
0
7
　

大
村

謙
二

郎
・
藤

井
さ

や
か

廃
棄

物
管

理
入

門
　

B
5
0
1
　

ﾔ
ﾊ

ﾞｰ
ﾙ

･ﾍ
ﾙ

ﾑ
ｰ

ﾄ 
 (

英
)

大
気

陸
面

過
程

論
  

B
5
0
1
  

 上
野

健
一

フ
ィ

ー
ル

ド
環

境
防

災
学

　
　

防
災

棟
　

石
井

靖
雄

水
環

境
学

序
論

　
　

B
5
0
1
　

　
　

辻
村

真
貴

　
　

　
(英

)

生
命

環
境

科
学

研
究

科
 環

境
科

学
専

攻
　

平
成

２
３

年
度

時
間

割
 　

　
　

環
境

防
災

学
　

　
防

災
棟

　
　

西
本

晴
男

環
　

　
　

境
　

　
　

科
　

　
　

学
　

　
　

実
　

　
　

習
　

　
　

(英
)

流
域

総
合

管
理

論
　

 　
B

1
0
7
　

　
 宮

本
邦

明

地
域

大
気

汚
染

学
　

B
5
0
1
　

大
原

利
眞

・
菅

田
誠

治
・
永

島
達

也

廃
棄

物
管

理
シ

ス
テ

ム
論

 B
5
0
1
　

ﾔ
ﾊ

ﾞｰ
ﾙ

･ﾍ
ﾙ

ﾑ
ｰ

ﾄ 
 (

英
)

大
気

環
境

論
　

　
　

 C
5
0
2
　

  
  

林
 陽

生
・
日

下
博

幸
 

環
境

微
生

物
学

　
　

C
5
0
2
　

　
内

山
裕

夫
　

　
（
英

）

水
域

生
態

学
  

  
  

  
 B

1
0
7
  

  
  

  
 濱

 健
夫

環
境

政
策

評
価

論
　

　
B

1
0
7
　

　
氷

鉋
揚

四
郎

　
　

（
英

）

環
境

毒
性

学
  

　
 B

5
0
１

　
　

 新
開

泰
弘

応
用

環
境

倫
理

学
 A

4
0
7
-
1
渡

辺
和

男
・
松

井
健

一
　

（
英

）
水

総
合

学
　

　
　

　
B

5
0
1
  

  
  

福
島

武
彦

・
辻

村
真

貴
 他

　
　

　
(英

)

住
環

境
計

画
論

　
　

　
B

1
0
7
　

　
小

場
瀬

令
二

陸
域

生
態

学
  

  
  

  
  

  
 B

5
0
1
  

  
  

  
  

廣
田

 充
 

文
化

生
態

原
論

　
　

　
B

1
0
7
　

　
　

孫
 暁

剛
　

　
(英

)

 気
候

シ
ス

テ
ム

論
　

　
B

5
0
1
 　

植
田

宏
昭

　
 田

中
 博
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学
期

曜
 ２

時
限

  
(1

0
:1

0
-
1
1
:2

5
)

 ３
時

限
  
(1

2
:1

5
-
1
3
:3

0
)

 ４
時

限
  
(1

3
:4

5
-
1
5
:0

0
)

 ５
時

限
  
(1

5
:1

5
-
1
6
:3

0
)

 ６
時

限
  
(1

6
:4

5
-
1
8
:0

0
)

環
境

防
災

計
画

論
 防

災
棟

 (
小

山
内

 他
)

環
境

防
災

施
設

論
 防

災
棟

 (
田

畑
 他

)

水

環
境

リ
モ

ー
ト
セ

ン
シ

ン
グ

B
5
0
1
奈

佐
原

（
英

）

生
物

相
互

作
用

論
  

C
5
0
2
 山

路
恵

子

環
境

生
態

生
化

学
 B

5
0
２

島
田

・
松

本
環

境
物

質
輸

送
論

C
5
0
2
杉

田
倫

明

環
境

防
災

危
機

管
理

論
 防

災
棟

 (
水

野
秀

明
)

集
中

国
際

環
境

防
災

論
(下

田
)，

生
態

土
壌

資
源

論
(田

村
)

環
境

モ
デ

リ
ン

グ
論

Ⅰ
B

1
0
7
 福

島
環

境
細

胞
生

理
学

 B
5
0
1
 沼

田
・
白

岩
水

文
地

形
論

　
B

1
0
7
 恩

田
裕

一
環

境
分

析
化

学
　

B
5
0
2
 末

木
 （

英
）

生
態

リ
モ

ー
ト
セ

ン
シ

ン
グ

論
　

B
1
0
7
松

下
環

境
ス

ト
レ

ス
概

論
  

B
5
0
2
 松

崎
・
森

田

環
境

モ
デ

リ
ン

グ
論

Ⅱ
B

1
0
7
　

浅
沼

生
物

相
互

作
用

論
 C

5
0
2
 山

路
恵

子

環
境

化
学

物
質

リ
ス

ク
論

 B
5
0
1
梶

山
・
野

本

環
境

空
間

情
報

工
学

B
5
0
2
吉

野
邦

彦
（
英

）
環

境
生

態
生

化
学

 B
5
0
２

島
田

・
松

本

地
域

環
境

防
災

論
Ⅰ

 防
災

棟
(森

 他
）

地
域

環
境

防
災

論
Ⅱ

 防
災

棟
(三

木
）

集
中

循
環

環
境

学
実

習
（
植

田
)，

環
境

共
生

学
実

習
（
渡

辺
（
守

）
）
，

 フ
ィ

ー
ル

ド
生

態
学

実
習

（
渡

辺
(守

)）
，

生
態

土
壌

資
源

論
(田

村
)，

環
境

政
策

論
（
環

境
省

）
，

環
境

法
論

（
  

）
,土

壌
環

境
科

学
,大

気
陸

面
過

程
論

環
境

防
災

政
策

論
，

環
境

防
災

高
度

技
術

論
，

国
際

法
概

論
，

環
境

ガ
バ

ナ
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環
境
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リ
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ダ
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ィ
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植
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Ⅱ
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概
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植
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環
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中
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環
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c
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R
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d
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B
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中
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環
環
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環
境

法
論
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境
防
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政

策
論
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境
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学
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講
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ta
l R
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tu
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ro
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l D
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lo
m

at
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 L
ea

de
rI

V

M
on

保
全

生
態

学
　

　
B

1
0
7

環
境

情
報

科
学

　
３

C
2
0
1

環
境

情
報

科
学

　
３

C
2
0
1

生
物

相
互

作
用

論
　

C
５

0
2

環
境

科
学

実
習

 C
1
0
3

水
環

境
モ

デ
リ
ン

グ
  

研
究

室

Tu
e

W
ed

Th
u

環
境

科
学

概
論

　
　

C
1
0
3

環
境

計
画

史
　

３
F
1
1
3
6

環
境

計
画

史
　

３
F
1
1
3
6

環
境

科
学

演
習

　
　

C
1
0
3

環
境

化
学

物
質

リ
ス

ク
論

　
B

1
0
7
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m

ul
at

io
n 

of
 E

nv
iro
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en

ta
l

Po
lic
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C
5
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2
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en

ta
l
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2
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論
　

C
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2

都
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の
ﾌ
ｨｰ

ﾙ
ﾄﾞ

ﾜ
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ｸ
演

習
３
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1
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2

景
観

計
画

論
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環
境
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学
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習
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大
気
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ﾜ
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te
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総
合

管
理
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総
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環
境
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C

5
0
2

保
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環
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習
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０
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環
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環
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環
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ry

 P
ra

ct
ic

es
in

 E
nv

iro
nm

en
ta

l S
ci

en
se

s
C

1
0
3

Fi
el

d 
an

d 
La

bo
ra
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環
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学年開始

春季休業

入学式

新入生履修ガイダンス

新入生オリエンテーション

春学期授業開始

春季スポーツ・デー

春ＡＢモジュール期末試験

春ＡＢＣモジュール期末試験

春学期授業終了

期末試験予備日

夏季休業

  

秋学期入学式

秋学期授業開始

★1 開学記念日

筑波ｷｬﾝﾊﾟｽ電気設備点検（全学停電）

★2 学園祭

秋季スポーツ・デー

秋ＡＢモジュール期末試験

冬季休業

秋ＡＢＣモジュール期末試験

期末試験予備日

秋学期授業終了

春季休業

卒業式

大学院学位記授与式

学年終了

★1 １０月１日（火）の開学記念日は、休講とせずに授業を実施する。

★2 学園祭の実施に伴い、１１月５日（火）の授業は、後片付けのため、臨時休講とする。（東京キャンパスを除く）

3 定期健康診断の日程については、別に定め、実施時間に当たる学群・学類の当該年次及び研究科の授業は、臨時休講とする。（東京キャンパスを除く）

4 ５月７日は振替え授業日とし、月曜日の授業を実施する。７月２４日は振替え授業日とし、月曜日の授業を実施する。

１０月１７日は振替え授業日とし、月曜日の授業を実施する。１１月６日は振替え授業日とし、月曜日の授業を実施する。

１２月２５日は振替え授業日とし、月曜日の授業を実施する。１月１６日は振替え授業日とし、金曜日の授業を実施する。

１月２１日は振替え授業日とし、月曜日の授業を実施する。

5 学群の入学者選抜の実施に伴う臨時休業は、準備及び後片付けに要する時間を含め、別に定める。（東京キャンパスを除く）

6 医学類に係る卒業日は平成２６年３月７日とし、卒業式は上記日程に従い実施する。

7

(各モジュールの授業実施期間）

期間 期間

春A ４月１２日～５月２１日
＊大学院については４月１０日開始

秋A １０月１日～１１月７日

春B ５月２２日～６月２５日 秋B １１月８日～１２月１３日

春C ６月２６日～８月７日 秋C １２月１４日～２月７日

  　４月１０日（水）

　４月  １日（月） 　  ４月  １日（月）

　５月１８日（土）～　５月１９日（日）  　 ５月１８日（土）～  ５月１９日（日）

　４月１０日（水）～  ４月１１日（木）   　４月  ８日（月）～  ４月　９日（火）

【　４月　６日（土）】

　４月１２日（金）

平成２４年度以前に８月又は１２月に入学した者で標準修業年限で卒業・修了する者に係る卒業日・修了日は、それぞれ７月２５日、１１月３０日とす
る。

平成２５年度　学年暦

事                    項 学                    群
大         学        院
【   】は  東京キャンパス

春学期（４月１日～９月３０日）

　４月  ８日（月）

　６月２６日（水）～　７月　２日（火）   　６月２６日（水）～　７月　２日（火）

  ８月　７日（水）   　８月　７日（水）

【　７月２７日（土）】

　８月　１日（木）～  ８月　７日（水）   　８月　１日（木）～  ８月　７日（水）

【　７月２３日（火）～　７月２５日（木）

秋学期（１０月１日～３月３１日）

  ８月１０日（土）～  ９月３０日（月）   　８月１０日（土）～  ９月３０日（月）

【　８月１１日（日）～　９月３０日（月）】

　４月  １日（月）～  ４月  ７日（日） 　  ４月  １日（月）～  ４月  ７日（日）

【　４月　１日（月）～　４月　８日（月）】

【　４月　９日（火）】 

　  ４月  ８日（月）

【　４月　６日（土）】

　４月　９日（火）

１０月２６日（土）～１０月２７日（日） 　１０月２６日（土）～１０月２７日（日）

１０月  １日（火） 　１０月  １日（火）

１０月  １日（火） 　１０月  １日（火）

　　８月　２日（金）～　８月　３日（土）】

１１月１６日（土）～１１月１７日（日） 　１１月１６日（土）～１１月１７日（日）

１２月１６日（月）～１２月２０日（金） 　１２月１６日（月）～１２月２０日（金）

１１月　２日（土）～１１月　４日（月） 　１１月　２日（土）～１１月　４日（月）

  ９月下旬（予定）   　９月下旬（予定）

　  ３月２５日（火）

  ２月　７日（金）  　 ２月　７日（金）

【　１月２１日（火）～　１月２３日（木）

  ３月３１日（月）   　３月３１日（月）

【　３月３１日（月）】

(備  考）

　２月　３日（月）～　２月　７日（金） 　　２月　３日（月）～　２月　７日（金）

　３月２５日（火）

【　２月　１日（土）】

１２月２７日（金）～  １月  ５日（日） 　１２月２７日（金）～  １月  ５日（日）

【１２月２７日（金）～　１月　６日（月）】

　８月　８日（木）～　８月　９日（金） 　  ８月　８日（木）～　８月　９日（金）

　２月１０日（月）、　２月１２日（水） 　　２月１０日（月）、　２月１２日（水）

【　３月２９日（土）】

  ２月１３日（木）～  ３月３１日（月）   　２月１３日（木）～  ３月３１日（月）

【　２月　９日（日）～　３月３１日（月）】

　　１月３１日（金）、　２月　８日（土）】
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学年開始

春季休業

入学式

新入生履修ガイダンス

新入生オリエンテーション

春学期授業開始

春季スポーツ・デー

春ＡＢモジュール期末試験

春ＡＢＣモジュール期末試験

春学期授業終了

期末試験予備日

夏季休業

  

秋学期入学式

秋学期授業開始

★1 開学記念日

筑波ｷｬﾝﾊﾟｽ電気設備点検（全学停電）

★2 学園祭

秋季スポーツ・デー

冬季休業

秋ＡＢＣモジュール期末試験

期末試験予備日

秋学期授業終了

春季休業

卒業式

大学院学位記授与式

学年終了

★1 １０月１日（水）の開学記念日は、休講とせずに授業を実施する。

★2 学園祭の実施に伴い、１１月４日（火）の授業は、後片付けのため、臨時休講とする。（東京キャンパスを除く）

3 定期健康診断の日程については、別に定め、実施時間に当たる学群・学類の当該年次及び研究科の授業は、臨時休講とする。（東京キャンパスを除く）

4 授業日数確保のため、下記のとおり曜日を振替えて授業を実施する。（東京キャンパスを除く）

５月９日は振替え授業日とし、火曜日の授業を実施する。７月２３日は振替え授業日とし、月曜日の授業を実施する。

１０月１７日は振替え授業日とし、月曜日の授業を実施する。１１月５日は振替え授業日とし、月曜日の授業を実施する。

１１月６日は振替え授業日とし、火曜日の授業を実施する。１月１５日は振替え授業日とし、金曜日の授業を実施する。

１月２０日は振替え授業日とし、月曜日の授業を実施する。

5 学群の入学者選抜の実施に伴う臨時休業は、準備及び後片付けに要する時間を含め、別に定める。（東京キャンパスを除く）

6 医学類に係る卒業日は平成２７年３月６日とし、卒業式は上記日程に従い実施する。

7

※

秋ＡＢモジュール期末試験
（ただし12月23日の休日に当たる期末試験は12月16日に繰り上げて行う） 　（ただし12月23日の休日に当たる期末試験は12月16日に繰り上げて行う）

（ただし2月11日の休日に当たる期末試験は2月4日に繰り上げて行う） 　（ただし2月11日の休日に当たる期末試験は2月4日に繰り上げて行う）

【　４月　５日（土）】

　４月　８日（火）

　　８月　２日（土）、　８月　５日（火）】

　８月　７日（木）～　８月　８日（金） 　  ８月　７日（木）～　８月　８日（金）

１１月１５日（土）～１１月１６日（日） 　１１月１５日（土）～１１月１６日（日）

１２月２２日（月）～１２月２６日（金） 　１２月２２日（月）～１２月２６日（金）

１１月　１日（土）～１１月　３日（月） 　１１月　１日（土）～１１月　３日（月）

  ９月下旬（予定）   　９月下旬（予定）

１０月下旬（予定） 　１０月下旬（予定）

１０月  １日（水）

　４月  １日（火） 　  ４月  １日（火）

　４月  ７日（月） 　  ４月  ７日（月）

　４月  １日（火）～  ４月  ６日（日） 　  ４月  １日（火）～  ４月  ６日（日）

【　４月　１日（火）～　４月　７日（月）】

　５月１７日（土）～　５月１８日（日）  　 ５月１７日（土）～　５月１８日（日）

　４月　９日（水）～  ４月１０日（木）   　４月  ７日（月）～  ４月　８日（火）

【　４月　５日（土）】

　４月１１日（金）   　４月９日（水）

【　４月　８日（火）】 

平成２６年度　学年暦

事                    項 学                    群
大         学        院

【   】は  東京キャンパス

春学期（４月１日～９月３０日）

秋学期（１０月１日～３月３１日）

  ８月　９日（土）～  ９月３０日（火）   　８月　９日（土）～  ９月３０日（火）

【　８月１０日（日）～　９月３０日（火）】

　６月２５日（水）～　７月　１日（火）   　６月２５日（水）～　７月　１日（火）

  ８月　６日（水）   　８月　６日（水）

【　７月２９日（火）】

　７月３１日（木）～  ８月　６日（水）   　７月３１日（木）～  ８月　６日（水）

【　７月２３日（水）～　７月２５日（金）

　１０月  １日（水）

１０月  １日（水） 　１０月  １日（水）

  ３月３１日（火）   　３月３１日（火）

　　２月１３日（金）、　２月１６日（月）

【　３月２８日（土）】

　　２月　３日（火）、　２月　７日（土）】

【　１月３１日（土）】

  ２月１７日（火）～  ３月３１日（火）   　２月１７日（火）～  ３月３１日（火）

【　２月　８日（日）～　３月３１日（火）】

　２月１３日（金）、　２月１６日（月）

　３月２５日（水）

１２月２７日（土）～  １月  ４日（日） 　１２月２７日（土）～  １月  ４日（日）

【１２月２７日（土）～　１月　５日（月）】

　２月　６日（金）～　２月１２日（木）

学期(学期の区分）は、春学期と秋学期の2学期とし、５週単位の６つ(春Ａ，春Ｂ，春Ｃ，秋Ａ，秋Ｂ，秋Ｃ)のモジュールで構成する。

　　２月　６日（金）～　２月１２日（木）

　  ３月２５日（水）

  ２月１２日（木）  　 ２月１２日（木）

【　１月２１日（水）～　１月２３日（金）

平成２４年度以前に８月又は１２月に入学した者で標準修業年限で卒業・修了する者に係る卒業日・修了日は、それぞれ７月２５日、１１月３０日とす
る。

【　３月３１日（火）】

(備  考）
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学年開始

春季休業

入学式

新入生履修ガイダンス

新入生オリエンテーション

春学期授業開始

春季スポーツ・デー

春ＡＢモジュール期末試験

春ＡＢＣモジュール期末試験

春学期授業終了

期末試験予備日

夏季休業

  

秋学期入学式

秋学期授業開始

★1 開学記念日

筑波ｷｬﾝﾊﾟｽ電気設備点検（全学停電）

★2 学園祭

秋季スポーツ・デー

冬季休業

秋ＡＢＣモジュール期末試験

期末試験予備日

秋学期授業終了

春季休業

卒業式

大学院学位記授与式

学年終了

★1 １０月１日（木）の開学記念日は、休講とせずに授業を実施する。

★2 学園祭の実施に伴い、１１月６日（金）及び１１月９日（月）の授業は臨時休講とする。（東京キャンパスを除く）

3 定期健康診断の日程については、別に定め、実施時間に当たる学群・学類の当該年次及び研究科の授業は、臨時休講とする。（東京キャンパスを除く）

4 授業日数確保のため、下記のとおり曜日を振替えて授業を実施する。（東京キャンパスを除く）

５月８日は振替え授業日とし、水曜日の授業を実施する。７月２３日は振替え授業日とし、月曜日の授業を実施する。

１０月１５日は振替え授業日とし、月曜日の授業を実施する。１月１９日は振替え授業日とし、月曜日の授業を実施する。

5 学群の入学者選抜の実施に伴う臨時休業は、準備及び後片付けに要する時間を含め、別に定める。（東京キャンパスを除く）

6 医学類に係る卒業日は平成２８年３月１０日とし、卒業式は上記日程に従い実施する。

7

※

【　７月３０日（木）～　８月　１日（土）】

【　１月２８日（木）～　１月２９日（金）、２月　６日（土）】

秋ＡＢモジュール期末試験
（ただし12月23日の休日に当たる期末試験は12月16日に繰り上げて行う） 　（ただし12月23日の休日に当たる期末試験は12月16日に繰り上げて行う）

【　４月　４日（土）】

　４月　７日（火）

　　７月２８日（火）、　８月　５日（水）】

　８月　７日（金） 　  ８月　７日（金）

１１月１４日（土）～１１月１５日（日） 　１１月１４日（土）～１１月１５日（日）

１２月２２日（火）～１２月２８日（月） 　１２月２２日（火）～１２月２８日（月）

１１月　６日（金）～１１月　８日（日） 　１１月　６日（金）～１１月　８日（日）

  ９月下旬（予定）   　９月下旬（予定）

１０月下旬（予定） 　１０月下旬（予定）

１０月  １日（木）

　４月  １日（水） 　  ４月  １日（水）

　４月  ６日（月） 　  ４月  ６日（月）

　４月  １日（水）～  ４月  ５日（日） 　  ４月  １日（水）～  ４月  ５日（日）

【　４月　１日（水）～　４月　６日（月）】

　５月１６日（土）～　５月１７日（日）  　 ５月１６日（土）～　５月１７日（日）

　４月　８日（水）～  ４月　９日（木）   　４月  ６日（月）～  ４月　７日（火）

【　４月　４日（土）】

　４月１０日（金）   　４月　８日（水）

【　４月　７日（火）】 

平成２７年度　学年暦

事                    項 学                    群
大         学        院

【   】は  東京キャンパス

春学期（４月１日～９月３０日）

秋学期（１０月１日～３月３１日）

  ８月　８日（土）～  ９月３０日（水）   　８月　８日（土）～  ９月３０日（水）

【　８月　６日（木）～　９月３０日（水）】

　６月２５日（木）～　７月　１日（水）   　６月２５日（木）～　７月　１日（水）

  ８月　６日（木）   　８月　６日（木）

【　７月２９日（水）】

　７月３１日（金）～  ８月　６日（木）   　７月３１日（金）～  ８月　６日（木）

【　７月２３日（木）～　７月２５日（土）

　１０月  １日（木）

１０月  １日（木） 　１０月  １日（木）

  ３月３１日（木）   　３月３１日（木）

　　２月１７日（水）

【　３月２６日（土）】

　　１月３０日（土）～　２月　３日（水）】

【　１月２７日（水）】

  ２月１８日（木）～  ３月３１日（木）   　２月１８日（木）～  ３月３１日（木）

【　２月　７日（日）～　３月３１日（木）】

　２月１７日（水）

　３月２５日（金）

１２月２９日（火）～  １月　６日（水） 　１２月２９日（火）～  １月　６日（水）

【１２月２７日（日）～　１月　４日（月）】

　２月１０日（水）～　２月１６日（火）

学期(学期の区分）は、春学期と秋学期の2学期とし、５週単位の６つ(春Ａ，春Ｂ，春Ｃ，秋Ａ，秋Ｂ，秋Ｃ)のモジュールで構成する。

　　２月１０日（水）～　２月１６日（火）

　  ３月２５日（金）

  ２月１６日（火）  　 ２月１６日（火）

【　１月２１日（木）～　１月２２日（金）

平成２４年度以前に８月又は１２月に入学した者で標準修業年限で卒業・修了する者に係る卒業日・修了日は、それぞれ７月２５日、１１月３０日とす
る。

【　３月３１日（木）】

(備  考）

（ただし2月11日の休日に当たる期末試験は2月4日に繰り上げて行う） （ただし2月11日の休日に当たる期末試験は2月4日に繰り上げて行う）
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学年開始

春季休業

入学式

新入生履修ガイダンス

大学院新入生全学ガイダンス

新入生オリエンテーション

春学期授業開始

春季スポーツ・デー

春ＡＢモジュール期末試験

春ＡＢＣモジュール期末試験

春学期授業終了

期末試験予備日

夏季休業

  

卒業式

大学院学位記授与式

秋学期入学式

★1 開学記念日

秋学期授業開始

筑波ｷｬﾝﾊﾟｽ電気設備点検（全学停電）

★2 学園祭

秋季スポーツ・デー

秋ＡＢモジュール期末試験

１２月２２日（木）～１２月２８日（水）

冬季休業

秋ＡＢＣモジュール期末試験

秋学期授業終了

期末試験予備日

春季休業

卒業式

大学院学位記授与式

学年終了

★1 １０月１日（土）の開学記念日は、東京キャンパスのみ授業を実施する。

★2 学園祭の実施に伴い、１１月４日（金）及び１１月７日（月）の授業は臨時休講とする。（東京キャンパスを除く）

3 定期健康診断の日程については、別に定め、実施時間に当たる学群・学類の当該年次及び研究科の授業は、臨時休講とする。（東京キャンパスを除く）

4 授業日数確保のため、下記のとおり曜日を振替えて授業を実施する。（東京キャンパスを除く）

５月２日は振替え授業日とし、火曜日の授業を実施する。７月１９日は振替え授業日とし、月曜日の授業を実施する。

１１月２日は振替え授業日とし、金曜日の授業を実施する。１１月８日は振替え授業日とし、月曜日の授業を実施する。

１１月２８日は振替え授業日とし、水曜日の授業を実施する。１月１１日は振替え授業日とし、金曜日の授業を実施する。

１月１７日は振替え授業日とし、月曜日の授業を実施する。

5 学群の入学者選抜の実施に伴う臨時休業は、準備及び後片付けに要する時間を含め、別に定める。（東京キャンパスを除く）

6 医学類に係る卒業日は平成２９年３月１０日とし、卒業式は上記日程に従い実施する。

7

※

  ２月１５日（水）  　 ２月１５日（水）

【　２月　２日（木）】

【　３月３１日（金）】

(備  考）

平成２４年度以前に８月又は１２月に入学した者で標準修業年限で卒業・修了する者に係る卒業日・修了日は、それぞれ７月２５日、１１月３０日とす
る。

学期(学期の区分）は、春学期と秋学期の2学期とし、５週単位の６つ(春Ａ，春Ｂ，春Ｃ，秋Ａ，秋Ｂ，秋Ｃ)のモジュールで構成する。

　  ３月２４日（金）

【　３月２５日（土）】

  ３月３１日（金）   　３月３１日（金）

  ２月１７日（金）～  ３月３１日（金）   　２月１７日（金）～  ３月３１日（金）

【　２月１１日（土）～　３月３１日（金）】

　３月２４日（金）

　２月１６日（木） 　　２月１６日（木）

【　２月　４日（土）、２月　７日（火）、２月１０日（金）】

【　１月２８日（土）、　１月３１日（火）、

　　２月　３日（金）、　２月　８日（水）、

　　２月　９日（木）】

１２月２９日（木）～  １月　９日（月） 　１２月２９日（木）～  １月　９日（月）

【１２月２５日（日）～　１月　５日（木）】

　２月　９日（木）～　２月１５日（水） 　　２月　９日（木）～　２月１５日（水）

１１月　４日（金）～１１月　６日（日） 　１１月　４日（金）～１１月　６日（日）

１１月１２日（土）～１１月１３日（日） 　１１月１２日（土）～１１月１３日（日）

１２月１６日（金）、 　１２月１６日（金）、

　１２月２２日（木）～１２月２８日（水）

１０月  １日（土） 　１０月  １日（土）

１０月下旬（予定） 　１０月下旬（予定）

【１０月　１日（土）】

１０月  ３日（月） 　１０月  ３日（月）

【　８月　６日（土）～　８月１０日（水）】

  ８月　９日（火）   　８月　９日（火）

【　７月２９日（金）】

　８月１０日（水） 　  ８月１０日（水）

【　７月３０日（土）～　８月　５日（金）】

　  ９月２３日（金）

秋学期（１０月１日～３月３１日）

  ９月下旬（予定）   　９月下旬（予定）

  ８月１１日（木）～  ９月３０日（金）   　８月１１日（木）～  ９月３０日（金）

【　８月１１日（木）～　９月３０日（金）】

　９月２３日（金）

【　４月　９日（土）】

　４月１３日（水）   　４月１１日（月）

【　４月　９日（土）】

　４月　８日（金）

　８月　３日（水）～  ８月　９日（火）   　８月　３日（水）～  ８月　９日（火）

【　４月１２日（火）】 

　５月１４日（土）～　５月１５日（日）  　 ５月１４日（土）～　５月１５日（日）

　６月２８日（火）～　７月　４日（月） 　　６月２８日（火）～　７月　４日（月）

平成２８年度　学年暦

事                    項 学                    群
大         学        院
【   】は  東京キャンパス

春学期（４月１日～９月３０日）

　４月１１日（月）～  ４月１２日（火）   　４月  ７日（木）～  ４月　８日（金）

　４月  ７日（木） 　  ４月  ７日（木）

　　４月　７日（木）

　４月  １日（金） 　  ４月  １日（金）

　４月  １日（金）～  ４月  ６日（水） 　  ４月  １日（金）～  ４月  ６日（水）

【　４月　１日（金）～　４月１１日（月）】
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H23.3-30.3 修士学位取得者： 社会人１3名、一般学生3名、留学生5名　合計：21名

修了年月 氏名 タ 現所属 備考

前期課程
（社会人）

千葉伸一 応用地質（株） 技術部　地質・土質グループ

前期課程
(一般学

生）
亀澤奈央

前期課程
(留学生)

朱　培紅
東亜グラウト工業（株）
防災グループ技術開発室　技術管理部

前期課程
(留学生)

黄　麗 応用地質（株）砂防・防災事業部

前期課程
（社会人）

田中　義成 （株）キタック 技術第一部 第二グループ地質システム課

前期課程
（社会人）

安海　高明 朝日航洋（株）　防災コンサルタント部

前期課程
（社会人）

大村　さつき 応用地質（株） 砂防・防災事業部　

前期課程
（社会人）

中根　和彦
玉野総合コンサルタント（株）（現在SSFに出向中）
（一財）砂防フロンティア整備推進機構　研究第二部

前期課程
（社会人）

関根　敬
（株）東京建設コンサルタント
東京本社　河川計画本部　総合河川部

前期課程
（社会人）

西村　直記 アジア航測（株） 防災地質部 SABO課

前期課程
（留学生）

王　褘 （帰国）

前期課程
（社会人）

神保　啓 （株）キタック 技術第一部 第一グループ地質システム課

前期課程
（社会人）

江藤　稚佳子 朝日航洋（株）　防災コンサルタント部

前期課程
（社会人）

阿部　拓実 応用地質（株）砂防・防災事業部

前期課程
(一般学

生）
大賀　知将 中電技術コンサルタント（株）

前期課程
（留学生）

劉　詩雨 土研（非常勤）

前期課程
（社会人）

吉田　喜高
（株）東京建設コンサルタント
東北支社　河川計画部

前期課程
（留学生）

孫　敏 アクセンチュア（中国法人）

前期課程
（社会人）

塚原　直幸 （株）日本海コンサルタント

前期課程
（社会人）

後藤　美香 応用地質（株）

前期課程
(一般学

生）
笠原　友樹

H23.3-30.3 博士学位取得者

修了年月 氏名 タ 所属会社 備考

前期課程
（社会人）

秋山　怜子 アジア航測（株） 防災地質部 SABO課

前期課程
（社会人）

照沼　利浩
（株）パスコ中央事業部　技術センター
　コンサルタント技術部　システム技術課

H29.3

H28.3

H30.3

H26.3

筑波大学大学院 環境防災学講座 修了生・在学生一覧

H29.3

H27.3

H25.3

H24.3
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H23.3-30.3 修士学位取得者： 社会人１3名、一般学生3名、留学生5名　合計：21名

修了年月 氏名 修論タイトル 現所属

前期課程
（社会人）

千葉伸一
人的被害を軽減するための土砂災
害警戒避難の実態と土砂災害警戒
情報の効果分析

応用地質（株）

前期課程
(一般学

生）
亀澤奈央

砂防堰堤の形状、材料及び越流水
処理工法の変遷の分析

前期課程
(留学生)

朱　培紅
土砂災害の危機管理の視点から見
た災害対策に関わる法体制の中日
比較

東亜グラウト工業（株）

前期課程
(留学生)

黄　麗
大規模地震発生後の避難所整備に
関する中国と日本の比較

応用地質（株）

前期課程
（社会人）

田中　義成
学校における土砂災害に対する防災
教育の実践方法の研究～小学校に
おける取り組み事例～

（株）キタック

前期課程
（社会人）

安海　高明
土石流導流工による土石流・流木の
制御効果に関する研究

朝日航洋（株）

前期課程
（社会人）

大村　さつき
地域特性を考慮したアンケート式自
己学習プログラムによる住民の土砂
災害に対する防災意識向上手法

応用地質（株）

前期課程
（社会人）

中根　和彦
砂防堰堤の下流法勾配及び石積形状に
着目した近代日本砂防技術確立期におけ
る欧州アルプス砂防の影響

玉野総合コンサルタント（株）

前期課程
（社会人）

関根　敬
崩壊土砂の突入に伴う段波の形成・
遡上過程の解解明

（株）東京建設コンサルタント

前期課程
（社会人）

西村　直記
降雨や濁水が避難行動に係わる目
標物の視認に与える影響

アジア航測（株）

前期課程
（留学生）

王　褘
中国における土砂災害対策としての
群測群防体敬系の方策

（帰国）

前期課程
（社会人）

神保　啓
土砂災害特別警戒区域における住
宅の移転および構造の規制に関する
課題と促進策

（株）キタック

前期課程
（社会人）

江藤　稚佳子
有限体積法による水の動きの再現に
変数の設定方法が及ぼす影響の解
明

朝日航洋（株）

前期課程
（社会人）

阿部　拓実
地名が示唆する土砂災害発生の種類と危
険性に関する研究 応用地質（株）

前期課程
(一般学

生）
大賀　知将

渓流水に含まれる電解質の伝播
課程の観測と移流・拡散係数の
推定

中電コンサルタント（株）

前期課程
（留学生）

劉　詩雨
日本と中国の教科書における防災学
習内容の比較分析 土研（非常勤）

前期課程
（社会人）

吉田　喜高
丹沢西部流域における土砂流出抑
制対策の効果

（株）東京建設コンサルタント

前期課程
（留学生）

孫　敏
自然災害に対する被災地支援手法
の日中比較

アクセンチュア（中国法人）

前期課程
（社会人）

塚原　直幸
荒廃渓流における出水時の獨度と土
砂移動現象との関係

（株）日本海コンサルタント

前期課程
（社会人）

後藤　美香
昭和5（1930）年に発生した北伊豆地
震の特性と土砂災害発生機構との関
係

応用地質（株）

前期課程
(一般学

生）
笠原　友樹

多視点撮影画像による歴史的砂防
施設の三次元モデル構築

H23.3-30.3 博士学位取得者

修了年月 氏名 修論タイトル 所属会社

前期課程
（社会人）

秋山　怜子
地下水流出の到達時間と土層の

粘着力に着目した崩壊発生解析法
アジア航測（株）

前期課程
（社会人）

照沼　利浩
災害対応に要する時間の推定モデ

ルとその適用性
（株）パスコ

H29.3

H30.3

H29.3

H24.3

H28.3

筑波大学大学院　 環境防災学講座 博士論文・修士論文一覧

H25.3

H26.3

H27.3
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年度 学生氏名 学年 世話教員 実習先 実習期間 実習名

千葉　伸一
前期
1年 西本晴男

(一財）砂防フロンティア
整備推進機構

9月16日～
10月14日

平成22年度土砂災害(特別)警戒区域設定のための照
査に関する実践実習

亀澤　奈央
前期
1年 西本晴男 (株)神戸製鋼所

8月16日～
8月27日

平成22年度環境防災施設の製造・施工と施設効果評価
に関する実践実習

尾関　信幸
後期
1年 西本晴男

(一財）砂防フロンティア
整備推進機構

8月9日～
8月31日

平成22年度連石積粗石コンクリート構造砂防施設の破
損・劣化調査に関する実践実習

田中　義成
前期
1年 西本晴男 (株)北陸ジオテック

7月25日～
8月12日

平成23年度環境リサイクルに関する実践実習

黄　　麗
前期
1年 西本晴男 (株）神戸製鋼所

8月29日～
9月9日

平成23年度環境砂防施設の製造・施工と施設効果評価
に関する実践実習

朱　　培紅
前期
1年 石井　靖雄 ダイチ(株）

7月25日～
8月12日

平成23年度常願寺川の砂防施設の工事及びその効果
調査に関する実践実習

照沼　利浩
後期
1年 西本晴男

(一財）砂防フロンティア
整備推進機構

8月1日～
8月31日

直轄砂防事務所における砂防関連情報の管理・活用に
関する実践実習

大村　さつき
前期
1年 西本晴男 ダイチ(株）

7月9日～
7月20日

平成24年度常願寺川の砂防施設の工事及びその効果
調査に関する実践実習

安海　高明
前期
1年 水野　秀明 鹿島建設(株）

7月9日～
7月20日

平成24年度紀伊半島の河道閉塞の緊急工事に関する
実践実習

秋山　怜子
後期
1年 西本晴男 (独）土木研究所

7月23日～
8月24日

平成24年度改正土砂災害防止法に係る緊急調査に関
する実践実習

中根　和彦
前期
1年 西本晴男 ダイチ(株）

7月16日～
8月9日

常願寺川の砂防施設の工事及びその効果調査に関す
る実践実習

西村　直記
前期
1年 西本晴男 鹿島建設(株）

7月16日～
8月9日

紀伊半島の河道閉塞の抜本対策工事に関する実践実
習

関根　敬
前期
1年 水野　秀明 (株)野添組

7月22日～
8月23日

桜島砂防事業における土石流対策工事及びその効果
調査に関する実践実習

王　　褘
前期
1年 西本晴男 (株）神戸製鋼所

7月22日～
8月23日

環境防災施設の製造・施工と施設効果評価に関する実
践実習

大村　さつき
前期
2年 西本晴男 (株)北陸ジオテック

7月16日～
8月9日

環境リサイクルに関する実践実習

安海　高明
前期
2年 水野　秀明 (株）守谷商会

7月16日～
8月9日

葛葉山腹工の工法及びその効果調査に関する実践実
習

神保　啓
前期
1年 西本晴男 (株)北陸ジオテック

7月22日～
8月1日

環境リサイクルに関する実践実習

江藤　稚佳子
前期
1年 西本晴男 鹿島建設(株）

7月22日～
8月1日

平成26年度紀伊半島の河道閉塞の抜本対策工事に関
する実践実習

阿部　拓実
前期
1年 西本晴男 大日本土木(株）

7月28日～
8月8日

木曽川水系越百川砂防に係わる堰堤築造工事並びに
袖部法面対策工に関する実践実習

劉　　詩雨
前期
1年 西本晴男 (株）神戸製鋼所

7月28日～
8月8日

平成26年度環境防災施設の製造・施工法と施設効果評
価に関する実践実習

関根　敬
前期
2年 水野　秀明 ダイチ(株）

8月4日～
8月8日

山腹工に関する実践実習

神保　啓
前期
2年 西本晴男 (株）加藤組

7月27日～
8月7日

砂防ソイルセメントを用いたダブルダブルウォール構造
砂防堰堤工事に関する実践実習

江藤　稚佳子
前期
2年 西本晴男 大日本土木(株）

7月27日～
8月7日

木曽川水系越百川砂防に係わる堰堤築造工事ならび
に袖部法面対策工に関する実践実習

阿部　拓実
前期
2年 西本晴男 鹿島建設(株）

7月27日～
8月7日

紀伊半島の河道閉塞の抜本対策工事に関する実践実
習

吉田　喜高
前期
1年 西本晴男 ダイチ(株）

7月27日～
8月7日

立山砂防管内に関わる法面（落石）対策工事の施工に
関する実践実習

孫　　　敏
前期
1年 西本晴男 (株）神戸製鋼所

7月27日～
8月7日

環境防災施設の製造・施工法と施設効果評価に関する
実践実習

吉田　喜高
前期
2年 西本晴男 (株)吉川工務店

7月25日～
8月5日

木曽川水系入ヶ洞砂防堰堤工事の施工に関する実践
実習

孫　敏
前期
2年 西本晴男 （株）北陸ジオテック

7月25日～
8月5日

環境リサイクルに関する実践実習

塚原直幸
前期
1年 西本晴男 鹿島建設(株）

7月25日～
8月5日

紀伊半島の河道閉塞の抜本対策工事に関する実践実
習

29 後藤美香
前期
2年 西本晴男 鹿島建設(株）

7月24日
～

紀伊半島の河道閉塞の抜本対策工事に関する実践実
習

28

27

26

22

環境防災学講座院生　実践実習実績

23

24

25
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３.研究 

  

ここでは、教員又は院生が原則として環境防災学講座設置期間中にファーストオー 

サーとして発表した原著論文、及び環境防災学講座に在学した院生が在学中に研究し

た内容を在学中または課程修了後に学会の研究発表会で発表した概要を掲載した。 
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掲載論文一覧 

【原著論文】 

・西本晴男(2010)：火山地域における火山泥流，泥流，土石流の表現方法に関する考察, 砂防

学会誌、Vol.63、No.2、p.26-37 

・西本晴男(2011)：砂防堰堤の土砂調節効果について、砂防学会誌、Vol.64、No.4、p.46-51  

・Yasuo Ishii,Keiichi Ota,Senro Kuraoka,Ryosuke Tsunaki(2012)： Evaluation of slope 

stability by finite element method using observed displacement of landslide、 

Landslides,Vol.9,No.3,p.335-348 

・水野秀明(2013)土砂の流れ－固体と液体の特徴を合わせ持つ土石流－、日本機会学会誌、

Vol.116、No.1136、p.474-477 

・西本晴男（2017）：日本人初の砂防担当教授・諸戸北郎の近代砂防における業績，砂防学会

誌，Vol.70，No.3，p.13-24 

・西本晴男（2017）：近代砂防草創期の砂防教育事情，Vol.70，No.5，p.15-23 

・西本晴男（2017）：東京帝国大学砂防講座外国人教師，アメリゴ・ホフマンの業績について

の一考察，Vol.70，No.5，p.24-33 

・照沼利浩，水野秀明，西本 晴男（2017）：災害対応に要する時間の推定モデル －複数のパ

スからなる災害対応への適用－，自然災害科学，Vol.36, No.2，p.167-178 

 
【研究発表会】 

・亀澤奈央、西本晴男(2011)：明治期における砂防研究と技術の展開、平成 23 年度砂防学会

研究発表会概要集、p.206-207 

・亀澤奈央、西本晴男、尾関信幸（2012）：砂防堰堤の越流部構造の変化過程に関する一考察、 

平成 24 年度砂防学会研究発表会概要集、p.66-67 

・黄麗、西本晴男、朱培紅(2012)：平成 23 年発生の土砂災害に係る報道表現に関する考察、

平成 24 年度砂防学会研究発表会概要集、p.170-171 

・朱培紅、西本晴男(2012)：自然災害発生後の応急対策と復旧対策についての中日比較、第 31

回日本自然災害学会学術講演会 

・田中義成、西本晴男、三木洋一(2013)：小学校における土砂災害に関する防災教育上の問題

について、平成 25 年度砂防学会研究発表会概要集 B、p.B-208～B-209 

・黄麗、石井靖雄(2013)：中国における大規模土砂災害発生後の避難所整備の実態と課題、平

成 25 年度砂防学会研究発表会概要集 A、p.A-170～A-171 

・安海高明、水野秀明(2013)：流下痕跡に基づく土石流水理量の推定、平成 25 年度砂防学会

研究発表会概要集 B、p.B-272～B-273 

・大村さつき、西本晴男(2014)：地域特性を考慮したアンケート式自己学習プログラムによる

住民の土砂災害に対する防災意識向上手法、平成 26 年度砂防学会研究発表会概要集 B、

p.168-169 

・田中義成、西本晴男、三木洋一(2014)：小学校における土砂災害の防災教育実践方法、平成
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自然災害発生後の応急対策と復旧対策についての中日比較 
筑波大学大学院生命環境科学研究科 ○朱培紅 
筑波大学大学院生命環境科学研究科 西本晴男 

１．はじめに 
近年、地球規模の気候変動による暴風雨、土砂災害、洪水などの自然災害は大規模・多発化になる傾向がみ

られる。また、日本国内では岩手・宮城内陸地震、新潟県中越地震、東日本大震災、海外ではスマトラ島沖地

震、ハイチ地震、中国四川大地震、イタリア中部地震などの地震災害も相次いで発生しており、多くの人命と

財産を奪っている。これらの自然災害は予想以上の被害をもたらし、個人、地域が対応できるところではなく、

国レベルの対応、場合によっては国際的な援助が求められている。 
一方、防災白書（平成 24 年版）によると、20 世紀を通じ、全体的には、地震や風水害による大規模災害が、

アジア地域で多発している。 
人命や財産の損失をできる限り軽減するためには、自然災害発生後の応急対策と復旧対策を迅速かつ効率的

に行うことが重要である。そこで、国の法体制の整備と防災法制度に基づく各段階での各組織の役割分担や責

任の明確化が求められる。 
本論では、特に中国における災害対策の改善・推進していく上で、災害対策に係わる法体制についての中日

比較を行ったものである。 

１．中国における自然災害への対応 

1.1 自然災害に係わる法体制の整備 

1990 年代から、中国は各種自然災害の法体制の整備を始めた。

表－1 は中国における自然災害に係わる法律および条例をまとめ

たものである。この表で示したように、中国では、自然災害に係

わる法律のうち、地震、洪水などの個別の災害に対する防御と対

処を主とする個別の法律が定められているが、日本の災害対策基

本法、災害救助法等の災害対策の基本を定めた法律はない。突発

事件対応法は自然災害のみを対象とする法律ではないものの、自

然災害を含む突発事件の対応を定めた基本法とされている。 
1.2 自然災害救助応急対策計画 

中国は2003年のSARSを契機に、危機管理の重要性が認識され、

一案三制1の整備を進めることが重要な課題となって、2005年に本

格的な整備が開始された。自然災害についての国の応急対策計画

には国家自然災害救助応急対策計画が総合的な応急対策として存

在しており、その他にも国家洪水・干害防止応急対策計画、国家地震応急対策計画、国家突発地質災害応急対

策計画、国家気象災害応急対策計画などのような自然災害の種類に応じた応急対策計画がある。これらに対応

して地方の応急対策計画も策定されている。国家自然災害救助応急対策計画は、自然災害救助の組織・指揮体

系、早期警報・予報、災害情報の伝達、救助資金・物資等の準備、1級～4級の各等級の対応を中央政府が発動

させる条件及び各対応体制、被災者生活支援、復興再建等についての体制、運用を定めている。 

1.3 大規模地震の発生を事例とする災害対策組織体制 

自然災害発生後の災害対策は発生した地区の人民政府が対応するのが原則であるが、地方人民政府の対応能

力を超えるような災害が起きた場合には、中央政府が対応することになる。例えば大規模な地震が発生したと

                                                  
1一案とは応急予案（応急対策計画）、三制とは危機管理の体制、機制（応急管理方法と措置）及び法制をいう。 
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きには、図－１で示した組織体系が形

成され、地方人民政府が国務院まで被

害状況を報告した後、それぞれのメン

バー組織は指揮長と副指揮長の指示

に基づいて、救援、救助、治安維持、

交通整理、防疫等の活動を行い、応急

対策が落ち着く段階で二次災害防止

の取り組み、被災者の生活・生産支援

（資金及び災害救援物質の配布等）、

道路や施設の復旧が始まる。 

２．日本における法体制整備による自

然災害への対応 

 日本は 1946 年の南海地震を契機として災害救助法が制定され、伊勢湾台風災害を契機として 1961 年に災害

対策基本法が定められた。一方、中央防災会議も設置され、防災基本計画が作成された。それ以降も大規模な

自然災害や事故の経験を契機として防災体制を充実強化させた。現在では、災害対策基本法及び各種の関係法

律によって、災害対策が推進されている。 

 日本の災害対策は、内閣府総理大臣が指揮官を務め、中央防災会議または関係閣僚協議や関係省庁連絡会議

で応急対策計画や災害対策を制定し、国交省、気象庁、防衛庁及び消防庁の各担当部門が具体的な措置を実施

するフローになっている。地方政府の方もまた同じような体系が構築されており、災害規模に応じて地方か中

央の災害対策が実施される。 

 災害基本法が制定されており、気象庁による地震と津波の 24 時間監測と災害発生後の速報、IT 技術による

通信網の整備、避難所の指定、またはハザードマップの設定や防災訓練の実行から現れる国民の災害予防危機

意識と防災教育の実施は特に自然災害による人命財産の被害の軽減を実現させる優れたところだと言われて

いる。 

３．日本の経験から中国の今後の災害対策の改善・推進への提示 

 中国は自然災害に係わる法律の制定が少ないばかりではなく、現存する法律も個別災害対応の法律であり、

大規模災害あるいは「災害連鎖」2が発生する場合は対応できなくなる。そのためには災害対策基本法と災害

救助法のような基本法の制定が必要不可欠である。 

 四川大地震が発生後に情報を中央に上げて指示を仰ぐことが重要視されたために、地方政府による救援など

の応急対策が遅れた。これは中国の災害対策体制の権力は中央に集中していたことも一因であると言われてい

る。したがって、権力を地方に分割し、日本のように、地方政府の災害対策力の向上と各部署同士での連携・

協力が強く求められている。（劉学彬，2010） 

 また自然災害救助応急対策計画は細かく制定されている一方、実行性が低いため、日本が災害発生を教訓に

新たな法律や計画を作るように、常に自然災害救助応急対策計画を見直しなければならない。 

参考文献 

1)宮尾恵美，中国における大規模自然災害への対応，外国の立法，p214-238，2012.3 

2)内閣府 HP，日本の災害対策，http://www.bousai.go.jp/1info/pdf/saigaipanf.pdf 

3)楊東，日本の災害対策体制及び我が国への参考について 

4)劉学彬，我が国の応急管理の方策指揮体系について――汶川大地震の応急対策と救援を事例として 
                                                  
2 「災害連鎖」とは自然災害または気象変動の発生による二次災害が生じることをいい、中国の防災専門家が

使用している言葉である。 

図－1 大規模地震対応の災害組織体系 
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平成 26 年 4 月 22 日に環境防災研究棟 2 階講義室において、土砂災害を防止、軽減するた

めに必須となる地形に関する知見を深めることを目的として「砂防学と地形学の連携に関する

シンポジウム」を開催した。 
 シンポジウムでは、京都大学の水山高久教授から「砂防学から見た地形学」と題して、砂防

学における地形学の知見の必要性と有効性について解説があった。 
筑波大学の八反地剛講師からは「地形学から見た砂防学」と題して地形学における土砂移動

現象に係わる研究の現況と土砂災害対策への活用の可能性について解説があった。 
 砂防図書館の松本美善司書からは「砂防図書館の砂防学、地形学図書」と題して砂防に係わ

る多くの文献を所蔵している砂防図書館の内容の紹介と文献の活用方法についての解説があ

った。 
 環境防災学講座の西本教授は平成 26 年 4 月に環境防災研究棟内に設置した、環境防災学と

「水山高幸」文庫について解説と紹介を行った。 
 学内外から約 60 名の参加者があり、近年多発する深層崩壊に係わる両学問分野の協力のあ

り方などの多くの質問が出されるなど、活発な意見交換が行われ有意義なシンポジウムとなっ

た。 
 

 
 
 
 
 
 
 

 

                        

シンポジウムの様子 
 

 

 

 

シンポジウムポスター 

 

 

  

砂防学と地形学の連携に関するシンポジウム（平成 26 年 4 月 22 日）
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平成 27 年年 3 月 11 日に環境防災学ワークショップを開催し、学内外より約 60 名の関係

者が参加した。ワークショップでは、阿江副学長の開会の挨拶、（一財）砂防フロンティア整

備推進機構 森俊勇理事長代理の大田憲明部長の来賓挨拶につづき、国土交通省砂防部砂防計

画課の西山幸治課長より、「土砂災害の防災・減災を目指して」と題して 1 時間半の特別講演

を頂いた。その後、当講座の西本晴男教授より、平成 22 年度～26 年度の講座活動につい

て、教育・研究・社会連携・広報・国際展開の視点から報告を行った。 
次に、講座の修了生を代表して社会人学生 4 名（（株）キタックの田中義成氏、応用地質

（株）の大村さつき氏、朝日航洋（株）の安海高明氏、（株）東京建設コンサルタント関根敬

氏）より、学んだ成果と実業務への展開について発表を行った。続いて持続環境学専攻長の

辻村真貴教授より、環境防災学の未来展望として、山岳科学共同学位プログラム（平成 29
年度開設予定）に向けて、当講座の貢献が期待されることが述べられた。最後に、生命環境

科学研究科長の江面浩教授より閉会の挨拶がありワークショップを終了した 
 

１）開会挨拶 阿江通良 副学長（教育担当）                  
２）来賓挨拶 大田憲明 (一財)砂防フロンティア整備推進機構 事務長（森 俊勇理事長代

理）             
３）特別講演                            
     ・講演者：国土交通省砂防部砂防計画課長 西山幸治 氏  
   ・演題 ：土砂災害の防災・減災を目指して 
４）平成 22 年度～26 年度までの講座活動について           

環境防災学講座 西本晴男 教授             
５）修了生発表                                                 

・発表者：田中義成氏（（株）キタック） 
大村さつき氏（応用地質（株）） 
安海高明氏（朝日航洋（株）） 
関根 敬氏（（株）東京建設コンサルタント）   

６）講演                              
  ・講演者：環境科学/持続環境学専攻長 辻村真貴 教授  

・演題 ：環境防災学の未来展望―中部山岳共同学位プログラムに向けた取り組み－ 

       
６）閉会挨拶 江面 浩 生命環境科学研究科長                 

 

 

環境防災学ワークショップ（平成 27 年 3 月 11 日）
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ワークショップ参加者 

シンポジウムポスター  プログラム 
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平成 24 年 3 月 9 日 レディオ湘南ＦＭ83.1 
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(公)日本技術士会北陸本部では、平成 23 年 8 月に社会貢献活動の一環として、「防災委員会」を設置い

たしました。防災委員会の活動は、平常時の「防災教育」を主眼としており、その初めての活動成果とし

て「北陸地方の災害と防災・減災その 1」という防災教育テキストを作成しました。 
この冊子は、まず、技術士会としてどのような防災教育活動を展開するべきか考えるために、北陸地方

の自然災害と防災・減災の全体像を把握する目的で、資料収集整理して作成したもので、Ａ4 版 270 ペー

ジに及ぶものです。この冊子は、北陸本部のホームページで公開し、広く利用していただくことにしてい

ます。 
次のステップとして、毎年、「防災講演会」を企画して技術者や一般市民に防災教育を行う計画として

います。今回の防災講演会は、初めて企画するもので、作成した冊子を利用して、防災委員が防災・減災

の現状を 3 テーマに分けて発表を行おうと考えております。しかし、民間企業の技術士が資料取集整理

して取りまとめた内容には限界があり、防災・減災の現状を考える上で不足している点が多々あると痛

感しております。このため、行政・大学の専門家の先生方に、それぞれのご専門の立場から特別講演をお

願いして、充実した「防災講演会」を行いたいと考えております。 
なお、支障なければ、ご講演で使われたパワーポイントをご提供いただき、防災に関わる技術者や一般

市民に広く利用していただくことを念頭に、日本技術士会北陸本部のホームページに公開することを考

えております。また、防災教育テキストを作成するための資料としても使わせていただきたいと考えて

おります。 
第 1 回 防災講演会 

 
・テーマ：北陸地方の自然災害と防災・減災を考える 
・場 所：新潟市中央区新光町 10－2 技術士センタービルⅠ ８階 会議室 
・日 時：平成 25 年 1 月 18 日   13：00～17：05 
 

［プログラム］ 

第一部 防災セミナー 

 13：00～13：05  開会あいさつ                          北陸本部本部長  大谷 政敬 

13：05～13：35 北陸地方の自然・社会特性と自然災害について  防災委員会  平野 吉彦 

13：35～14：05 北陸地方の地震災害「防災・減災の現状」    防災委員会  一願 稔 

14：05～14：35 北陸地方の洪水災害「防災・減災の現状」    防災委員会  今度 充之 

14：35 ～ 14：45（休憩） 
 第二部 特別講演 

 14：45～15：45 仮題 北陸地方の防災・減災に対する北陸地方整備局の取り組み 

北陸地方整備局総括防災調整官  市村 幸晴 

 15：45～17：00 仮題 環境防災学の視点から見た防災対策・防災政策と今後のあり方 

筑波大学大学院環境防災講座教授  西本 晴男 

  17：00～17：05 閉会の辞               北陸本部副本部長  神也 孝則 

（公）日本技術士会北陸本部 平成 24 年度「防災講演会」で西本晴男教授が特別講演
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平成 25 年 2 月 26 日 長野日報 11 面 「三六災害資料データ化」 
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①調 査 日： 平成 25 年 11 月 2 日（土） 
②調査メンバー： 調査団長：石川芳治（東京農工大）教授 

西本晴男・堀田紀文（筑波大学）教授，他 17 名 
③概 要： 2013 年台風 26 号により、伊豆大島では 24 時間雨量が 800 ㎜を超える豪

雨に見舞われ、10 月 16 日の未明に大島町元町を流れる大金沢では大規

模な土石流が発生し、多数の人家が破壊され、死者・行方不明者は 40 名

を超えた。大金沢は三原山の西武の山麓を流下する渓流であり、上流部の

斜面では、多量の降雨により、火山灰からなる表土層が崩壊して土石流と

なり下流の集落を襲った。また、土石流とともに多量の流木が流下し、こ

れが下流での被害を拡大させた。今回の伊豆大島における土砂災害は最

近で最近でもまれにみる大規模な土砂災害であり、また、活火山の火山灰

堆積層の表層崩壊による土石流という特徴を有している。 
         公益社団法人砂防学会は今回の大島における土砂移動現象の発生・流

下・氾濫堆積実態を解明するとともに、災害の発生実態、防災施設の効

果等を明らかにすることを目的として「伊豆大島土砂災害緊急調査団」

を組織して調査を行った。 
  

調査実施後の記者会見（左から 2 人目が西本教授）

広域社団法人砂防学会 伊豆大島土砂災害緊急調査団による現地調査に 

西本晴男教授が参加（平成 25 年 11 月 2 日）
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朝日新聞の平成 25 年 11 月 16 日朝刊の記事「磯田道史の備える歴史学」に、

当講座の西本晴男教授の研究成果が引用された内容が掲載された。 
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富山県が進めている立山砂防の世界文化遺産登録に向けた取組みの

一環として、立山砂防のもつ顕著な普遍的価値について、技術的側

面から意見を聞く場として設置した有識者懇談会に西本晴男教授が

参画した。 
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建設新聞の平成 26 年 4 月 24 日の記事「土砂災害防止の集い 2014」に、当講

座の西本晴男教授が「土石流に関する表現方法（呼称）の変遷」について講演

を行った内容が掲載された。 
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平成 26 年 6 月 12 日、政府インターネットテレビ「徳光・木佐の知りたいニ

ッポン！～増えているぞ！土砂災害 日頃の備えと早めの避難」に、当講座の 
水野秀明准教授が解説者として出演した。 

（引用元：http://nettv.gov-online.go.jp/prg/prg9911.html?nt=1） 
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北日本新聞の平成 28 年 2 月 12 日の記事に、富山県斜面防災技術協会主催

の講演会で、当講座の西本晴男教授が「立山砂防と欧州砂防事情」と題して特

別講演を行い、北日本新聞に講演の様子が掲載された 
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41 

 

 

 

 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

北日本新聞（2016 年 2 月 13 日）の記事 
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  （一社）日本応用地質学会北陸支部「平成 28 年度研究発表会」に 

     おいて西本晴男教授が特別講演を行った。 
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5.広報 
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環境防災学講座のホームページは、5 月 12 日に環境科学専攻及び 

持続環境学専攻のホームページのもとに開設された。 

ホームページ
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平成 25 年 7 月 18 日よりホームページをリニューアル 
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平成 30 年 2 月 13 日時のホームページ 
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平成 23 年 7 月 6 筑波大学のホームページ。 
環境防災研究棟披露式開催の様子が掲載された。 
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平成 26 年 11 月 4 日付の筑波大学新聞「筑波時評」に当講座

の西本教授の記事が掲載された。 

メディアでの情報発信
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砂防と治水（2015.8）の砂防技術者の育成に関する特集に関して、当講座

の西本教授の「筑波大学における社会人を対象とした砂防人材育成の取り

組みについて」と題した寄稿が掲載された。 
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6.国際展開 
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インドネシア国ガジャマダ大学 
1) 協定締結日 

平成 23 年 2 月 21 日 

2) 署名者 

本 学：筑波大学大学院生命環境科学研究科長 東 照雄  

相手機関：Dean,Faculty of Engineering, University of Gadjah Mada Ir.Tumiran 
3) 対応組織 

本 学：大学院生命環境科学研究科 持続環境学専攻 

生命共存科学専攻  

国際地縁技術開発科学専攻 

相手機関：Faculty of Engineering, University of Gadjah Mada 
4) 交流分野 

火山・土砂災害ならびに対策を中心とする環境防災学分野 

5) 目的 

土砂災害、火山噴火災害ならびに防災を中心とする教育及び研究交流 

6) 体制 

責任者：大学院生命環境科学研究科 研究科長 東 照雄  

連絡調整責任者：筑波大学大学院生命環境科学研究科持続環境学専攻 

 教授 西本晴男  

上記以外の対応組織の長及び関係教員： 

生命環境科学研究科持続環境学専攻長専攻長 内山裕夫 教 授 

生命環境科学研究科生命共存科学専攻長 福島武彦 教 授 

生命環境科学研究科国際地縁技術開発科学専攻長 茂野隆一 教 授 

生命環境科学研究科持続環境学専攻 宮本邦明 教 授 

生命環境科学研究科生命共存科学専攻 恩田裕一 教 授 

生命環境科学研究科持続環境学専攻 奈佐原顕郎 准教授 

生命環境科学研究科持続環境学専攻 石井靖雄 准教授 

 

（参考）本協定に基づく院生の受け入れ実績については、Ⅰ.3.1.4 を参照されたい。

大学間交流協定 
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協定書調印式（東 生命環境科学研究科長（右）と Tumiran 工学部長（左）） 
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「第 6 回国際土石流災害防止会議」報告 
(6th International Conference of Debris-Flow Hazard Mitigation: 

 Mechanics, Prediction, and Assessment) 
 

1．会議の概要 
平成 27 年 6 月 22 日（月）から 6 月 25 日（木）に茨城県つくば市のつくば国際会議

場（エポカルつくば）において，「第 6 回国際土石流災害防止会議」が開催され，南北

アメリカ，ヨーロッパ，オセアニア，アジアなど 17 ヶ国から 65 名，日本国内から 109

名の合計で 174 名の土石流災害防止に携わる研究者と技術者が参加した。6 月 26（木）

と 27 日（金）には，日光方面と富士山，箱根方面への視察旅行が行われ，それぞれ 16

名，43 名が参加した。 

本会議は，土石流に関する適切かつ持続的なリスク軽減のための研究の推進に資す

ること並びに土石流に係る研究者や技術者間の国際レベルにおける交流と協力を推し

進めることを目的とするもので，これまで 1997 年にサンフランシスコ（USA），2000 年

に台北（台湾），2003 年にダボス（スイス），2007 年に成都（中国），2011 年にパドバ

（イタリア）で開催されている。 

 
２．開催主体等 
会議の主催・共催および後援は以下のとおりである。 

【主催】 
・第６回国際土石流災害防止会議実行委員会（The organizing committee of the 6th 

International Conference on Debris Flow Hazards Mitigation: LOC） 

・国際土石流災害防止会議委員会（International Organizing Committees: IOC） 

【共催】 

・（公社）砂防学会 
・筑波大学 

【後援】 
・国土交通省 

・（公社） 土木学会，日本地形学連合 

・（一社）国際砂防協会，（一社）全国治水砂防協会，（一財）砂防・地すべり技術センタ

ー，（一財）砂防フロンティア整備推進機構，（一財）防災研究協会 

・International Association of Hydrological，Sciences International Union of Forest Research 

Organizations，International Erosion Control Association 

 

第 6回国際土石流災害防止会議に環境防災学講座が主体的に関わった 
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３．会議の内容 
 会議は表１のスケジュールで実施した。開会式では LOC 委員長の西本晴男（筑波大

学大学院教授）と IOC 代表の Dr.Timothy Davies（ニュージランド・カンタベリー大

学教授）の開会挨拶に続き，江面 浩（筑波大学生命環境研究科長），石川芳治（砂防学

会会長），大野宏之（国土交通省砂防部長）の 3 名から祝辞をいただいた。 
続いて，基調講演として以下の 6 名の研究者から発表が行われた。 
Dr. Yoshifumi Satofuka（立命館大学理工学研究科，日本） 
Dr. Richard M. Iverson （United States Geological Survey，米国） 
Dr. Jon Major （United States Geological Survey，米国） 
Dr. Dieter Rickenmann（Swiss Federal Institute for Forest, Snow and Landscape 

Research WSL，スイス 

Dr. Peng Cui（Institute of Mountain Hazards & Environment, Chinese Academy of 
Sciences，中国） 

Dr. Chjeng-Lun Shieh（National Chen Kung University，台湾） 
 

                   表１ 会議スケジュール 

   午 前 午 後 
22 日(月) 
8:30-17:20 

受付 
開会式， 
基調講演 

基調講演 
口頭発表 
Welcome Party 

23 日(火) 
9:00-17:50 

口頭発表 ポスター発表コア

タイム，口頭発表 
24 日(水) 
9:00-17:50 

口頭発表 ポスター発表コア

タイム，口頭発表 
25 日(木) 
9:00-12:50 

口頭発表，閉会式  

26 日(金) 現地見学会 
27 日(土) 現地見学会 

 
４．論文発表 

今回の会議では，論文発表の方法について従来と異なる進行方法をとり，基調講演 6

件をはじめとし，土石流の発生・流下・堆積メカニズム，土石流数値シミュレーション，

土石流モニタリング・警戒システム，土石流危険度評価，土石流対策などの 7 つの Topics

について口頭発表 29，ポスター発表 61 の計 90 件の発表が行われた．口頭発表では

Website で Draft Paper を事前公開するとともに，発表は 1 件あたり 30 分の時間を確保

し，ポスター発表では 2 日間にわたって各 90 分のコアタイム設けたことにより，それ
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ぞれのセッションで十分な議論を行うことができ、参加者者には好評であった。 

なお，口頭発表論文については編集委員会により会議後査読を行い，Japan Society of 

Erosion Control Engineering の International Journal of Erosion Control Engineering (IJECE) 

に掲載する予定である。  
５．現地見学会 
〈一日コース〉  

6 月 26 日（金）：日光砂防管内（稲荷川砂防事業，東照宮，華厳滝等） 
〈二日コース〉  

6 月 26 日（金）～27 日（土）：富士砂防管内，箱根火山砂防（西湖，白糸の滝，

大沢扇状地砂防事  
 業，箱根火山，須沢砂防事業，彫刻の森美術館等） 

 
会議風景 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

会場（つくば国際会議場） 開会式 

江面研究科長挨拶 参加者集合写真 
41
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江面研究科長挨拶 参加者集合写真 
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口頭発表 ポスター発表 

エクスカーション（1 日コース）日光市稲荷川 エクスカーション（2 日コース）箱根町須佐波 
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砂防学会誌英語版に口頭発表論文を特集号として掲載、 

この編集作業を環境防災学講座が中心となって行った。 
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７.その他 
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建設通信新聞記事 11 面（平成 29 年 9 月 27 日） 

新聞記事 
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水山高幸文庫 
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